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職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

総括研究報告書 

 
研究代表者 堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学教授 

 

研究要旨： 

職業性ストレス簡易調査票（Brief Job Stress Questionnaire, BJSQ）は、平成７～11

年度労働省「作業関連疾患の予防に関する研究班」ストレス測定研究グループによって開

発された。職場のストレス対策に有用な、仕事のストレス要因、ストレス反応、および、

修飾要因を簡便に測定できること、さらに、そのうちの 12項目を利用して、職場のストレ

ス度を健康リスクとして表現できる「仕事のストレス判定図」を作図できることから、ス

トレスチェック制度における調査票として汎用されている。 

職業性ストレス簡易調査票の標準値は、2010 年の見直し検討から時間が経過しているこ

とから、本研究で改めて見直しを行った。さらに、仕事のストレス判定図の係数の見直し

と 80項目版調査票を用いて集団分析を行うための判断基準を作成し、ストレスチェック制

度のさらなる活用に資することを目的とした。 

文献レビューにより、ストレスチェック後の集団分析やその活用にあたっては、職業性

ストレス簡易調査票の全項目を分析対象として詳細な職場環境の把握に努めている工夫、

職業性ストレス簡易調査票に加えて他の尺度を併用する工夫、フィードバックに際して結

果の返却に加えて面談等を組み合わせる工夫、および既存のアクションチェックリストに

加えて事業場内の良好事例を集積する工夫等が認められた。 

2015年度から2021年度における厚生労働省労働安全衛生調査個人調査の集計表の分析か

ら、メンタルヘルス不調による連続１か月以上の休業者数・退職者、強い不安、悩み、ス

トレスを感じる労働者の割合およびその内容別の割合の年次推移に属性別の差は明確でな

かった。 

2024年 2月～6月に、事業場からストレスチェックを受託している団体等全 11機関から、

2015～2023 年度に実施されたストレスチェックにおける職業性ストレス簡易調査票（57項

目版）および新職業性ストレス簡易調査票（80項目版）について、個票データのべ 11,488,282

人、集計データのべ 1,323,911 人の提供を受けた。それぞれの調査票のすべての項目に回

答欠損の無い、職業性ストレス簡易調査票（57項目版）12,154,418人分、新職業性ストレ

ス簡易調査票(80 項目版)1,637,642 人分を解析対象とした。各調査票、尺度毎に、全体、

性別、年代別、業種別、職種別、職階別、雇用形態別、労働時間別に以下の標準値―平均

値、標準偏差、最小値、最大値、第一四分位、第二四分位、第三四分位―を算出した。さ
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らにインターネット調査を用いてテレワークを行っている労働者 1294人を対象として職業

性ストレス簡易調査票の標準値を算出した。 

事業場レベルの変数を作成できた 42,760事業場、のべ 9,774,846名を解析の対象とし、

新しい仕事のストレス判定図の平均値、および係数を示した。また、一部の業種において

は業種別の係数を示した。 

職業性ストレス簡易調査票の各下位尺度とその上位概念について、代表的な偏差値や効

果量に相当する得点を対象者全体および基本属性別に算出するとともに、項目ごとの回答

分布（各回答選択肢の回答者の割合）についても対象者全体および基本属性別に算出し、

集団分析を行うための判定基準として示した。 

インターネット調査を用いて、職業性ストレス簡易調査票の妥当性と有用性の検証を行

った。多様な労働者の集団において、職業性ストレス簡易調査票で抽出される高ストレス

状態および職業性ストレス簡易調査の一部尺度と項目に、疾病休業をアウトカムとした予

測妥当性があることを示した。K6、PHQ9 高値をアウトカムとした際、高ストレス状態を抽

出することにより有益な情報が得られることを示した。 

職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスチェック制度における高ストレス者判定基

準に機械学習のアプローチを適用し、既存基準と性能を比較した。職業性ストレス簡易調

査票の下位尺度の一部を使うことで、より高精度に抑うつ状態を判定できる可能性が示さ

れた。また、既存の判定基準では使用されていない満足感も重要な情報となる可能性が示

された。前向き研究の二次解析により、仕事の適性の低さや、働きがいのなさは、精神疾

患による１か月以上の長期疾病休業のリスクを高めることが示唆された。 

ストレスチェック制度施行後に取得された大規模データを収集したことで、代表性の比

較的高い労働者集団における職業性ストレス簡易調査票の標準値の算出が、労働者の属性

別に可能となった。これら標準値から策定した基準値と高ストレス状態の有用性を確認し

た。過去にない大規模なデータに基づく値であることを踏まえ、本研究で得られた記述統

計量を、新たな標準値として提案したい。 

 

研究分担者 

小田切優子 東京医科大学 公衆衛生学分野

講師 

島津 明人 慶應義塾大学 総合政策学部 

教授 

川上 憲人 東京大学大学院 医学系研究科

特任教授 

渡辺 和広 北里大学医学部公衆衛生学 

講師 

井上 彰臣 産業医科大学 IR 推進センタ

ー 准教授 
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研究協力者 

飯田 真子 東京大学大学院 医学系研究

科特任助教 

菊池 宏幸 東京医科大学 公衆衛生学分野 

准教授 

松崎 慶一 北里大学医学部公衆衛生学 

講師 

井上 嶺子 北里大学医療系研究科 大学

院生 

関根 康寛 北里大学医療系研究科 大学

院生 

菊池 尚樹 北里大学医療系研究科 大学

院生 

 

Ａ．研究目的 

職業性ストレス簡易調査票（Brief Job 

Stress Questionnaire, BJSQ）は、平成７

～11年度労働省「作業関連疾患の予防に関

する研究班」ストレス測定研究グループに

よって開発された。職場のストレス対策に

有用な、仕事のストレス要因、ストレス反

応、および、修飾要因を簡便に測定できる

こと、さらに、そのうちの 12項目を利用し

て、職場のストレス度を健康リスクとして

表現できる「仕事のストレス判定図」を作

図できることから、ストレスチェック制度

における調査票として汎用されている。 

職業性ストレス簡易調査票（57 項目、23 

項目）の標準値については、2010 年の厚生

労働科学研究費において見直しが検討され

たが、その時点では数値の変化は少なく、

標準値の更新の必要はないとされた。今般、

働き方が大きく変化しており、職場におけ

るメンタルヘルス対策も進んでいる。職業

性ストレス簡易調査票の標準値は、2010 年

の見直し検討から時間が経過していること

から、本研究で改めて見直しを行った。さ

らに、仕事のストレス判定図の係数の見直

しと 80 項目版調査票を用いて集団分析を

行うための判断基準を作成し、ストレスチ

ェック制度のさらなる活用に資することを

目的とした。 

報告者らが行ったシステマティックレビ

ュー(1)では、80 項目版を含む職業性スト

レス簡易調査票を活用した 150 を超える観

察研究で心身のアウトカムとの関連性が確

認され、職場のストレスを測定する実用的

なツールと評価されている。しかし、介入

研究は不足しており、集団分析を行うため

の判定基準が、より利用しやすいように整

備される必要がある。 

80項目版を含む職業性ストレス簡易調査

票の標準値や集団分析を行うための判断基

準が策定されてより精緻な計測が可能にな

ることで、それらを基にした集団分析・職

場環境改善が進むことが期待される。さら

に、以上のような指標が就業形態別に作成

されれば、全産業の情報では見落とされが

ちな要因の検出等、業種業態に即したテイ

ラーメイドな評価と対策立案に資する可能

らにインターネット調査を用いてテレワークを行っている労働者 1294人を対象として職業

性ストレス簡易調査票の標準値を算出した。 

事業場レベルの変数を作成できた 42,760事業場、のべ 9,774,846名を解析の対象とし、

新しい仕事のストレス判定図の平均値、および係数を示した。また、一部の業種において

は業種別の係数を示した。 

職業性ストレス簡易調査票の各下位尺度とその上位概念について、代表的な偏差値や効

果量に相当する得点を対象者全体および基本属性別に算出するとともに、項目ごとの回答

分布（各回答選択肢の回答者の割合）についても対象者全体および基本属性別に算出し、

集団分析を行うための判定基準として示した。 

インターネット調査を用いて、職業性ストレス簡易調査票の妥当性と有用性の検証を行

った。多様な労働者の集団において、職業性ストレス簡易調査票で抽出される高ストレス

状態および職業性ストレス簡易調査の一部尺度と項目に、疾病休業をアウトカムとした予

測妥当性があることを示した。K6、PHQ9 高値をアウトカムとした際、高ストレス状態を抽

出することにより有益な情報が得られることを示した。 

職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスチェック制度における高ストレス者判定基

準に機械学習のアプローチを適用し、既存基準と性能を比較した。職業性ストレス簡易調

査票の下位尺度の一部を使うことで、より高精度に抑うつ状態を判定できる可能性が示さ

れた。また、既存の判定基準では使用されていない満足感も重要な情報となる可能性が示

された。前向き研究の二次解析により、仕事の適性の低さや、働きがいのなさは、精神疾

患による１か月以上の長期疾病休業のリスクを高めることが示唆された。 

ストレスチェック制度施行後に取得された大規模データを収集したことで、代表性の比

較的高い労働者集団における職業性ストレス簡易調査票の標準値の算出が、労働者の属性

別に可能となった。これら標準値から策定した基準値と高ストレス状態の有用性を確認し

た。過去にない大規模なデータに基づく値であることを踏まえ、本研究で得られた記述統

計量を、新たな標準値として提案したい。 

 

研究分担者 

小田切優子 東京医科大学 公衆衛生学分野

講師 

島津 明人 慶應義塾大学 総合政策学部 

教授 

川上 憲人 東京大学大学院 医学系研究科

特任教授 

渡辺 和広 北里大学医学部公衆衛生学 

講師 

井上 彰臣 産業医科大学 IR 推進センタ

ー 准教授 
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性がある(2)。 

 

Ｂ．研究方法 

２年間の研究期間で下記の３つの調査研

究を実施した（図 1-1）。 

 

研究 I 集団分析手法、職場の心理社会的要

因の動向の把握に関する調査 

集団分析の現状と課題、および集団分析

における工夫事例を整理するための文献レ

ビューと、職業性ストレス要因の動向を調

査するための労働安全衛生調査（実態調査）

を用いた分析を行った。 

 

研究 II 職業性ストレス簡易調査票の新標準

値の策定、仕事のストレス判定図の係数の見

直し、および、80 項目版の集団分析を行うた

めの判断基準の作成 

企業の委託を受けてストレスチェックを

実施している団体等（ストレスチェックサ

ービスシステム会社、ストレスチェックサ

ービス IT企業、EAP等）からデータを収集

し、職業性ストレス簡易調査票（57 項目版、

23 項目版）について、標準値および仕事の

ストレス判定図の係数の見直しを行った。

さらに、新職業性ストレス簡易調査票（80

項目版）についても、団体等から収集する

データを用いて標準値の見直しを行った。

データの解析は、労働者の属性別に、変数

グループ毎および尺度毎に統計値を算出し

た（表 1-1）。 

さらに、これら大規模なデータを用いて、

仕事のストレス判定図の係数見直しと、ス

トレスチェックの集団分析を行うための判

定基準の策定を試みた。 

テレワークを行っている労働者も対象と

し、テレワーク労働者における職業性スト

レス簡易調査票（57 項目版、23 項目版、

80項目版）の標準値を算出した。 

 

研究 III 判定基準策定のためのデータ提供、

新基準の有用性評価を目的とした調査 

前向き研究として取得されている既存デ

ータ、および、新しく設定した前向きのイ

ンターネット調査を用いて、研究 IIで新し

く設定した職業性ストレス簡易調査票（23

項目版、57項目版、80項目版）の標準値と

係数の有用性を評価した。 

判定基準は、産業医、産業保健看護職、

人事労務担当者、ストレスチェックサービ

ス提供事業者の協力を得て、実務の感覚と

合致しているか意見を求めた。 

 

令和６年度は、下記に記載する６つの研

究を行った。 

 

研究 I 集団分析手法、職場の心理社会的要

因の動向の把握に関する調査 

職業性ストレス簡易調査票を用いた集団分

析とその活用の工夫：文献レビュー 
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職業性ストレス簡易調査票（57 項目版）

および新職業性ストレス簡易調査票（80項

目版）を用いた集団分析の手法に関する文

献レビューを行い、集団分析に関する工夫

事例を整理した。 

医中誌および PubMed を用いた文献検索

とハンドサーチにより、集団分析に職業性

ストレス簡易調査票（57項目版）および新

職業性ストレス簡易調査票（80項目版）を

用いていた事例を報告している 76 件の日

本語文献と 2 件の英語文献を組み入れた。

組み入れ文献内における 84 事例において

職業性ストレス簡易調査票の尺度の使用、

集団分析の評価項目、結果のフィードバッ

クの有無などの内容を要約した（井上（嶺）、

関根、渡辺、堤）。 

 

労働安全衛生調査（実態調査）個票データ

の解析 

平成 28, 29, 30 年,令和 2, 3, 4 年の労

働安全衛生調査（実態調査）事業所票およ

び個人票データを解析することにより、メ

ンタルヘルス不調による連続１か月以上の

休業者数・退職者の年次推移、強い不安、

悩み、ストレスを感じる労働者割合の年次

推移に属性別に特徴があるかどうかを検討

した（川上）。 

 

研究 II 職業性ストレス簡易調査票の新標準

値の策定、仕事のストレス判定図の係数の見

直し、および、80 項目版の集団分析を行うた

めの判断基準の作成 

最終統合データおよび属性別解析結果 

2024 年 2 月～6 月に、企業の委託を受け

てストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023年度に実施されたス

トレスチェックにおける職業性ストレス簡

易調査票に関するデータ提供を受けた。う

ち 8 機関からは個人情報を除く個票データ

を取得し、残りの 3 機関からは性・年代で

層別化された集計データを取得した。 

収集された職業性ストレス簡易調査票の

データを用いて、23項目、57項目、および

80項目版の各下位尺度における記述統計量

を、全体および属性別に算出した（渡辺、

小田切、島津、川上）。 

 

さらにインターネット調査を用いてテレ

ワークを行っている労働者を対象として職

業性ストレス簡易調査票の標準値を算出し

た。テレワークを行っている労働者、テレ

ワークを行っていない労働者毎に、職業性

ストレス簡易調査票（57項目版）および新

職業性ストレス簡易調査票（80項目版）の

標準値を算出した。また、勤務形態別（仕

事場が在宅のみ、在宅以外のサテライトオ

フィス、在宅もサテライトオフィスも可）、

テレワークの頻度別（週１日、週 2-3 日、

週４日以上）に分けて、標準値を算出した

（堤）。 

性がある(2)。 

 

Ｂ．研究方法 

２年間の研究期間で下記の３つの調査研

究を実施した（図 1-1）。 

 

研究 I 集団分析手法、職場の心理社会的要

因の動向の把握に関する調査 

集団分析の現状と課題、および集団分析

における工夫事例を整理するための文献レ

ビューと、職業性ストレス要因の動向を調

査するための労働安全衛生調査（実態調査）

を用いた分析を行った。 

 

研究 II 職業性ストレス簡易調査票の新標準

値の策定、仕事のストレス判定図の係数の見

直し、および、80 項目版の集団分析を行うた

めの判断基準の作成 

企業の委託を受けてストレスチェックを

実施している団体等（ストレスチェックサ

ービスシステム会社、ストレスチェックサ

ービス IT企業、EAP等）からデータを収集

し、職業性ストレス簡易調査票（57 項目版、

23 項目版）について、標準値および仕事の

ストレス判定図の係数の見直しを行った。

さらに、新職業性ストレス簡易調査票（80

項目版）についても、団体等から収集する

データを用いて標準値の見直しを行った。

データの解析は、労働者の属性別に、変数

グループ毎および尺度毎に統計値を算出し

た（表 1-1）。 

さらに、これら大規模なデータを用いて、

仕事のストレス判定図の係数見直しと、ス

トレスチェックの集団分析を行うための判

定基準の策定を試みた。 

テレワークを行っている労働者も対象と

し、テレワーク労働者における職業性スト

レス簡易調査票（57 項目版、23 項目版、

80項目版）の標準値を算出した。 

 

研究 III 判定基準策定のためのデータ提供、

新基準の有用性評価を目的とした調査 

前向き研究として取得されている既存デ

ータ、および、新しく設定した前向きのイ

ンターネット調査を用いて、研究 IIで新し

く設定した職業性ストレス簡易調査票（23

項目版、57項目版、80項目版）の標準値と

係数の有用性を評価した。 

判定基準は、産業医、産業保健看護職、

人事労務担当者、ストレスチェックサービ

ス提供事業者の協力を得て、実務の感覚と

合致しているか意見を求めた。 

 

令和６年度は、下記に記載する６つの研

究を行った。 

 

研究 I 集団分析手法、職場の心理社会的要

因の動向の把握に関する調査 

職業性ストレス簡易調査票を用いた集団分

析とその活用の工夫：文献レビュー 
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仕事のストレス判定図の係数見直し 

収集された個人情報を除く個票データの

うち、57項目版のデータがある企業のデー

タを使用し、企業を識別する ID ごとに、職

業性ストレス簡易調査票の 4 つの下位尺度 

(仕事の量的負担、仕事のコントロール、上

司の支援、同僚の支援) の平均値を求めた。

合わせて、心身のストレス反応が高いこと

による高ストレス者の割合を算出した。1

年後の高ストレス者割合を予測する係数を

推定するため、一般化線型モデル (二項分

布、ロジットリンク) によるモデリングを

行った（渡辺）。 

 

ストレスチェックの集団分析を行うための

判定基準の策定 

集団分析を行うための判定基準を策定す

るため、収集した大規模データ（職業性ス

トレス簡易調査票：10,830,057名分の個人

データおよび 1,324,361 名分の集計データ、

新職業性ストレス簡易調査票：1,637,642

名分の個人データ）を二次分析し、各下位

尺度とその上位概念について、代表的な偏

差値や効果量に相当する得点を対象者全体

および基本属性別に算出するとともに、項

目ごとの回答分布（各回答選択肢の回答者

の割合）についても、対象者全体および基

本属性別に算出した（井上（彰））。 

判定基準は、産業医、産業保健看護職、

人事労務担当者、ストレスチェックサービ

ス提供事業者の協力を得て、実務と合致し

ているか意見を求めた（井上（彰）、小田切、

渡辺）。 

 

研究 III 判定基準策定のためのデータ提供、

新基準の有用性評価を目的とした調査 

職業性ストレス簡易調査票の妥当性・有用

性の検証：インターネット調査 

インターネット調査会社に登録されてい

るパネルモニター約 220 万人の中から、現

在、就業している、会社、団体、官公庁ま

たは自営業主や個人家庭に雇われて給料・

賃金を得ている 18 歳～64 歳までの労働者

（役員を含む）を対象とした前向き調査を

行った。抽出条件として、労働力調査（基

本統計 2022年）の年齢構成比に準じて、男

女比 1:1を加えた。新しい働き方であるテ

レワークの特徴を捉えるため、調査対象の

半数がテレワークを行っている労働者とな

るように設定した。2023 年 12 月に実施し

た調査と 2024 年 11 月に実施した調査の両

方に参加し同意が得られた 1,741 人のデー

タセットを用いて、厚生労働省が推奨する

高ストレス判定で抽出される高ストレス者

と１か月以上の疾病休業の経験とが関連す

るかを評価した（予測妥当性の検証）。さら

に、令和５年度の検討で、疾病休業への寄

与が伺われた職業性ストレス簡易調査票

（57項目版）の尺度と項目、および、新職
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業性ストレス簡易調査票(80項目版)の尺度

得点と、同じく令和５年度の検討で疾病休

業への寄与が伺われた項目を検討した（堤）。 

 

2024年 10月に実施した 25,000人の労働

者のデータからなる大規模横断研究におい

て、職業性ストレス簡易調査票と K6 および

PHQ9を同時に測定するインターネット調査

を実施して、K6 13 点以上、Patient Health 

Questionnaire 9項目版 (PHQ-9) 15点以上

で評価されるケースをアウトカムとする

ROC 分析を行った（スクリーニングとして

の有用性の検証）（堤）。 

 

高ストレス者を抽出する新しいアルゴリズ

ム開発の試み 

2024年 10月に労働者 25,000人を対象と

して実施したインターネット調査において、

職業性ストレス簡易調査票とともに PHQ-9

を測定し、PHQ-9の 15 点以上を高ストレス

者の代理指標とした。ランダムフォレスト

の不純度減少量に基づいて下位尺度を選別

した後、決定木による訓練を行い、判定基

準を構築した（渡辺）。 

 

既存データを用いたシミュレーション：仕

事の適性と働きがいが精神疾患による長期

疾病休業に及ぼす影響 

2015（平成 27）年度～2017（平成 29）年

度に実施した厚生労働科学研究費補助金事

業において、大規模事業場から提供を受け

た既存データを二次分析し、「仕事の適性

（の低さ）」と「働きがい（のなさ）」が、

精神疾患による１か月以上の長期疾病休業

に及ぼす影響を検討した。単一の金融業か

ら提供を受けた 14,687 名（男性 7,343 名、

女性 7,344 名：過去 3 年以内の長期疾病休

業歴なし）の「職業性ストレス簡易調査票」

の回答データと回答後約 1 年間の疾病休業

データ（人事データ）を二次分析の対象と

した（井上（彰））。 

 

（倫理面への配慮） 

いずれの調査も、北里大学医学部・病院

倫理委員会、東京医科大学倫理審査委員会、

慶應義塾大学総合政策学部環境情報学部政

策・メディア研究科研究倫理委員会、東京

大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員

会および産業医科大学倫理委員会といった

関係諸機関の倫理委員会の承認を得て実施

した。 

 

Ｃ．研究結果 

研究 I 集団分析手法、職場の心理社会的要

因の動向の把握に関する調査 

職業性ストレス簡易調査票を用いた集団分

析とその活用の工夫：文献レビュー 

医中誌の検索では 204 件、PubMedの検索

では 94件が検索され、うち集団分析の仕方

に工夫があったと判断した 29 事例の内容

 

仕事のストレス判定図の係数見直し 

収集された個人情報を除く個票データの

うち、57項目版のデータがある企業のデー

タを使用し、企業を識別する IDごとに、職

業性ストレス簡易調査票の 4 つの下位尺度 

(仕事の量的負担、仕事のコントロール、上

司の支援、同僚の支援) の平均値を求めた。

合わせて、心身のストレス反応が高いこと

による高ストレス者の割合を算出した。1

年後の高ストレス者割合を予測する係数を

推定するため、一般化線型モデル (二項分

布、ロジットリンク) によるモデリングを

行った（渡辺）。 

 

ストレスチェックの集団分析を行うための

判定基準の策定 

集団分析を行うための判定基準を策定す

るため、収集した大規模データ（職業性ス

トレス簡易調査票：10,830,057名分の個人

データおよび 1,324,361 名分の集計データ、

新職業性ストレス簡易調査票：1,637,642

名分の個人データ）を二次分析し、各下位

尺度とその上位概念について、代表的な偏

差値や効果量に相当する得点を対象者全体

および基本属性別に算出するとともに、項

目ごとの回答分布（各回答選択肢の回答者

の割合）についても、対象者全体および基

本属性別に算出した（井上（彰））。 

判定基準は、産業医、産業保健看護職、

人事労務担当者、ストレスチェックサービ

ス提供事業者の協力を得て、実務と合致し

ているか意見を求めた（井上（彰）、小田切、

渡辺）。 

 

研究 III 判定基準策定のためのデータ提供、

新基準の有用性評価を目的とした調査 

職業性ストレス簡易調査票の妥当性・有用

性の検証：インターネット調査 

インターネット調査会社に登録されてい

るパネルモニター約 220 万人の中から、現

在、就業している、会社、団体、官公庁ま

たは自営業主や個人家庭に雇われて給料・

賃金を得ている 18 歳～64 歳までの労働者

（役員を含む）を対象とした前向き調査を

行った。抽出条件として、労働力調査（基

本統計 2022年）の年齢構成比に準じて、男

女比 1:1を加えた。新しい働き方であるテ

レワークの特徴を捉えるため、調査対象の

半数がテレワークを行っている労働者とな

るように設定した。2023 年 12 月に実施し

た調査と 2024 年 11 月に実施した調査の両

方に参加し同意が得られた 1,741 人のデー

タセットを用いて、厚生労働省が推奨する

高ストレス判定で抽出される高ストレス者

と１か月以上の疾病休業の経験とが関連す

るかを評価した（予測妥当性の検証）。さら

に、令和５年度の検討で、疾病休業への寄

与が伺われた職業性ストレス簡易調査票

（57項目版）の尺度と項目、および、新職
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を整理した。職業性ストレス簡易調査票（57

項目版）や新職業性ストレス簡易調査票(80

項目版)の項目を用いた集団分析の工夫で

は、仕事のストレス判定図の作成に必要な

項目だけでなく、職業性ストレス簡易調査

票の全項目を分析対象として詳細な職場環

境の把握に努めていた例が認められた。職

業性ストレス簡易調査票以外の尺度を併用

した工夫では、労働生産性を測定して職業

性ストレス簡易調査票の各項目との関連を

検討し、改善を行う職場環境の優先順位の

検討に役立てていた例があった。集団分析

結果のフィードバックに際しての工夫では、

支援者が管理職との面談を行い職場の実態

とつなげて結果を解釈する支援が行われて

いる例があった。アクションプランの立案

の工夫では、事業場内の良好事例を集積す

ることで議論を効率化する例が認められた。 

 

労働安全衛生調査（実態調査）個票データ

の解析 

全体として、メンタルヘルス不調による

連続１か月以上の休業者数・退職者、強い

不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割

合およびその内容別の割合の年次推移に属

性別の差は明確でなかった。 

 

研究 II 職業性ストレス簡易調査票の新標準

値の策定、仕事のストレス判定図の係数の見

直し、および、80 項目版の集団分析を行うた

めの判断基準の作成 

最終統合データおよび属性別解析結果 

個票データのべ 11,488,282 名、集計デー

タのべ 1,323,911 名が収集された。年度別

では、2022年度に取得されたデータが最も

多く、全体の 24.2%を占めた。年代では 40

代が 21.8%と最も多く、性別では男性が

61.6%を占めた。業種では、製造業に従事す

る労働者が最も多く (22.1%)、次いでサー

ビス業 (12.5%)、卸売・小売業 (10.4%) の

順に多かった（表 4-1, 4-2）。 

 

個票データのべ 11,488,282 名、集計デー

タのべ 1,323,911のうち 23・57項目版に欠

損のない 12,154,418 名、および 80 項目版

に欠損のない 1,637,642 名を解析の対象と

した。各調査票、尺度毎に、全体、および

性別 (男性、女性、その他) の信頼性係数 

(クロンバックのα) 、平均値、標準偏差、

最小値、最大値、第一四分位、第二四分位、

第三四分位を算出した（表 5）。 

 

年代別の検討では、概して 30歳代でスト

レス要因、ストレス反応および高ストレス

者割合が高い傾向があり、60歳代ではそれ

らが低かった。各年代内の性差はストレス

反応の「疲労」で比較的性差があり、いず

れの年代でも女性で「疲労感」は高かった

（表 6）。 
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職業性ストレス簡易調査票 57 項目版

10,830,057 件、80 項目版 1,637,642 件の

各下位尺度得点および対策領域別得点につ

いて、職種別および職階別の標準値を求め

た。職種別では、専門・技術・研究職は、

仕事の資源、ストレス反応、仕事や生活の

満足度が良好だった。製造・運輸・通信・

生産サービス職は、ストレス反応が最も不

良だった。職階別には、経営者・役員にお

いて、仕事の負担、仕事の資源、心理的ス

トレス反応、ワーク・エンゲイジメントの

いずれも最も良好であり、主任・一般職が

最も不良であった（表 7）。 

 

職業性ストレス簡易調査票（57 項目版）
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業性ストレス簡易調査票以外の尺度を併用

した工夫では、労働生産性を測定して職業

性ストレス簡易調査票の各項目との関連を

検討し、改善を行う職場環境の優先順位の

検討に役立てていた例があった。集団分析

結果のフィードバックに際しての工夫では、

支援者が管理職との面談を行い職場の実態

とつなげて結果を解釈する支援が行われて

いる例があった。アクションプランの立案

の工夫では、事業場内の良好事例を集積す

ることで議論を効率化する例が認められた。 

 

労働安全衛生調査（実態調査）個票データ

の解析 

全体として、メンタルヘルス不調による

連続１か月以上の休業者数・退職者、強い

不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割

合およびその内容別の割合の年次推移に属

性別の差は明確でなかった。 

 

研究 II 職業性ストレス簡易調査票の新標準

値の策定、仕事のストレス判定図の係数の見

直し、および、80 項目版の集団分析を行うた

めの判断基準の作成 

最終統合データおよび属性別解析結果 

個票データのべ 11,488,282 名、集計デー

タのべ 1,323,911 名が収集された。年度別

では、2022年度に取得されたデータが最も

多く、全体の 24.2%を占めた。年代では 40

代が 21.8%と最も多く、性別では男性が

61.6%を占めた。業種では、製造業に従事す

る労働者が最も多く (22.1%)、次いでサー

ビス業 (12.5%)、卸売・小売業 (10.4%) の

順に多かった（表 4-1, 4-2）。 

 

個票データのべ 11,488,282 名、集計デー

タのべ 1,323,911のうち 23・57 項目版に欠

損のない 12,154,418 名、および 80 項目版

に欠損のない 1,637,642 名を解析の対象と

した。各調査票、尺度毎に、全体、および

性別 (男性、女性、その他) の信頼性係数 

(クロンバックのα) 、平均値、標準偏差、

最小値、最大値、第一四分位、第二四分位、

第三四分位を算出した（表 5）。 

 

年代別の検討では、概して 30歳代でスト

レス要因、ストレス反応および高ストレス

者割合が高い傾向があり、60歳代ではそれ

らが低かった。各年代内の性差はストレス

反応の「疲労」で比較的性差があり、いず

れの年代でも女性で「疲労感」は高かった

（表 6）。 
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とその上位概念について、代表的な偏差値

や効果量に相当する得点を対象者全体およ

び基本属性別に算出するとともに、項目ご

との回答分布（各回答選択肢の回答者の割

合）についても対象者全体および基本属性

別に算出し、集団分析を行うための判定基

準として示した（表 11）。 

産業保健専門職のヒアリングから、「算出

された判定基準は事業場の実態と概ね合致

していた」との意見が多く挙げられた。 

 

研究 III 判定基準策定のためのデータ提供、

新基準の有用性評価を目的とした調査 

職業性ストレス簡易調査票の妥当性・有用

性の検証：インターネット調査 

インターネット調査を用いて、職業性ス

トレス簡易調査票の妥当性と有用性の検証

を行った。1,741 人からなる多様な労働者

の集団における前向きの調査で、交絡要因

を調整した後、高ストレス状態は、その後

発生する１か月以上の疾病休業と関連して

いた（オッズ比 2.71; 1.77-4.14; 集団寄

与危険割合 23.1%））。令和５年度に検討さ

れた職業性ストレス簡易調査票（57項目版）、

新職業性ストレス簡易調査票（80項目版）

のいくつかの尺度、項目も統計学的に有意

な関連が見られた。 

25,000人の労働者のデータからなる大規

模横断研究において、K6、PHQ9高値をアウ

トカムとして、高ストレス状態は、陽性尤

度比 5 以上でスクリーニングすることが認

められた。 

 

高ストレス者を抽出する新しいアルゴリズ

ム開発の試み 

職業性ストレス簡易調査票の下位尺度別

不純度減少量は、抑うつ感、身体愁訴、不

安感、および仕事や生活の満足感の順に高

かった。この 4 下位尺度を使用した決定木

において 15種類の判定基準が提示され、そ

れらの性能は、精度 90.3%、感度 39.7%、特

異度 97.5%であった。既存の判定基準の性

能は精度 84.4%、感度 70.4%、特異度 86.4%

であった。 

 

既存データを用いたシミュレーション：仕

事の適性と働きがいが精神疾患による長期

疾病休業に及ぼす影響 

平成 27-29 年度厚生労働科学研究費補助

金（労働安全衛生総合研究事業）「ストレス

チェック制度による労働者のメンタルヘル

ス不調の予防と職場環境改善効果に関する

研究」で収集された既存データを基に、職

業性ストレス簡易調査票（23項目版、57項

目版、80項目版）について二次分析を行っ

た。仕事の適性の低さや、働きがいのなさ

は、精神疾患による１か月以上の長期疾病

休業のリスクを高めることが示唆された。

性別、年齢、勤続年数、職種、職位を調整

後、「仕事の適性」の質問項目に対する回答
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が「3＝やや違う」、「4＝違う」と回答した

群のハザード比が有意であった（それぞれ、

HR＝3.95; 95%CI＝1.15–13.6、HR＝7.17; 

95%CI＝1.90–27.1）。「働きがい」について

は、精神疾患による長期疾病休業の有意な

ハザード比が「4=違う」と回答した群で認

められた（HR＝2.74、95%CI＝1.06–7.08）。 

 

Ｄ．考察 

研究 I 集団分析手法、職場の心理社会的要

因の動向の把握に関する調査 

文献レビューにより、職業性ストレス簡

易調査票を用いた集団分析に関して工夫が

認められた事例について整理した。ストレ

スチェック後の集団分析やその活用にあた

っては、職業性ストレス簡易調査票の全項

目を分析対象として詳細な職場環境の把握

に努めている工夫、職業性ストレス簡易調

査票（57項目版）や新職業性ストレス簡易

調査票(80項目版)に加えて他の尺度を併用

する工夫、フィードバックに際して結果の

返却に加えて面談等を組み合わせる工夫、

および既存のアクションチェックリストに

加えて事業場内の良好事例を集積する工夫

等が認められた。 

 

メンタルヘルス不調による連続１か月以

上の休業者あるいは退職者が存在した事業

所の割合について、調査年と業種あるいは

事業所規模との交互作用は明確ではなかっ

た。強い不安、悩み、ストレスを感じる労

働者の割合およびその内容別の割合につい

て、調査年と性別、年齢、業種あるいは事

業所規模との交互作用は明確ではなかった。

職種および就業形態に関しては、年次推移

との間に交互作用がいくつか見られた。全

体として、メンタルヘルス不調による連続

１か月以上の休業者数・退職者、強い不安、

悩み、ストレスを感じる労働者の割合およ

びその内容別の割合の年次推移に属性別の

差は明確でなかった。 

強い不安、悩み、ストレスを感じる労働

者の割合や、役割地位の変化によるストレ

ス雇用安定の問題等の年次推移や職種別、

就業形態別所見で、同一労働同一賃金など

非正規雇用労働者に対する処遇改善の施策

の推進により、非正規雇用労働者の雇用環

境が改善したこと等を反映したと思われる

職種別、就業形態別の所見がいくつか見ら

れた。 

 

研究 II 職業性ストレス簡易調査票の新標準

値の策定、仕事のストレス判定図の係数の見

直し、および、80 項目版の集団分析を行うた

めの判断基準の作成 

ストレスチェック制度施行後に取得され

た大規模データを収集したことで、代表性

の比較的高い労働者集団における職業性ス

トレス簡易調査票の標準値の算出が、労働

者の属性別に可能となった（表 5～8）。こ

れらを基に、算出された標準値の活用法と

して以下のようなものがある： 

とその上位概念について、代表的な偏差値

や効果量に相当する得点を対象者全体およ

び基本属性別に算出するとともに、項目ご

との回答分布（各回答選択肢の回答者の割

合）についても対象者全体および基本属性

別に算出し、集団分析を行うための判定基

準として示した（表 11）。 

産業保健専門職のヒアリングから、「算出

された判定基準は事業場の実態と概ね合致

していた」との意見が多く挙げられた。 

 

研究 III 判定基準策定のためのデータ提供、

新基準の有用性評価を目的とした調査 

職業性ストレス簡易調査票の妥当性・有用

性の検証：インターネット調査 

インターネット調査を用いて、職業性ス

トレス簡易調査票の妥当性と有用性の検証

を行った。1,741 人からなる多様な労働者

の集団における前向きの調査で、交絡要因

を調整した後、高ストレス状態は、その後

発生する１か月以上の疾病休業と関連して

いた（オッズ比 2.71; 1.77-4.14; 集団寄

与危険割合 23.1%））。令和５年度に検討さ

れた職業性ストレス簡易調査票（57項目版）、

新職業性ストレス簡易調査票（80項目版）

のいくつかの尺度、項目も統計学的に有意

な関連が見られた。 

25,000人の労働者のデータからなる大規

模横断研究において、K6、PHQ9高値をアウ

トカムとして、高ストレス状態は、陽性尤

度比 5 以上でスクリーニングすることが認

められた。 

 

高ストレス者を抽出する新しいアルゴリズ

ム開発の試み 

職業性ストレス簡易調査票の下位尺度別

不純度減少量は、抑うつ感、身体愁訴、不

安感、および仕事や生活の満足感の順に高

かった。この 4 下位尺度を使用した決定木

において 15種類の判定基準が提示され、そ

れらの性能は、精度 90.3%、感度 39.7%、特

異度 97.5%であった。既存の判定基準の性

能は精度 84.4%、感度 70.4%、特異度 86.4%

であった。 

 

既存データを用いたシミュレーション：仕

事の適性と働きがいが精神疾患による長期

疾病休業に及ぼす影響 

平成 27-29 年度厚生労働科学研究費補助

金（労働安全衛生総合研究事業）「ストレス

チェック制度による労働者のメンタルヘル

ス不調の予防と職場環境改善効果に関する

研究」で収集された既存データを基に、職

業性ストレス簡易調査票（23 項目版、57項

目版、80項目版）について二次分析を行っ

た。仕事の適性の低さや、働きがいのなさ

は、精神疾患による１か月以上の長期疾病

休業のリスクを高めることが示唆された。

性別、年齢、勤続年数、職種、職位を調整

後、「仕事の適性」の質問項目に対する回答
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⚫ 属性別の標準値、高ストレス者割合を

参考にし、今後のストレスチェック制

度において、ストレス反応やストレス

の負荷の大きい要因に着目したり、仕

事の資源の多寡を認識することで、メ

ンタルヘルス対策や事業場の強みをよ

りのばすような取り組みが進むことが

期待される 

⚫ 同様に、全国標準値としてストレスチ

ェックの属性別の集団分析の評価など

に活用できる 

⚫ 80項目版を含む職業性ストレス簡易調

査票の新しい標準値が、属性別に提案

されることで、集団分析や職場環境改

善を労働者の属性の特徴に応じて、よ

り具体的に進めることが可能になる 

 

テレワークを行っている労働者は、テレ

ワークを行っていない労働者と比べて、身

体的負担と仕事のコントロールが良好で、

高ストレス者の割合が低かった。テレワー

クの勤務形態別には、在宅、サテライトオ

フィスの両者が可能なテレワークを行って

いる労働者に、ストレスレベルが好ましい

傾向が観察された（表 9）。 

コロナウイルス感染症のために、わが国

でテレワークが一気に導入された時期には、

テレワークへの適応の困難（高齢労働者、

新卒・中途採用者が難）、労働時間の増加（労

務管理の難や仕事と家庭生活の境界があい

まいになることによる）、家庭環境とのコン

フリクト（家庭生活が仕事を妨げる可能性

や、人間工学的に良好な治具の不備など）

がメンタルヘルスに悪影響を与えうる要因

として挙げられていた(3)。感染症流行の落

ち着きとともに、テレワークの導入事業場

も減少したが、テレワークが可能な職場で、

新しい働き方として一定割合で定着をして

きており、テレワークの好ましい側面が表

れている可能性がある。 

 

ストレスチェック制度施行後に取得され

た大規模データを利用して、新しい仕事の

ストレス判定図の平均値、および係数が示

された。また、一部の業種においては業種

別の係数が示された（表 10）。この係数に

基づき、全産業版の仕事のストレス判定図 

(2024年版) を作成した（図 1-2）。 

 

既存データの二次分析によって策定した

判定基準（各下位尺度とその上位概念の代

表的な偏差値や効果量に相当する得点、項

目ごとの回答分布）（表 11）については、

産業保健専門職から「算出された判定基準

は事業場の実態と概ね合致していた」との

意見が多く挙げられ、各事業場で集団分析

結果を読み取る際に、自身の事業場の状況

を直感的に把握するのに役立つものと考え

られた。これらの判定基準は、「現状として、

自身の事業場は全国平均に比べてどうなの

か」を把握するためのベンチマークとして、

各事業場で広く活用されることが期待でき

－12－



る。 
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新しい働き方として一定割合で定着をして

きており、テレワークの好ましい側面が表

れている可能性がある。 

 

ストレスチェック制度施行後に取得され

た大規模データを利用して、新しい仕事の

ストレス判定図の平均値、および係数が示

された。また、一部の業種においては業種

別の係数が示された（表 10）。この係数に

基づき、全産業版の仕事のストレス判定図 

(2024年版) を作成した（図 1-2）。 

 

既存データの二次分析によって策定した

判定基準（各下位尺度とその上位概念の代

表的な偏差値や効果量に相当する得点、項

目ごとの回答分布）（表 11）については、

産業保健専門職から「算出された判定基準

は事業場の実態と概ね合致していた」との

意見が多く挙げられ、各事業場で集団分析

結果を読み取る際に、自身の事業場の状況

を直感的に把握するのに役立つものと考え

られた。これらの判定基準は、「現状として、

自身の事業場は全国平均に比べてどうなの

か」を把握するためのベンチマークとして、

各事業場で広く活用されることが期待でき
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表 1-1．職業性簡易調査票（57 項目版、23 項目版、80 項目版）の変数グループと尺度数および項目数 

版 

仕事の負担  仕事の資源（作

業レベル） 

 仕事の資源（部

署レベル） 

 仕事の資源（事

業場レベル） 

 アウトカム 

尺度  項目  尺度  項目  尺度  項目  尺度  項目  尺度  項目 

57 5  11  4  6  3  9  0  0  7  31 

23 1  3  1  3  2  6  0  0  5  11 

80 8  14  6  8  10  16  7  7  10  35 
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図 1-1 研究計画 

 I 集団分析手
法、職場の心
理社会的要因
の動向の把握
に関する調査 

 II職業性ストレス簡易調査票の新標準値の策定 
仕事のストレス判定図の係数の見直し 
80項目版の集団分析を行うための判断基準作成 

 III 判定基準策定のため
のデータ提供、新基準
の有用性評価を目的と
した調査 

        

R5 I 集団分析の

基準値に関す

る文献レビュ

ー（堤） 

 

労働安全衛生

調査（実態調

査）の集計等

の検討（川上） 

 II-1 職業性ストレス簡

易調査票（57項目、23

項目、80項目版）につ

いてストレスチェッ

クサービス IT 企業か

らのデータ収集と尺

度別経年変化確認（小

田切・島津） 

 II-2 職業性ストレス簡

易調査票（57 項目、

23 項目、80 項目版）

について大手 EAP か

らのデータ収集と尺

度別経年変化確認（川

上） 

  

   ↓  ↓   

   II-3 統合およびテレワーカーデータにおいて 

① 職業性ストレス簡易調査票（57 項目、23項目、

80項目）の標準値策定開始（小田切・島津・

川上・渡辺・堤） 

② 仕事のストレス判定図の見直し（渡辺） 

③ 集団分析を行うための判定基準の予備的検討

既存データを用いたシミュレーション（井上） 

 

 

→ 

← 

III-1 インターネット調

査を用いた前向き研究

（堤）： 

① 新旧調査票および

アウトカムの測定 

② テレワーカー調査 

   ↓  ↓  ↓ 

R6   II-4 統合およびテレワーカーデータにおいて 

① 属性別を含む職業性ストレス簡易調査票（57

項目、23 項目、80項目）の標準値確定（小田

切・島津・川上・渡辺・堤） 

② 仕事のストレス判定図の見直し（渡辺） 

③ 集団分析を行うための判定基準の作成（井上） 

 

 

 

 

 

→ 

← 

III-2 高ストレス者を抽

出する新しいアルゴリ

ズム開発の試み（渡辺、

松崎、堤） 
 

III-3（III-1 の追跡）：ア

ウトカムの測定と解析

（堤） 
 

III-4 既存データを用い

たシミュレーション

（堤） 

        

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案 

⚫ 職業性ストレス簡易調査票（57 項目版、23項目版、80項目版）の標準値 

⚫ 仕事のストレス判定図の係数 

⚫ 80項目版の集団分析を行うための判断基準 

 

ストレスチェック制度の効果向上 
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図 1-2 仕事のストレス判定図 2024年版（全産業）
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図 1-2 仕事のストレス判定図 2024年版（全産業）

 

 

令和５年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

研究協力報告書 

 

職業性ストレス簡易調査票を用いた集団分析とその活用の工夫：文献レビュー 

 

研究分担者 井上 嶺子 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

関根 康寛 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

渡辺 和広 北里大学医学部公衆衛生学 講師 

小田切 優子 東京医科大学公衆衛生学分野 講師 

島津 明人 慶應義塾大学総合政策学部 教授 

川上 憲人 東京大学大学院医学系研究科 

デジタルメンタルヘルス講座 特任教授 

井上 彰臣 産業医科大学 IR推進センター 准教授 

堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学 教授 

 

研究要旨 

【目的】職業性ストレス簡易調査票（Brief Job Stress Questionnaire, BJSQ）を用いた

ストレスチェック後の、集団分析に関する工夫事例を整理することを目的とした。 

【方法】医中誌および PubMed を用いて文献の検索を実施し、集団分析に新旧 BJSQ を用

いていた事例を報告している文献を検索した。このうち、集団分析やその活用において工

夫を行っていると考えられた事例を、研究分担者 2 名で議論の上で本研究に組み入れ、

その内容を質的に要約した。 

【結果】医中誌の検索では 204 件、PubMed の検索では 94 件が検索され、うち工夫があっ

たと判断した 29 事例を組み入れた。BJSQ や新 BJSQ の項目を用いた集団分析の工夫では、

仕事のストレス判定図の作成に必要な項目だけでなく、BJSQ の全項目を分析対象として

詳細な職場環境の把握に努めていた例が認められた。BJSQ や新 BJSQ 以外の尺度を併用し

た工夫では、労働生産性を測定して BJSQ の各項目との関連を検討し、改善を行う職場環

境の優先順位の検討に役立てていた例があった。集団分析結果のフィードバックに際し

ての工夫では、支援者が管理職との面談を行い職場の実態とつなげて結果を解釈する支
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援が行われている例があった。アクションプランの立案の工夫では、事業場内の良好事例

を集積することで議論を効率化する例が認められた。 

【結論】ストレスチェック後の集団分析やその活用にあたっては、集団分析に使用する

BJSQや新 BJSQの項目に対する工夫、BJSQや新 BJSQに加えて他の尺度を併用する工夫、

フィードバックに際して結果の返却に加えて面談等を組み合わせる工夫、および既存の

アクションチェックリストに加えて事業場内の良好事例を集積する工夫等が認められ

た。 

 

A. 研究目的 

わが国のストレスチェック制度におけ

るストレスチェック、および集団分析には、

職業性ストレス簡易調査票（Brief Job 

Stress Questionnaire, BJSQ）1, 2）を使用

することが推奨されている。BJSQ、および

2012 年に開発された新 BJSQ3）を用いるこ

とで、多様な仕事のストレス要因を部署や

グループ別に集計できるほか、仕事のスト

レス判定図 4）を使用して将来の疾病休業

に対するリスクを算出することができる。

しかし、令和 4年の労働安全衛生調査 (実

態調査)5）では、ストレスチェックを実施

した事業場のうち、集団分析を実施し、か

つ結果を活用した事業場は全体の 57.9％

にとどまっていた。今後、集団分析の活用

促進のために、集団分析に関する工夫事例

を集め、その内容を整理する必要がある。 

本研究では、BJSQあるいは新 BJSQを用

いた集団分析に関する工夫事例を整理す

ることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

2023年 8月 7日に医中誌、2023年 9月

28日に PubMedを用いて文献の検索を実施

した。医中誌では検索式を、(職業性スト

レス簡易調査票/AL or ストレスチェック

/AL or BJSQ/AL) and (集団分析/AL or 職

場 環 境 改 善 /AL) と し た 。 PubMed で

は、”brief job stress questionnaire”

や”group stress survey”などを含む医

中誌の検索式と同義の英文 (参考資料 1) 
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を集め、その内容を整理する必要がある。 

本研究では、BJSQあるいは新 BJSQを用

いた集団分析に関する工夫事例を整理す

ることを目的とした。 

 

B. 研究方法 

2023年 8月 7日に医中誌、2023 年 9月

28日に PubMedを用いて文献の検索を実施

した。医中誌では検索式を、(職業性スト

レス簡易調査票/AL or ストレスチェック

/AL or BJSQ/AL) and (集団分析/AL or 職

場 環 境 改 善 /AL) と し た 。 PubMed で

は、”brief job stress questionnaire”

や”group stress survey”などを含む医
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で検索した。さらに、重要と思われる文献

をハンドサーチで追加した。集めた文献の

中で、集団分析に BJSQ か新 BJSQ を用い

たことを明記している、あるいは集団分析

に関連して BJSQ や新 BJSQ の下位尺度を

記載している文献を抽出した。このうち、

集団分析やその活用において工夫が認め

られる事例を著者 2 名 (関根・井上) が

議論の上で本研究に組み入れ、要約を行っ

た。 

本研究は既存研究のレビューであり、ヒ

トを対象としなかったため、倫理的配慮は

求められなかった。 

 

C. 研究結果 

医中誌の検索では 204 件、PubMed の検

索では 94件が検索された。重要と思われ

る 1件の文献 6）を追加し、合わせて 76件

の日本語文献と 2 件の英語文献が、BJSQ

あるいは新 BJSQ を用いた文献として抽出

された。そのうち、工夫があったと判断し

た 29 事例を組み入れ、「BJSQ／新 BJSQ の

項目を用いた集団分析の工夫」、 「BJSQ／新

BJSQ 以外の尺度を併用した集団分析の工

夫」、「集団分析結果のフィードバックの工

夫」、「アクションプランの作成の工夫」に

分類した。以下に分類した事例の要約を列

挙する。 

 

１．集団分析に使用する BJSQ／新 BJSQの

項目に対する工夫 

野上ら 7)8)は仕事のストレス判定図が「4

つの尺度、質問 57 項目中 12 項目に限定

されるため、全体傾向がつかみやすい反面、

その部署の特色を判断するには限界」があ

るとして、57 の項目全てを使用したスト

レスプロフィールを作成し、所属別のほか、

年齢、職種、残業時間などの層別にも分析

し結果を検討した。 

宮道ら 9)は健康リスクだけでなく、BJSQ

各項目に対する回答の分布や、事業場内の

集団間での比較ができる散布図を作成し

各職場責任者に配布した。 

黒木ら 10)は、ワーク・エンゲイジメント

とストレス反応から算出する指数を組織

健康度として、各部署の組織健康度を算出

し、組織健康度の改善が総合健康リスクの

改善や部署内の高ストレス者割合の低減
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につながることを確認した。また、組織健

康度から活性化、不活性化、疲弊予備軍、

低モチベーションに部署を分類した内、活

性化状態では 「役割葛藤」「仕事のコント

ロール」「仕事の意義」「成長の機会」「個

人の尊重」の 5つの要素が有意に高く、不

活性化状態では同じ 5 つの要素とも有意

に低い結果であった。黒木らは 5つの要素

が職場環境改善に有効である可能性を示

した。 

 

２．BJSQ／新 BJSQ以外の尺度を併用した

集団分析の工夫 

WFun を用いた五十嵐ら 11)は、仕事のス

トレス要因が高い者は、健康問題による労

働機能障害を呈する傾向を認めたことを

報告した。 

吉川ら 12)は WFunを用いて、参加型職場

環境改善による介入効果評価を行い、介入

前後の変化は認めなかった。 

WLQ-Jを用いた高橋ら 13)は、健康リスク

値が生産性と相関していることを示した。 

田中 14)は「BJSQ のみでは個人資質を検

討することは難しい」として首尾一貫感覚

を BJSQ と併せて測定し、把握可能感が高

値であれば不安感が低値に、処理可能感が

高値だと抑うつ感が高値であったことを

報告した。 

根岸ら 15)はタクシー乗務員を昼勤務、

夜勤務、隔日勤務に分けて評価し、コロナ

禍前の 2019 年において夜勤務が健康リス

クや身体愁訴が最も高いことを把握した。 

北川ら 16)は、ストレスチェックの集団

分析において、受検時間、受検曜日に着目

した。日勤時間 （8時～18時）以外の受検

者は、日勤時間の受検者と比べて高ストレ

ス者の割合が高く、特に 0時～2時の受検

者では高ストレス者割合が 20％を超えて

いた。また、平日よりも週末（土日）の受

検者の高ストレス者割合が高かった。 

野上ら 8)や黒木ら 10)は、ストレスチェッ

クにおいて BJSQ あるいは新 BJSQ に残業

時間数(自己申告)を追加して用いた。野上

ら 8)の報告では、残業が月 81 時間以上の

集団において高ストレス者割合が有意に

高かった。黒木ら 10)の報告では、残業が月

60 時間以上では疲弊予備軍が有意に高か

った。 
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北川ら 16)は、ストレスチェックの集団

分析において、受検時間、受検曜日に着目

した。日勤時間 （8時～18時）以外の受検

者は、日勤時間の受検者と比べて高ストレ

ス者の割合が高く、特に 0時～2 時の受検

者では高ストレス者割合が 20％を超えて

いた。また、平日よりも週末（土日）の受

検者の高ストレス者割合が高かった。 

野上ら 8)や黒木ら 10)は、ストレスチェッ

クにおいて BJSQ あるいは新 BJSQ に残業

時間数(自己申告)を追加して用いた。野上

ら 8)の報告では、残業が月 81 時間以上の

集団において高ストレス者割合が有意に

高かった。黒木ら 10)の報告では、残業が月

60 時間以上では疲弊予備軍が有意に高か

った。 

 

鈴木ら 17)は、BJSQ に加え、ストレスチ

ェックの法制化前にストレス自己統制尺

度（Stress Self-Regulation Inventory：

SSI）、気分尺度（Profile of Mood States ：

POMS）心理特性（Monitor-Blunter Style 

Scale ：MBSS)、ストレス値 （入職時のスト

レスを 50としたときの主観値）を組み合

わ せ て 心 理 的 バ イ タ ル サ イ ン

（Psychological vital sign ：PVS©）と

し、看護学生のメンタルヘルス評価に用い

ていた。著作権のある POMS の代わりに

BJSQ を組み込んだ PVS セルフチェックシ

ステムを用いて病院職員のストレスチェ

ックを行った。ストレスチェックの結果か

ら、鈴木らは特に看護部で、心理的な仕事

の量的・質的負担がイライラ感、疲労感、

不安感、抑うつ感、身体愁訴などにつなが

っていると考え、今後のコーピング方略に

つなげたいとした。 

松井ら 18)の中で報告された事例では、

BJSQ に加え、メンタルヘルス風土調査票

WIN （Scale of Mental Health Climate for 

Workplace Invigoration)19)を併用し、職

場環境の改善のポイントについて検討し

た。 

新村ら 20)は、BJSQ に併せてソフトウェ

ア開発業務のストレッサー尺度（7 要因、

36 項目）を活用した参加型の職場環境改

善を行った。参加型の職場環境改善の活動

を 3年間、継続的に行った後は、取組み前

と比較して仕事の量的・質的負担、対人問

題、コントロール度、仕事の適性度、働き

がいについて有意な改善を認めた。 

杉藤 21)は、メンタル面（ストレスチェッ

ク）のデータだけでなく、フィジカル面（健

康診断）のデータも集団分析に含めた。例

えば、喫煙率、BMI、健診項目の有所見者

率などについて集団分析していた。ストレ

スチェックの集団分析を受けた職場環境

改善の取組みだけでなく、フィジカル面か

らも改善活動に取り組みやすいように、健

康診断結果から見えてきた傾向を参考に、

オリジナルのフィジカル版アクションチ

ェックリストを作成した。職場でメタボ対

策や喫煙対策に取組んだ結果、コミュニケ

ーションが向上したという事例があった。 

佐倉ら 22)や本間ら 23)は、組織活力調査

票（東京大学大学院医学系研究科と株式会
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社富士通ソフトウェアテクノロジーズ

との産学共同研究において開発された

成果物）を併用した。 

水本 24)は、京都工場保健会独自の尺度

を併用し、それらを活用したラインケア研

修やセルフケア研修を開発した。 

 

３．集団分析結果のフィードバックの工夫 

畑中ら 25)は集団分析のフィードバック

にあたって、集団分析と「産業看護職が感

じた矛盾点に目を向け、職場の特性を把握

することにつとめ、集団分析結果を管理監

督者に見てもらう際には、職場に寄り添っ

た言葉や追記文を添えて通知」した。 

椋本ら 26)は管理職を対象にフィードバ

ック面談を実施し、一方的な説明とならな

いよう、「管理職が抱えている悩み・課題

を明確に」できるような工夫を行った。 

監物ら 27)は集団分析結果を所属長にフ

ィードバックしていたが、集団分析結果の

改善が認められなかったため、保健師が所

属長に集団分析結果を説明し、職場の状況

のヒアリングを行う場を設定した。ヒアリ

ングの結果、所属長の多くが業務量や異動

に伴う負荷には留意していても、人間関係

によるストレスには注意が向いていなか

った。監物らは、所属長が職場のストレス

要因に気づくことができる支援が必要で

あると考えた。 

石川ら 28)は課長へのフィードバックの

みでは職場環境の改善につなげるには限

界があるとして、課長の上位職位の部長に

対してのフィードバックも併せて行った。

課長へのフィードバックの後、職場の問題

点、対策案、それまでに取り組んだ対策と

その結果、部長への要望を規定のフォーマ

ットにまとめてもらい、部長へのフィード

バックの際には課長のまとめたフォーマ

ットも提示した。 

友常ら 29)30)は、集団分析結果について、

最小単位の組織の長等に対する 30分程度

の説明会、部・室長、グループマネージャ

ー対象の個別面談、工場長に対するフィー

ドバックを行った。 

小池ら 31)は、各部署の健康リスクの結

果を経営者と各所属長へフィードバック

して MIRROR を用いた改善活動の推進を行

い、改善活動を行った部署で次年度の健康
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社富士通ソフトウェアテクノロジーズ

との産学共同研究において開発された

成果物）を併用した。 

水本 24)は、京都工場保健会独自の尺度

を併用し、それらを活用したラインケア研

修やセルフケア研修を開発した。 

 

３．集団分析結果のフィードバックの工夫 

畑中ら 25)は集団分析のフィードバック

にあたって、集団分析と「産業看護職が感

じた矛盾点に目を向け、職場の特性を把握

することにつとめ、集団分析結果を管理監

督者に見てもらう際には、職場に寄り添っ

た言葉や追記文を添えて通知」した。 

椋本ら 26)は管理職を対象にフィードバ

ック面談を実施し、一方的な説明とならな

いよう、「管理職が抱えている悩み・課題

を明確に」できるような工夫を行った。 

監物ら 27)は集団分析結果を所属長にフ

ィードバックしていたが、集団分析結果の

改善が認められなかったため、保健師が所

属長に集団分析結果を説明し、職場の状況

のヒアリングを行う場を設定した。ヒアリ

ングの結果、所属長の多くが業務量や異動

に伴う負荷には留意していても、人間関係

によるストレスには注意が向いていなか

った。監物らは、所属長が職場のストレス

要因に気づくことができる支援が必要で

あると考えた。 

石川ら 28)は課長へのフィードバックの

みでは職場環境の改善につなげるには限

界があるとして、課長の上位職位の部長に

対してのフィードバックも併せて行った。

課長へのフィードバックの後、職場の問題

点、対策案、それまでに取り組んだ対策と

その結果、部長への要望を規定のフォーマ

ットにまとめてもらい、部長へのフィード

バックの際には課長のまとめたフォーマ

ットも提示した。 

友常ら 29)30)は、集団分析結果について、

最小単位の組織の長等に対する 30 分程度

の説明会、部・室長、グループマネージャ

ー対象の個別面談、工場長に対するフィー

ドバックを行った。 

小池ら 31)は、各部署の健康リスクの結

果を経営者と各所属長へフィードバック

して MIRROR を用いた改善活動の推進を行

い、改善活動を行った部署で次年度の健康

 

リスクの改善を認めた。 

松井ら 18)の文献の中で報告された事例

においては、集団分析の結果をフィードバ

ックする際、当該職場のある地区の結果と

その中でのランキングを示した。 

友常ら 32)は、分散事業場が多い企業に

おいて、各地域事業部の人事労務部門長と

事業部長に対して、管轄の支店単位の結果

を経年変化や社内(他事業部、他支店など)

での比較などの結果を含めフィードバッ

クした。 

橋本ら 33)は、管理職にフィードバック

する前に、人事労務担当者や産業保健スタ

ッフで集団分析結果の読み込み会を行い、

結果を社内展開する際の注意点、当該職場

の情報、管理職の疲弊感、リテラシー、ラ

インケアの浸透具合を踏まえた検証を行

った。その上で、管理職に対するフィード

バックが有効か、あるいはその他の取り組

みが優先されるか検討した。管理職への個

人フィードバックの際には、管理職の日々

の実感や工夫、困りごとを安心して話せる

雰囲気づくりを心掛け、管理職とともに職

場を振り返り、対策を検討した。 

 

4．アクションプランの作成の工夫 

黒木ら 34)は参加型職場環境改善につい

て従業員や支援者の負担を軽減する工夫

を行った。メンタルヘルスアクションチェ

ックリスト 35)を用いた 2 年間にわたるワ

ークショップを行い、1年目のワークショ

ップではツールの記入方法や討議の進め

方の説明に時間をさかれ従業員のグルー

プ討議に十分な時間を確保できないこと

が観察された。2年目には事前にファシリ

テーターが職場ストレスリスクアセスメ

ントツールの集計を行い、職場の良好点と

改善点を順位付けしたものを示した上で

ワークショップを開始したことで、効率的

な議論につなげた。 

川角ら 36)は、アクションプランが着実

に実行されるよう、具体的な計画を部門

KPIに入れる工夫を行った。部門 KPIにす

ることで、当該職場だけでなく事業場全体

への周知につなげた。 

佐原ら 37)は、以前から仕事のストレス

判定図から各職場での課題と対策の検討

を進めていた。総合健康リスクが前年度よ
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り 10 ポイント以上減少した職場でメンタ

ルヘルスアクションチェックリスト 35)を

利用した選択肢を提示し、健康リスクが減

少した要因と考えられる取組みについて

回答を得た。調査結果は全部門長にフィー

ドバックし、各職場で改善に取り組むため

の参考資料として提供した。 

石川ら 38)は課長職がまとめた改善の実

績などをデータベース化し、事業場独自の

職場改善リストを作成したものを、参考資

料として全職場に展開した。 

佐倉ら22)は、複数県にまたがる小規模

店舗を展開する小売業を対象として、全

事業所に共通して適用可能なアクション

プランの検討を支援するため、ストレス

チェックの集団分析結果に、従業員への

ヒアリングを加えて分析した。ヒアリン

グの対象は、高ストレス者割合や総合健

康リスク等から選出されたターゲットグ

ループと、全社の定期異動者とした。分

析の結果、ストレス反応に影響を与えて

いたのは、公正な仕事の配分、役割の曖

昧さ、リーダーシップ等のマネジメント

に関するものであった。アクションプラ

ンとして、管理職等がリーダーシップを

発揮し、各々の役割を明確に示しながら

業務の指示や指導ができるような教育を

することが検討された。 

 

D. 考察 

文献レビューにより、新旧 BJSQ を用い

た集団分析に関して工夫が認められた事

例について整理した。 

集団分析に使用する新旧 BJSQ の項目に

対して工夫をしていたのは 3 事例であっ

た 7)-10)。ストレス判定図や健康リスクだ

けでなく、BJSQ のすべての項目を集団分

析に活用している事例を認めた。新旧

BJSQ 以外の尺度を併用した工夫をしてい

たのは 15事例であった 8), 10)-18),20)-24)。新

旧 BJSQ 以外の尺度としては、残業時間や

健診結果など労働者の健康管理に一般的

に用いられている項目や、労働生産性や

WIN などを加えて分析している事例を認

めた。集団分析においては、健康リスクの

高さと関連する項目を検討するなどで、職

場環境改善につなげるための情報を得る

工夫がされていた。 
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D. 考察 

文献レビューにより、新旧 BJSQ を用い

た集団分析に関して工夫が認められた事

例について整理した。 

集団分析に使用する新旧 BJSQ の項目に

対して工夫をしていたのは 3 事例であっ

た 7)-10)。ストレス判定図や健康リスクだ

けでなく、BJSQ のすべての項目を集団分

析に活用している事例を認めた。新旧

BJSQ 以外の尺度を併用した工夫をしてい

たのは 15事例であった 8), 10)-18),20)-24)。新

旧 BJSQ 以外の尺度としては、残業時間や

健診結果など労働者の健康管理に一般的

に用いられている項目や、労働生産性や

WIN などを加えて分析している事例を認

めた。集団分析においては、健康リスクの

高さと関連する項目を検討するなどで、職

場環境改善につなげるための情報を得る

工夫がされていた。 

 

集団分析結果のフィードバックの工夫

をしていたのは 9事例であった 18), 25)-33)。

集団分析の結果を当該職場の状況とつな

げて読み解くことができるように支援者

と管理職との面談の設定などをしている

事例が多く認められた。また部長と課長の

両方にフィードバックするなど、異なる職

位へのフィードバックを行っていた事例

が 3 件あり 28)-31)、職場環境の改善のため

にそれぞれの職位で貢献できることが異

なることに配慮しているものがあった。 

アクションプランの作成の工夫をして

いたのは 5事例であった 22), 34), 36)-38)。従

業員がアクションプランを検討する時間

を支援者による事前準備により短縮した

事例、改善事例を社内で共有した事例、事

業場外の支援者がヒアリングも踏まえた

アクションプランの提案をした事例など

を認めた。いずれもアクションプランの立

案に要する従業員の負荷に配慮したもの

と考えられる 

 

E. 結論 

集団分析にあたっては、新旧 BJSQ以外

の項目を用いたり、対象集団におけるスト

レスに関連する項目を検討するなど、職場

環境改善につなげるための情報を得てい

た。集団分析のフィードバックでは、結果

の読み取りの支援など、集団分析の結果が

職場環境改善に活かされやすい工夫がさ

れていた。アクションプランの作成におい

ては、従業員の負荷を軽減する工夫がされ

ていた。 
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研究要旨 

本年度の分担研究では、メンタルヘルス不調により連続１か月以上の休業者数・退職者

の年次推移、強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者割合の年次推移に属性別に特徴が

あるかどうかを検討した。平成 28, 29, 30 年,令和 2, 3, 4 年の労働安全衛生調査（実

態調査）事業所票および個人票データについて厚生労働省から提供を受けて解析した。メ

ンタルヘルス不調により連続１か月以上の休業者あるいは退職者が存在した事業所の割

合について、調査年と業種あるいは事業所規模との交互作用は明確ではなかった。強い不

安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合およびその内容別の割合について、調査年と性

別、年齢、業種あるいは事業所規模との交互作用は明確ではなかった。職種および雇用形

態に関しては、年次推移との間に交互作用がいくつか見られた。全体として、メンタルヘ

ルス不調により連続１か月以上の休業者数・退職者、強い不安、悩み、ストレスを感じる

労働者の割合およびその内容別の割合の年次推移に属性別の差は明確でなかった。 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、従業員援助プログラム

(EAP)等に研究への参加を呼びかけ、集積さ

れている職業性ストレス簡易調査票等のデ

ータを収集する。また職業性ストレス簡易

調査票等の標準値を検討するに当たり、わ

が国の全国の労働者における職業性ストレ

スの推移を、厚生労働省が実施する労働安

全衛生調査を用いて把握することで、標準

値変更の際の参考にすることを目的とした。 

本年度の分担研究では、メンタルヘルス

不調により連続１か月以上の休業者数・退

職者の年次推移、強い不安、悩み、ストレス

を感じる労働者割合の年次推移に、性別、年

齢、事業所規模、職種などの属性別に特徴が

あるかどうかを検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

１）対象 

労働安全衛生調査では事業所データベー

スの事業所を母集団として、定められた種

類の産業で常用労働者 10 人以上を雇用す

る民営事業所のうちから、産業、事業所規模

別に層化して無作為に抽出した約 14,000
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事業所を対象にして調査を実施している。

この事業所で雇用されている常用労働者及

び受け入れた派遣労働者のうちから無作為

に抽出した約 18,000 人の回答が個人調査

の対象となっている。本分担研究では平成

28, 29, 30年,令和 2, 3, 4年の労働安全

衛生調査（実態調査）事業所票および個人票

データについて統計法（平成 19 年法律第

53 号）第 33 条第１項の規定に基づき、厚

生労働省 政策統括官付参事官付審査解析

室統計審査第二係に調査票情報の提供の申

出を行い、CD-Rを使い郵送によりデータを

受け取とった。データはパスワードロック

をかけたパソコンで厳重に保管した。 

 

２）アウトカム指標 

（１）メンタルヘルス不調により連続１か

月以上の休業者数・退職者が存在した事業

所割合 

事業所票の調査事項のメンタルヘルス不

調により連続１か月以上の休業者・退職者

が存在した事業所の割合を解析に使用した。 

（２）強い不安、悩み、ストレスを感じる労

働者割合 

労働安全衛生調査個人調査では、仕事や

職業生活において強い不安、悩み、ストレス

の有無をたずね、ある場合にはその内容に

ついて以下の選択しから３つ以内の複数回

答を求めている：①仕事の質・量、②対人関

係（セクハラ・パワハラを含む。）、③役割・

地位の変化等（昇進、昇格、配置転換等）、

④仕事の失敗、責任の発生等、⑥事故や災害

の体験、⑦雇用の安定性、⑧会社の将来性、

⑨その他。これらの項目の選択割合を、有効

回答者を分母として計算した。⑤顧客、取引

先等からのクレームは平成 30 年調査以降

のため使用しなかった。 

 

３）属性 

 事業所票から業種と事業所規模を利用し

た。業種は製造業、卸・小売業、サービス業、

その他の４つに区分した。事業所規模は 50

名未満、50-99名、100-299名、300-499名、

500-999名、1000名以上に区分した。 

個人票から性別（男女）、年齢、職種、雇

用形態を使用した。年齢は 29 歳以下、30-

39 歳、40-49 歳、50-59歳、60歳以上に区

分した。職種は管理的職業、専門技術職、事

務的職業、その他（製造組み立て、肉体作業

を含む）に区分した。雇用形態は正社員かそ

れ以外に区分した。 

 

４）解析 

メンタルヘルス不調により連続１か月以

上の休業者あるいは退職者が１名以上存在

した事業所割合について、利用できる事業

所属性である業種と事業所規模により層別

化して、年次推移を解析した。年次推移（H28

年を対照）と業種または事業所規模との交

互作用を解析した。解析には一般化線形混

合効果モデルを用いた。 

強い不安、悩み、ストレスを感じる者の割

合およびその内容別の割合について、性別、

年齢、職種、雇用形態、業種、事業所規模の
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500-999名、1000名以上に区分した。 
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務的職業、その他（製造組み立て、肉体作業
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４）解析 

メンタルヘルス不調により連続１か月以

上の休業者あるいは退職者が１名以上存在

した事業所割合について、利用できる事業

所属性である業種と事業所規模により層別

化して、年次推移を解析した。年次推移（H28

年を対照）と業種または事業所規模との交

互作用を解析した。解析には一般化線形混

合効果モデルを用いた。 

強い不安、悩み、ストレスを感じる者の割

合およびその内容別の割合について、性別、

年齢、職種、雇用形態、業種、事業所規模の

別に、年次推移を解析した。年次推移（H28
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を感じる者の質問方法が令和４年から変更

になったため、統計解析では令和４年のデ
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５）倫理的配慮 

 本研究は医学系指針の適用範囲外となる

研究である。東京大学大学院医学系研究科・

医学部研究倫理委員会に医学系指針の適用

範囲外となる研究課題等の登録（研究登録）

を行った（審査番号 2024277Nie）。 

 

Ｃ．研究結果 

１）メンタルヘルス不調により連続１か月

以上の休業者あるいは退職者が１名以上存

在した事業所割合 

 いずれの業種、事業所規模でも最近の調

査ほど、メンタルヘルス不調により連続１

か月以上の休業者が１名以上存在した事業

所の割合が増加していた（表 3-1-1と 3-1-

2）。ただし、1000人以上規模では令和４年

度でその割合が低下していた。メンタルヘ

ルス不調により退職した労働者が１名以上

存在した事業所の割合も同様の傾向であっ

た。 

 調査年と業種との交互作用は、休業者、退

職者のいずれのアウトカムにおいても明確

ではなかった（表 3-2-1）。調査年と事業所

規模との交互作用は、休業者のアウトカム

においては明確ではなかった（表 3-2-2）。

退職した労働者のアウトカムについては

100-299 名規模で平成 29-30 年に頻度が高

く、300-499 名規模で平成 29-30 年に頻度

が低く、500-999名規模で平成 30年、令和

3 年に頻度が低く、1000 名以上規模で平成

29年に頻度か低かった（表 3-2-2）。 

 

２）強い不安、悩み、ストレスを感じる労働

者の割合およびその内容別の割合 

どの属性でもおおむね、強い不安、悩み、

ストレスを感じる労働者の割合および、①

仕事の質・量、②対人関係、③役割・地位の

変化等、④仕事の失敗、責任の発生等、⑦雇

用の安定性は、令和３年の調査ほど少ない

傾向にあった（表 3-3-1から 3-3-6）。令和

４年の調査では、強い不安、悩み、ストレス

を感じる労働者の割合およびその内容別の

割合は高くなっていた。 

令和４年の調査を除いた年次推移と性別

との交互作用項には p<0.05 で有意なもの

はわずかであった（表 3-4-1）。年次推移と

年齢、業種、事業所規模との交互作用項も同

様であった（表 3-4-2から 3-4-4）。 

年次推移と職種との交互作用項では、強

い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割

合が事務的職業で平成 30、令和 2年に、そ

の他の職業で平成 29 年に割合が有意に少

なかった（表 3-4-5）。専門技術職では令和

3年に役割地位の変化が有意に高かった。事

務的職業で平成 29, 30に事故災害が有意に

少なかった。その他の職業で平成 29, 30年

に役割地位の変化が有意に少なかった。 
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年次推移と就業形態との交互作用項では、

強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の

割合がその他（正社員以外）で令和 3 年に

有意に少なかった（表 3-4-6）。その他（正

社員以外）では、平成 29、令和 3年に役割

地位の変化が有意に少なかった。平成 29年

に事故災害が有意に少なかった。令和 2, 3

年に雇用安定の問題が有意に少なかった。 

令和 3年に将来性の問題が有意に少なかっ

た。 

 

Ｄ．考察 

メンタルヘルス不調により連続１か月以

上の休業者あるいは退職者が存在した事業

所の割合について、調査年と業種あるいは

事業所規模との交互作用は明確ではなかっ

た。強い不安、悩み、ストレスを感じる労働

者の割合およびその内容別の割合について、

調査年と性別、年齢、業種あるいは事業所規

模との交互作用は明確ではなかった。職種

および雇用形態に関しては、年次推移との

間に交互作用がいくつか見られた。全体と

して、メンタルヘルス不調により連続１か

月以上の休業者数・退職者、強い不安、悩み、

ストレスを感じる労働者の割合およびその

内容別の割合の年次推移に属性別の差は明

確でなかった。 

職種別では、強い不安、悩み、ストレスを

感じる労働者の割合の年次推移にいくらか

差がみられた。事務的職業では、強い不安、

悩み、ストレスを感じる労働者の割合が平

成 30 および令和 2 年に少ない傾向にあっ

た。一方、専門技術職では令和 3 年に役割

地位の変化によるストレスが高かった。こ

れらは新型コロナウイルス感染症の流行

（令和 2-4 年）により働き方の変化の影響

かもしれない。 

正社員以外の就業形態では、強い不安、悩

み、ストレスを感じる労働者の割合が令和 3

年に少なかった。また平成 29、令和 3年に

役割地位の変化によるストレスが少なかっ

た。令和 2, 3年には雇用安定の問題が少な

かった。この傾向は同一労働同一賃金など

非正規雇用労働者に対する処遇改善の施策

の推進により、非正規雇用労働者の雇用環

境が改善したことを反映しているのかもし

れない。 

 

Ｅ．結論 

本年度の分担研究では、メンタルヘルス

不調により連続１か月以上の休業者数・退

職者の年次推移、強い不安、悩み、ストレス

を感じる労働者割合の年次推移に属性別に

特徴があるかどうかを検討した。平成 28, 

29, 30年,令和 2, 3, 4年の労働安全衛生

調査（実態調査）事業所票および個人票デー

タについて厚生労働省から提供を受けて解

析した。メンタルヘルス不調により連続１

か月以上の休業者あるいは退職者が存在し

た事業所の割合について、調査年と業種あ

るいは事業所規模との交互作用は明確では

なかった。強い不安、悩み、ストレスを感じ

る労働者の割合およびその内容別の割合に

ついて、調査年と性別、年齢、業種あるいは
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悩み、ストレスを感じる労働者の割合が平
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た。一方、専門技術職では令和 3 年に役割
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非正規雇用労働者に対する処遇改善の施策

の推進により、非正規雇用労働者の雇用環

境が改善したことを反映しているのかもし

れない。 

 

Ｅ．結論 

本年度の分担研究では、メンタルヘルス

不調により連続１か月以上の休業者数・退

職者の年次推移、強い不安、悩み、ストレス

を感じる労働者割合の年次推移に属性別に

特徴があるかどうかを検討した。平成 28, 

29, 30年,令和 2, 3, 4年の労働安全衛生

調査（実態調査）事業所票および個人票デー

タについて厚生労働省から提供を受けて解

析した。メンタルヘルス不調により連続１

か月以上の休業者あるいは退職者が存在し

た事業所の割合について、調査年と業種あ

るいは事業所規模との交互作用は明確では

なかった。強い不安、悩み、ストレスを感じ

る労働者の割合およびその内容別の割合に

ついて、調査年と性別、年齢、業種あるいは

事業所規模との交互作用は明確ではなかっ

た。職種および雇用形態に関しては、年次推

移との間に交互作用がいくつか見られた。

全体として、メンタルヘルス不調により連

続１か月以上の休業者数・退職者、強い不

安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合お

よびその内容別の割合の年次推移における

属性の差は明確でなかった。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 該当なし。 

 

2.  学会発表 

 該当なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 （予定を含

む。） 

1. 特許取得 

 該当なし。 

 

2. 実用新案登録 

 該当なし。 

 

3.その他 

 該当なし。 
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令和 6年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

最終統合データおよび全体の属性プロフィール 

 

分担研究者 渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 

分担研究者 井上彰臣（産業医科大学 IR 推進センター・准教授） 

分担研究者 小田切優子（東京医科大学公衆衛生学分野・講師） 

研究協力者 関根康寛（北里大学医学部公衆衛生学・大学院生） 

研究協力者 菊池尚樹（北里大学医学部公衆衛生学・大学院生） 

 

目的：本研究では、本事業において収集された職業性ストレス簡易調査票のデータの概

要、および対象者の基本属性等を記述することを目的とした。 

方法：2024 年 2月～6月に、企業の委託を受けてストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023 年度に実施されたストレスチェックにおける職業性ストレス簡易

調査票に関するデータ提供を受けた。うち 8 機関からは個人情報を除く個票データを取

得し、残りの 3機関からは性・年代で層別化された集計データを取得した。 

結果：個票データのべ 11,488,282 名、集計データのべ 1,323,911 名が収集された。年度

別では、2022 年度に取得されたデータが最も多く、全体の 24.2%を占めた。年代では 40

代が 21.8%と最も多く、性別では男性が 61.6%を占めた。業種では、製造業に従事する労

働者が最も多く (22.1%)、次いでサービス業 (12.5%)、卸売・小売業 (10.4%) の順に多

かった。 

結論：ストレスチェック制度施行後に取得された大規模データを収集したことで、代表性

の比較的高い労働者集団における職業性ストレス簡易調査票の標準値の算出が可能とな

った。 

 

Ａ．研究目的 

2000 年に開発された職業性ストレス簡易

調査票 (Brief Job Stress Questionnaire, 

BJSQ) は、仕事のストレス要因、ストレス

反応、および修飾要因を含む多様な要因を

測定することができる (下光他，2000)。

BJSQ は、2015 年から施行されたストレスチ

ェック制度においても使用が推奨されてお

り、日本の産業保健における実践・研究の両

面で広く利用されている (Watanabe et 

al., 2023)。BJSQ の開発から 24 年が経過

し、わが国の働き方が変化するとともに、職

場のメンタルヘルス対策も浸透してきた。

しかし、BJSQ の標準値は、開発当初から更

新されておらず、見直しが必要である。 

本研究では、本事業において収集された

職業性ストレス簡易調査票のデータの概要、

および対象者の基本属性等を記述すること
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を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2024 年 2 月～6 月に、企業の委託を受け

てストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023 年度に実施されたス

トレスチェックにおける BJSQ (23項目、57

項目、80項目版) に関するデータ提供を受

けた。うち 8 機関からは個人情報を除く個

票データを取得し、残りの 3機関からは性・

年代で層別化された集計データを取得した。 

個票データの提供を受けた 8 機関からは、

BJSQの各項目以外の基本属性として、各団

体が提供可能な範囲で以下の情報を得た：

1) 個人を識別する番号、2) 企業を識別す

る番号、3) 性別 (男性、女性、その他)、

4) 年齢、5) 年代 (10代、20代、30代、40

代、50代、60 代以上)、6) 業種 (農林水産

業、鉱業・採石・砂利採取業、建設業、製造
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夜なし]、交代制 [深夜あり]、情報なし [そ

の他含む])。 

本研究は、北里大学医学部・病院倫理委員

会の承認を得ている (B23-052)。 

 

Ｃ．研究結果 

個票データのべ 11,488,282 名 (表 4-

1)、集計データのべ 1,323,911名 (表 4-

2) が収集された。2つのデータを単純に

合計した個人は 12,812,193 名に上った 

(表 4-3)。 

年度別では、2022年度に取得されたデ

ータが最も多く (n=3,094,719)、全体の

24.2%を占めた。最小は 2015 年度だった 

(n=57,772、0.5%)。年代では 40代が

21.8%と最も多く 

(2,787,361/12,812,193)、性別では男性が

61.6%を占めた (7,882,203/12,812,193)。

業種では、製造業に従事する労働者が最も

多く (2,832,923/12,812,193、22.1%)、次

いでサービス業 (1,604,731/12,812,193、

12.5%)、卸売・小売業 

(1,330,872/12,812,193、10.4%) の順に多

かった。 

職種、職階、雇用形態、労働時間、およ

び勤務形態については、集計データの提供

を受けた 3機関からは提供されなかったほ

か、個票データの提供を受けた 8機関にお

いても一部の機関のみから提供を受けたた
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め、欠損を含む情報がない労働者が 77.3%

～96.9%を占めた (表 4-1)。 

 

Ｄ．考察 

本事業において収集された職業性ストレ

ス簡易調査票のデータは、単年度で 300万

人 (2022年度)、2015 年～2023年度のの

べ人数で 1,000万人を超える規模となっ

た。2024年の労働力調査 (総務省統計

局，2025) によると、15～64歳の全産業

就業者は 5,851万人、うち従業者規模 30

人以上の就業者は 3,661万人と推計されて

いることから、ストレスチェックの実施が

義務化されている、従業員 50人以上の事

業場で勤務する就業者の少なくとも 8%に

あたるデータを収集できたことになる。同

じく 2024年の労働力調査において、従業

者規模 30人以上の就業者のうち、男性は

2,002万人 (54.7%)、女性は 1,659万人 

(45.3%) である。また、業種別に見ると、

製造業に従事する就業者は 799万人 

(21.8%)、サービス業は 694 万人 

(19.0%)、卸売・小売業は 658万人 

(18.0%) となっている。男性の割合が多

い、特定の業種に従事する者の割合が少な

い、等の違いはあるが、日本の基幹統計と

比較しても大きな偏りのないデータとなっ

ている。実施が義務化されたストレスチェ

ック制度を利用し、多様な属性を持つ、代

表性の比較的高い対象者における職場の心

理社会的要因に関する情報を収集できたと

考えられる。 

一方、職種、職階、雇用形態、労働時

間、および勤務形態に関する情報について

は、データの多くが欠損している、もしく

はその他に分類されていた。データ取得の

有無がストレスチェックを実施する団体等

の様式、あるいはデータマネジメントに依

存していることからも、得られた標準値の

一般化可能性には限界がある。 

 

Ｅ．結論 

ストレスチェック制度施行後に取得され

た大規模データを収集したことで、代表性

の比較的高い労働者集団における職業性ス

トレス簡易調査票の標準値の算出が可能と

なった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

渡辺和広、松崎慶一、井上嶺子、関根康寛、

菊池尚樹、堤明純．職業性ストレス簡易調査

票を用いた高ストレス者判定基準の探索：

ランダムフォレストおよび決定木によるア

プローチ．日本産業衛生学会産業保健 AI研

究会第 6 回研究集会．2024 年 12 月 3 日．

オンライン開催． 

 

渡辺和広，井上彰臣，小田切優子，島津明
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人，川上憲人，堤明純．職業性ストレス簡易

調査票 (57 項目) の標準値の見直し：のべ

1200万人の労働者を対象とした記述疫学研

究．日本産業衛生学会第 1 回関東地方会学

会．2024年 12月 7日．高崎市． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 (予定を含

む。) 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

Ｉ．引用文献 

下光輝一，原谷隆史，他．主に個人評価を目

的とした職業性ストレス簡易調査票の

完成．加藤正明 (編) 労働省平成 11年

度「作業関連疾患の予防に関する研究」

労働の場におけるストレスおよびその

健康影響に関する研究報告書．東京医

科大学：東京．2000: pp. 126–138. 

総務省統計局．労働力調査 (詳細集計) 

2024年 (令和 6 年) 平均結果．2025. 

https://www.stat.go.jp/data/roudou

/sokuhou/nen/dt/index.html (2025

年 2月 19日閲覧) 

Watanabe K, Imamura K, Eguchi H, et 

al. Usage of the Brief Job Stress 

Questionnaire: a systematic review 

of a comprehensive job stress 

questionnaire in Japan from 2003 

to 2021. Int J Environ Res Public 

Health. 2023;20(3):1814. doi: 

10.3390/ijerph20031814. 

 

J．協力事業者一覧 (五十音順) 

貴重なデータの提供にご協力くださった

以下の各社各機関に謝意を表します。 

医療法人北斗会 宇都宮東病院 

ウェルリンク株式会社 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメ

ント 

株式会社ジャパンイーエーピーシステム

ズ 

株式会社セーフティネット 

株式会社フィスメック 

公益財団法人パブリックヘルスリサーチ

センター 

中央労働災害防止協会 

タック株式会社 

ピースマインドイープ株式会社 

富士通株式会社 
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令和 6 年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案」230201–01） 

分担研究報告書 

 

全体・性別解析結果 

 

分担研究者 渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 

分担研究者 井上彰臣（産業医科大学 IR推進センター・准教授） 

分担研究者 小田切優子（東京医科大学公衆衛生学分野・講師） 

 

目的：本研究では、本事業において収集された職業性ストレス簡易調査票、および新職業

性ストレス簡易調査票のデータを用いて、23 項目、57 項目、および 80 項目版の各下位

尺度における記述統計量を要約することを目的とした。 

方法：2024年 2月～6月に、企業の委託を受けてストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023 年度に実施されたストレスチェックにおける職業性ストレス簡易

調査票に関するデータ提供を受けた。うち 8 機関からは個人情報を除く個票データを取

得し、残りの 3機関からは性・年代で層別化された集計データを取得した。解析対象を項

目に欠損のない者に限定した後、調査票における各下位尺度の得点を、23項目、57項目

版については合計得点が高いほど当該指標の程度が大きいと解釈するように、80 項目版

については高得点が望ましい状態になるように、それぞれ算出した。各下位尺度の平均値

は、個票データ、および集計データのそれぞれで算出し、加重平均を用いて統合した。そ

の他の統計量については、個票データから算出した。 

結果：個票データのべ 11,488,282 名、集計データのべ 1,323,911 名が収集された。うち

23・57 項目版に欠損のない 12,154,418 名、および 80 項目版に欠損のない 1,637,642 名

を解析の対象とした。各調査票、尺度毎に、全体、および性別 (男性、女性、その他) の

信頼性係数 (Cronbach' α) 、平均値、標準偏差、最小値、最大値、第一四分位、第二四

分位、第三四分位を算出した。 

結論：過去にない大規模なデータに基づく値であることを踏まえ、本研究で得られた記

述統計量を、新たな標準値として検討する必要がある。 

 

Ａ ． 研究目的 

2000年に開発された職業性ストレス簡易

調査票 (Brief Job Stress Questionnaire, 

BJSQ) は、23 項目、あるいは 57 項目を使用

して、仕事のストレス要因、ストレス反応、

および修飾要因を含む多様な要因を測定す

ることができる (下光他，2000)。BJSQは、

2015年から施行されたストレスチェック制

度においても使用が推奨されており、日本

の産業保健における実践・研究の両面で広
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く利用されている (Watanabe et al., 

2023)。また、2014 年には新職業性ストレス

簡易調査票 (NBJSQ) が開発され (Inoue 

et al., 2014)、最小で 80 項目を使用し、

BJSQ には含まれていなかった努力–報酬不

均衡、職場のいじめ、組織レベルの要因、ワ

ークセルフ・バランス等の要因も測定する

ことが可能となった。BJSQの開発から 24年

が経過し、わが国の働き方が変化するとと

もに、職場のメンタルヘルス対策も浸透し

てきた。しかし、BJSQ、および NBJSQ の標

準値は、開発当初から更新されておらず、見

直しが必要である。 

本研究では、本事業において収集された

職業性ストレス簡易調査票、および新職業

性ストレス簡易調査票のデータを用いて、

23 項目、57 項目、および 80 項目版の各下

位尺度における記述統計量を要約すること

を目的とした。 
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てストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023 年度に実施されたス
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項目、80項目版) に関するデータ提供を受

けた。うち 8 機関からは個人情報を除く個

票データを取得し、残りの 3機関からは性・

年代で層別化された集計データを取得した。 

解析対象を項目に欠損のない者に限定し

た後、調査票における各下位尺度の得点を

算出した。BJSQ (23項目、57項目版) につ

いては、合計得点が高いほど当該指標の程

度が大きいと解釈するように算出した。

NBJSQ (80項目版) については、すべての

尺度について高得点が望ましい状態になる

よう算出した。各下位尺度の平均値は、2015
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た。統計量の算出は、対象者全体に加えて、
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本研究は、北里大学医学部・病院倫理委員

会の承認を得ている (B23-052)。 

 

Ｃ．研究結果 

個票データのべ 11,488,282 名、集計デ

ータのべ 1,323,911名が収集された。う

ち、23項目・57項目版に欠損のない

12,154,418名 (個票データ

n=10,830,057、集計データ

n=1,324,361)、および 80項目版に欠損の

ない 1,637,642名を解析の対象とした。 

表 5-1～表 5-4は、BJSQ (23 項目、57

項目版) の全体、および性別 (男性、女

性、その他) の記述統計量を示している。

全体で 12,154,418名、男性 7,524,014名、

女性4,619,170名、およびその他の性別10,367
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名の記述統計量が要約された。全体の結果にお

いて、2015～2023年度のプールされた平均

値は、心理的な仕事の負担 (量) を例にと

ると 8.42 (SD=2.14) であった。性別の結

果については、心理的な仕事の負担 (量) 

を例にとると、平均値は男性で 8.52 

(SD=2.12)、女性で 8.28 (SD=2.15)、その

他の性別で 9.08 (SD=2.05) であった。 

表 5-5～表 5-8は、NBJSQ (80項目版) 

の全体、および性別の記述統計量を示して

いる。全体で 1,637,642名、男性

1,085,603名、女性541,265 名、およびその

他の性別10,362名の記述統計量が要約され

た。全体の結果において、2015～2023年度の

プールされた平均値は、心理的な仕事の負

担 (量) を例にとると 2.13 (SD=0.70) で

あった。性別の結果については、心理的な

仕事の負担 (量) を例にとると、平均値は

男性で 2.09 (SD=0.69)、女性で 2.20 

(SD=0.70)、その他の性別で 1.97 

(SD=0.68) であった。 

 

Ｄ．考察 

本事業において収集されたデータは、

BJSQでのべ 1,200万人、NBJSQでのべ 160

万人を超える規模となった。NBJSQについ

ては一部の企業でのみの測定に限られてし

まうが、過去の実践・研究におけるデータ

の規模と比較しても、代表性の高いものと

なっている。 

得られた記述統計量を、現在標準値とし

て使用されている 2004年時の平均値 (下

光他，2008) と比較すると、例えば心理的

な仕事の負担 (量) では、男性において今

回の値は現在の標準値より 0.18ポイント

低く、女性において 0.38ポイント高くな

っている。その差は必ずしも大きくないも

のの、各下位尺度において平均値の男女差

が小さくなる傾向にあった。その他の多様

な基本属性で層別化した結果を報告した他

の分担研究を踏まえても、本研究で得られ

た記述統計量を、現在使用されている 20

年前の標準値から置き換えることは意義が

あると考えられる。 

本研究では、2015～2023年度のデータ

をプールした状態で解析を行った。解析対

象者となった労働者の一部は、複数年度に

渡って測定を行っている。サンプルサイズ

の大きさも考慮し、プールして解析するこ

とには大きな問題がないと判断したが、デ

ータは必ずしも個々が完全に独立したデー

タではないことに留意する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

過去にない大規模なデータに基づく値で

あることを踏まえ、本研究で得られた記述

統計量を、新たな標準値として検討する必

要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 
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菊池尚樹、堤明純．職業性ストレス簡易調査
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分担研究報告書 

 

年代別・業種別標準値の検討 

 

 研究分担者  小田切優子  東京医科大学公衆衛生学分野 講師 

  井上 彰臣  産業医科大学IR推進センター 准教授 
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研究要旨 

労働省作業関連疾患の予防に関する研究の成果として 2000 年に開発された職業性ストレス簡

易調査票（BJSQ）は、2015 年より始まった改正労働安全衛生法によるストレスチェック制度に

おいても使用が推奨されるなど、日本において広く活用されている。また、2011 年に開発され

た新職業性ストレス簡易調査票（NBJSQ）は、オリジナルの職業性ストレス簡易調査票に加え仕

事の資源や労働者の仕事へのポジティブなかかわりを測定できる特徴を持ち、徐々にストレスチ

ェック制度でも使用されるようになっている。これら調査票の標準値については、特に職業性ス

トレス簡易調査票は開発から 25 年が経過する中で変更なく用いられてきた。この四半世紀に

人々の働き方は大きく変化してきていることから、これら調査票の新しい基準値を検討すること

を目的として本研究を行った。本分担研究報告では、2つの調査票について年代別、業種別の標

準値（平均値、標準偏差、最小、最大、四分位）、ならびに高ストレス者割合の算出を行った。

2024年 2月～6月に、事業場からストレスチェックを受託している団体等全11機関から、2015

～2023 年度に実施されたストレスチェックにおける BJSQ (57 項目版)および NBJSQ（80 項目）

について、個票データのべ11,488,282 人、集計データのべ2,647,627人の提供を受けた。それ

ぞれの調査票のすべての項目に回答欠損の無い、BJSQについては12,154,418 人を、NBJSQにつ

いては1,637,642 人を解析対象とした。年代別の検討では、概して30歳代でストレス要因とス

トレス反応が高い傾向があり、60 歳代ではそれらが低かった。各年代内の性差はストレス反応

の「疲労」で比較的性差があり、いずれの年代でも女性で「疲労感」は高かった。業種別の検討

の結果、業種の業務内容から推察される了解可能な平均点の違いがあった。また業種内の性差に

ついては、建設業、運輸通信業など性別により業務が大きく異なる可能性がある業種で「自覚的

な身体的負担度」の差が大きいなど了解可能な平均点の違いがあった。高ストレス者割合は、年

代別では 30 歳代が最も高かった。業種では、高ストレス者割合の算出方法により異なったが、
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例えば 57項目版の合計点法では 6.2％の業種間差があった。本報告の年代別、業種別の標準値、

高ストレス者割合を参考にし、今後のストレスチェック制度において、ストレス反応やストレス

の負荷の大きい要因に着目したり、仕事の資源の多寡を認識することで、メンタルヘルス対策や

事業場の強みをよりのばすような取り組みが進むことが期待される。 

 

Ａ.研究背景および目的 

労働省作業関連疾患の予防に関する研究

の成果として 2000 年に開発された職業性ス

トレス簡易調査票（ Brief Job Stress 

Questionnaire: BJSQ）は、57 項目と比較的

項目数が少ないながらも仕事のストレス要

因、ストレス反応、および修飾要因を測定す

ることができ、2015年より始まった改正労働

安全衛生法によるストレスチェック制度に

おいても使用が推奨されるなど、広く活用さ

れている。また、2011年に開発された新職業

性ストレス簡易調査票（New Brief Job Stress 

Questionnaire: NBJSQ）（80 項目）は、「健

康いきいき職場」モデルに従い作業レベル、

部署レベル、事業場レベル、部署レベルの仕

事の資源を測定できたり、労働者の仕事への

ポジティブな側面や職場の一体感や職場の

ハラスメントを測定できる特徴を持ち、徐々

にストレスチェック制度でも使用されるよ

うになっている。これら調査票を用いて評価

を行う際に基準とされる標準値については、

BJSQについては 25年、NBJSQについても 10

年以上が経過している。この間、人々の働き

方は大きく変化してきており、したがって

BJSQ、NBJSQ の現行の基準値が現在の労働者

の平均的な状況から乖離している可能性も

考えられる。そこでこれら調査票の新しい基

準値を検討することを目的として本労災疾

病研究が行われることとなった。本分担研究

では、2 つの調査票について年代別、業種別

に解析を行い、それぞれの新標準値を示すこ

とを目的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

 2024年 2月～6月に、事業場からストレス

チェックを受託している団体等全 11 機関か

ら、2015～2023年度に実施されたストレスチ

ェックにおけるBJSQ(57項目版)およびNBJSQ

（80 項目）のデータ提供を受けた。11 機関

のうち 8機関からは個人情報を除く個票デー
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年以上が経過している。この間、人々の働き

方は大きく変化してきており、したがって
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の平均的な状況から乖離している可能性も
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準値を検討することを目的として本労災疾

病研究が行われることとなった。本分担研究
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に解析を行い、それぞれの新標準値を示すこ

とを目的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

 2024年 2月～6月に、事業場からストレス

チェックを受託している団体等全 11 機関か

ら、2015～2023年度に実施されたストレスチ

ェックにおけるBJSQ(57項目版)およびNBJSQ

（80 項目）のデータ提供を受けた。11 機関

のうち 8機関からは個人情報を除く個票デー

タを取得し、残りの 3機関からは性・年代で

層別化された集計データを取得した。なお、

集計データとして提供を受けたのは BJSQ の

みで、NBJSQはすべて個票データであった。  

  下位尺度の得点は、BJSQは合計得点が高い

ほど当該指標の程度が大きいと解釈するよ

うに、NBJSQ は、すべての尺度で得点が高い

ほど良好な状態を示すように算出した。 

はじめに BJSQ の各下位尺度の平均値、標

準偏差、最小値、最大値、四分位を、年代別・

業種別に求めた。57 項目版のほか、23 項目

版のみで使用される下位尺度（抑うつ感（3

項目）、食思不振、不眠）についても算出し

た。また Job Demand Resource モデルと「健

康いきいき職場モデル」を参考に NBJSQに新

たに導入された「仕事の資源」を BJSQ の 57

項目版と 23 項目版に適用し算出した。具体

的には、「57項目版仕事の資源（作業レベル）」

＝仕事のコントロール度＋技能の活用度＋

仕事の適性度＋働きがい）、「57項目版仕事の

資源 (部署レベル)」＝上司からのサポート

＋同僚からのサポート＋家族・友人からのサ

ポート、「23 項目版仕事の資源 (部署レベ

ル)」＝＝上司からのサポート＋同僚からの

サポート、で算出した。 

また、厚生労働省「労働安全衛生法に基づ

くストレスチェック制度実施マニュアル」1）

における評価基準の例(その１)によるスト

レス判定で用いられる「心身のストレス反

応」「仕事のストレス要因＋サポート」の得

点について、57 項目版と 23 項目版のそれぞ

れで算出した。 

さらに、各年代あるいは各業種について、

それぞれ性別にも各値を算出した。この際、

一つのデータ提供機関において、ストレスチ

ェックの委託を受けた事業場の一部から、性

別情報を男性、女性、その他の 3択で得てい

たため、製造業、金融・保険業、サービス業

については性別がその他に該当する人の各

数値も算出した。なお、BJSQ57項目版の業種

別平均値と各業種別の性別平均値について

は、各下位尺度の平均値を、個票データおよ

び集計データのそれぞれで算出し、加重平均

を用いて統合した。 

NBJSQ についても、平均値、標準偏差、最

小値、最大値、四分位について、80項目の各

下位尺度（項目）と「健康いきいき職場モデ

ル」に準じた統合的尺度である「仕事の負担」
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「仕事の資源（作業レベル）」「仕事の資源（部

署レベル）」「仕事の資源（事業場レベル）」「ア

ウトカム（心理的ストレス反応）」について

算出した。なお「仕事の資源（部署レベル）」

は、調査票開発時に提案された算出方法では

「家族・友人からのサポート」を含まないが、

近年、家族や友人を含めた職場の交流やワー

クライフバランスの重要性が高まっており、

今後、「家族・友人からのサポート」を考慮

した得点が意味を持つ可能性を考慮し、当該

項目を含めない・含める 2つの方法で算出し

た。 

また厚生労働省「労働安全衛生法に基づく

ストレスチェック制度実施マニュアル」1）に

準じて、高ストレス者割合（％）を 2つの方

法（その１：合計点を用いる方法、および、

その２：粗点換算表を用いる方法）を用いて、

年代別、業種別に算出した。 

本研究は、本研究班の研究代表者、堤明純

教授の所属施設である北里大学医学部・病院

倫理委員会(B23-052)の承認を得、分担研究

者が所属する東京医科大学医学倫理審査委

員会から実施許可（E2023-0118）も得て行っ

た。 

 

Ｃ.研究結果 

 個票データのべ 11,488,282 人、集計デー

タのべ 2,647,627人の提供があった。BJSQの

尺度の計算には BJSQの 57項目のいずれにも

欠損のない 12,154,418 人を、NBJSQ の尺度

の計算には NBJSQ の 80 項目のいずれにも欠

損のない 1,637,642人を解析対象とした。さ

らに BJSQ の年代別標準値の算出においては

年代情報のないデータを除いた 9,678,153人

が、業種別標準値の算出においては業種情報

のないデータを除いた 11,225,438 人が対象

となった。 

【BJSQの年代別の検討】 

BJSQ の年代別の各下位尺度の値について、

表 6-1-1-1に 10歳代(n=76,595)、表 6-1-1-2

に 20 歳代(n=1,637,658)、表 6-1-1-3 に 30

歳代(n= =2,072,573)、表 6-1-1-4に 40歳代

(n=2,639,522)、表 6-1-1-5 に 50 歳代(n= 

2,246,130)、表 6-1-1-6 に 60 歳以上 (n= 

1,005,675)を示した。年代間で平均値の違い

を見てみると、57 項目版仕事の負担（11 項

目）は、30歳代（28.38±5.22）と最も高く、

60 歳以上で（25.26±5.35）最も低かった。

－50－



「仕事の資源（作業レベル）」「仕事の資源（部

署レベル）」「仕事の資源（事業場レベル）」「ア

ウトカム（心理的ストレス反応）」について

算出した。なお「仕事の資源（部署レベル）」

は、調査票開発時に提案された算出方法では

「家族・友人からのサポート」を含まないが、

近年、家族や友人を含めた職場の交流やワー

クライフバランスの重要性が高まっており、

今後、「家族・友人からのサポート」を考慮

した得点が意味を持つ可能性を考慮し、当該

項目を含めない・含める 2つの方法で算出し

た。 

また厚生労働省「労働安全衛生法に基づく

ストレスチェック制度実施マニュアル」1）に

準じて、高ストレス者割合（％）を 2つの方

法（その１：合計点を用いる方法、および、

その２：粗点換算表を用いる方法）を用いて、

年代別、業種別に算出した。 

本研究は、本研究班の研究代表者、堤明純

教授の所属施設である北里大学医学部・病院

倫理委員会(B23-052)の承認を得、分担研究

者が所属する東京医科大学医学倫理審査委

員会から実施許可（E2023-0118）も得て行っ

た。 

 

Ｃ.研究結果 

 個票データのべ 11,488,282 人、集計デー

タのべ 2,647,627人の提供があった。BJSQの

尺度の計算には BJSQの 57項目のいずれにも

欠損のない 12,154,418 人を、NBJSQ の尺度

の計算には NBJSQ の 80 項目のいずれにも欠

損のない 1,637,642人を解析対象とした。さ

らに BJSQ の年代別標準値の算出においては

年代情報のないデータを除いた 9,678,153人

が、業種別標準値の算出においては業種情報

のないデータを除いた 11,225,438 人が対象

となった。 

【BJSQの年代別の検討】 

BJSQ の年代別の各下位尺度の値について、

表 6-1-1-1に 10歳代(n=76,595)、表 6-1-1-2

に 20 歳代(n=1,637,658)、表 6-1-1-3 に 30

歳代(n= =2,072,573)、表 6-1-1-4に 40歳代

(n=2,639,522)、表 6-1-1-5 に 50 歳代(n= 

2,246,130)、表 6-1-1-6 に 60 歳以上 (n= 

1,005,675)を示した。年代間で平均値の違い

を見てみると、57 項目版仕事の負担（11 項

目）は、30歳代（28.38±5.22）と最も高く、

60 歳以上で（25.26±5.35）最も低かった。

心理的ストレス反応合計についても 30 歳代

（39.74±10.81）が最も高く 60歳以上（33.05

±9.08）で最も低かった。これら 2つの尺度

点数は、30 歳代に次いで 40 歳代で高く、ス

トレス要因とストレス反応が 30 歳代、40 歳

代で高いことが認められた。 

各年代の各下位尺度の値について、さらに

性別に算出し、表 6-1-2-1～表 6-1-2-12に示

した。各年代の中で尺度得点の平均値の性差

はあまり大きくなかった。仕事のストレス要

因の中で最も性差の大きかった下位尺度「仕

事の量的負担（量）」でも 30歳代の男女差が

0.59であった。ストレス反応の下位尺度でも

性差はあまり見られなかったが、「疲労感」

は他の尺度よりは性差がみられ 0.30～0.82

点の差があり、いずれの年代でも女性の点数

が高く、特に 60 歳以上で差が大きかった。

ストレス反応に影響を与える他の因子では、

「上司からのサポート」に 0.30 ～0.53点の

差があり、いずれの年代でも女性でサポート

が低かった。  

【BJSQの業種別の検討】 

BJSQ の業種別の各下位尺度の値について、

表 6-2-1-1 に農林水産業(n=17,169)、表

6-2-1-2に鉱業・採石・砂利採取業(n=8,401)、

表 6-2-1-3に建設業(n=710,269)、表 6-2-1-4

に製造業(n=2,706,304)、表 6-2-1-5に電気・

ガス・熱供給・水道業(n=154,157)、表 6-2-1-6

に情報通信業(n=788,871)、表 6-2-1-7 に運

輸・郵便業 (n=569,467)、表 6-2-1-8に卸売・

小売業(n=1,276,351)、表 6-2-1-9 に金融・

保険業(n= 842,516)、表 6-2-1-10に不動産・

物品賃貸業(n=178,420)、表 6-2-1-11 に教

育・学習支援業 (n=295,722)、表 6-2-1-12

に医療・福祉業 (n=1,128,85)、表 6-2-1-13

にサービス業 (n=1,488,788)、表 6-2-1-14

に公務 (n=944,691)、表 6-2-1-15 にその他

(n=115,457) を示した。下位尺度の業種間で

の違いについては、例えば「仕事のコントロ

ール度」の平均が医療・福祉業で 7.38±1.94、

運輸・通信で 7.44±2.12 と低く、情報通信

業 8.12±1.95や金融・保険業 8.14±1.94で

高いなど、業種内容から了解可能な平均点の

違いが見られた。 

各業種の BJSQの各下位尺度の値について、

さらに性別に値を算出し、表 6-2-2-1～表

6-2-2-33に示した。各業種内での性差につい

ても、業種の内容から了解可能な差が見られ
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た。例えば、仕事のストレス要因で最も性差

が顕著だったのは建設業における「仕事の量

的負担」「質的負担」であり、それぞれ男性

が女性より 0.91 点、0.95 点高かった。建設

業の現場での監督業務や設計者には男性が

多く、その業務の負担の違いが反映されてい

たものと考えた。一方、公務の「仕事の量的

負担」「質的負担」の性差の点数はそれぞれ

0.15 点、0.29 点と小さく、女性が男性より

高かった。ストレス反応では、年代別検討の

際に認められたと同様、「疲労」得点の性差

が大きい業種があった。医療・福祉業で 0.71

点、教育・学習支援業で 0.62点、公務で 0.61

点など、いずれも女性は男性より疲労の平均

点が高かった。 

【NBJSQの年代別の検討】 

NBJSQ の年代別の各下位尺度の値について、

表 6-3-1-1 に 10歳代(n=5,100)、表 6-3-1-2

に 20 歳代(n=156,276)、表 6-3-1-3 に 30 歳

代 (n=199,048)、表 6-3-1-4 に 40 歳代

(n=260,660)、表 6-3-1-5 に 50 歳代(n= 

226,826)、表 6-3-1-6 に 60 歳以上 (n= 

89,663)を示した。NBJSQ の平均値は、「仕事

の負担」は 30 歳代で最も低く（ストレス要

因が高く）、「仕事の資源（作業レベル）」は

20歳代で最も低く（資源が少なく）、「仕事の

資源（部署レベル）」は 50歳代で最も低く（資

源が少なく）、「アウトカム（心理的ストレス

反応）」は 30歳代で最も低い（ストレス反応

が高い）結果で、年代間差は尺度によって異

なった。 

各年代の各下位尺度の値について、さらに

性別に算出し、表 6-3-2-1～表 6-3-2-12に示

した。「仕事の負担」の平均点は 10歳代～40

歳代で男性が女性より低かったが、その差が

最も大きかった 30歳代でも 0.15点と僅かで

あった。「アウトカム（心理的ストレス反応）」

の性差も最も大きい年代の 60 歳代でも 0.12

と僅かだった。 

【NBJSQの業種別の検討】 

NBJSQ の業種別の各下位尺度の値について、

表 6-4-1-1に農林水産業(n=705)、表 6-4-1-2

に建設業(n=140,728)、表 6-4-1-3 に製造業

(n= 376,553)、表 6-2-1-4に電気・ガス・熱

供給・水道業(n= 301,66)、表 6-2-1-5 に情

報通信業(n= 181,178)、表 6-2-1-6に運輸・

郵便業(n= 50,004)、表 6-2-1-7 に卸売・小

売業(n=211,214)、表 6-2-1-8 に金融・保険
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た。例えば、仕事のストレス要因で最も性差

が顕著だったのは建設業における「仕事の量

的負担」「質的負担」であり、それぞれ男性

が女性より 0.91 点、0.95 点高かった。建設

業の現場での監督業務や設計者には男性が

多く、その業務の負担の違いが反映されてい

たものと考えた。一方、公務の「仕事の量的

負担」「質的負担」の性差の点数はそれぞれ

0.15 点、0.29 点と小さく、女性が男性より

高かった。ストレス反応では、年代別検討の

際に認められたと同様、「疲労」得点の性差

が大きい業種があった。医療・福祉業で 0.71

点、教育・学習支援業で 0.62点、公務で 0.61

点など、いずれも女性は男性より疲労の平均

点が高かった。 

【NBJSQの年代別の検討】 

NBJSQ の年代別の各下位尺度の値について、

表 6-3-1-1に 10歳代(n=5,100)、表 6-3-1-2

に 20 歳代(n=156,276)、表 6-3-1-3 に 30 歳

代 (n=199,048)、表 6-3-1-4 に 40 歳代

(n=260,660)、表 6-3-1-5 に 50 歳代(n= 

226,826)、表 6-3-1-6 に 60 歳以上 (n= 

89,663)を示した。NBJSQ の平均値は、「仕事

の負担」は 30 歳代で最も低く（ストレス要

因が高く）、「仕事の資源（作業レベル）」は

20歳代で最も低く（資源が少なく）、「仕事の

資源（部署レベル）」は 50歳代で最も低く（資

源が少なく）、「アウトカム（心理的ストレス

反応）」は 30歳代で最も低い（ストレス反応

が高い）結果で、年代間差は尺度によって異

なった。 

各年代の各下位尺度の値について、さらに

性別に算出し、表 6-3-2-1～表 6-3-2-12に示

した。「仕事の負担」の平均点は 10歳代～40

歳代で男性が女性より低かったが、その差が

最も大きかった 30歳代でも 0.15点と僅かで

あった。「アウトカム（心理的ストレス反応）」

の性差も最も大きい年代の 60 歳代でも 0.12

と僅かだった。 

【NBJSQの業種別の検討】 

NBJSQ の業種別の各下位尺度の値について、

表 6-4-1-1に農林水産業(n=705)、表 6-4-1-2

に建設業(n=140,728)、表 6-4-1-3 に製造業

(n= 376,553)、表 6-2-1-4に電気・ガス・熱

供給・水道業(n= 301,66)、表 6-2-1-5 に情

報通信業(n= 181,178)、表 6-2-1-6に運輸・

郵便業(n= 50,004)、表 6-2-1-7 に卸売・小

売業(n=211,214)、表 6-2-1-8 に金融・保険

業(n= 86,253)、表 6-2-1-9 に不動産・物品

賃貸業(n= 46,901)、表 6-2-1-10に教育・学

習支援業 (n= 27,069)、表 6-2-1-11に医療・

福祉業 (n=103,302)、表 6-2-1-12 にサービ

ス業 (n=188,980)、表 6-2-1-13 に公務 (n= 

126,621)、表 6-2-1-14 にその他(n=29,836)

を示した。鉱業・採石・砂利採取業について

は NBJSQのデータは得られなかった。下位尺

度の業種間での違いについては、例えば最も

人数の多い製造業と比較した場合、仕事の負

担に関する尺度では、運輸・郵便業で「自覚

的な身体的負担度」「職場環境によるストレ

ス」が不良、教育・学習支援業と医療・福祉

業の「心理的な仕事の負担（質）」「自覚的な

身体的負担度」「情緒的負担」が不良といっ

た違いがあった。情報通信業と金融・福祉業

は、「仕事の資源（事業場レベル）」が製造業

と比較した場合に良好であった。 

各業種の NBJSQの各下位尺度の値について、

さらに性別に値を算出し、表 6-4-2-1～表

6-4-2-31に示した。仕事の負担の下位尺度で

は「自覚的な身体的負担度」については性差

が運輸・郵便業で最も大きく（0.94点、男性

で負担が大きい）、卸売り・小売り業で最も

小さかった（0.05点、男性で負担が大きい）

が、他の下位尺度の性差は 0.2点未満が多か

った。仕事の資源（作業レベル）の「仕事の

コントロール」「働きがい（仕事の意義）」「成

長の機会」、仕事の資源（部署レベル）の「安

定報酬」「上司のリーダーシップ」の性差が

金融・保険業で比較的大きかったが、他の業

種での性差は小さかった。ストレス反応に関

しては、業種に特徴的な所見は見られなかっ

た。 

【年代別および業種別の高ストレス者割合】  

 厚生労働省「労働安全衛生法に基づくスト

レスチェック制度実施マニュアル」1）に準じ

て、57項目と 23項目のそれぞれ 2つの方法

で高ストレス者割合を算出し、年代別を表

6-5-1 に、業種別を表 6-5-2 に示した。年代

別の高ストレス者割合では、いずれの方法で

も 30 歳代で高ストレス者割合が高く、60 歳

代で低かった。業種別の高ストレス者割合で

は、例えば 57 項目版その１（合計点法）に

よる場合、10.7％から 16.9％まで 6.2％の差

があった。 

 

Ｄ.考察 
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 多機関の協力によりストレスチェックで

用いられた BJSQのべ約 1200万人、NBJSQの

べ約 160万人の大規模なデータベースが作成

でき、年代別、業種別の検討をすることがで

きた。今後のストレスチェック制度において、

今回まとめた年代、業種の標準値を参考にし、

ストレス反応やストレスの負荷の大きい要

因に着目したり、仕事の資源の多寡を認識す

ることで、メンタルヘルス対策、事業場の強

みをよりのばすような取り組みが進むこと

が期待される。 

高ストレス者割合については、全国労働衛

生団体連合会が、全衛連ストレスチェックサ

ービス実施結果報告書の中で毎年公表して

いる。全衛連のサービスでは 57 項目版のそ

の２（粗点換算法）による高ストレス者割合

が報告されているが、直近の報告書の結果 2）

と比較したところ、年代は 30 歳代、業種は

製造業で最も高ストレス者割合が高い結果

は同様であった。当研究報告では、57項目版

と 23 項目版について 2 つの方法で高ストレ

ス者割合を算出しており、今後、ストレスチ

ェックを行う多くの事業場で参考となるも

のと思われた。ただし本報告では事業場規模

別の分析はできておらず、今後ストレスチェ

ックが義務化の方向となった 50 人未満の小

規模事業場についての、現状の高ストレス者

割合は示すことができていない。 

 

E. 結論 

2015～2023 年に検査された 12,154,418 人分

のBJSQデータおよび1,637,642人分のNBJSQ

データを用いて、年代別、業種別の標準値と

高ストレス者割合を示した。今後のストレス

チェック制度において、ストレス反応やスト

レスの負荷の大きい要因に着目したり、仕事

の資源の多寡を認識することで、メンタルヘ

ルス対策や事業場の強みをよりのばすよう

な取り組みが進むことが期待される。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 
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のBJSQデータおよび1,637,642人分のNBJSQ

データを用いて、年代別、業種別の標準値と

高ストレス者割合を示した。今後のストレス

チェック制度において、ストレス反応やスト
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Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 

 

I. 参考文献 

１． 労働安全衛生法に基づくストレスチェ

ック制度実施マニュアル 令和3年2月

改訂版 厚生労働省労働基準局安全衛

生部、労働衛生課産業保健支援室 

https://www.mhlw.go.jp/content/0005

33925.pdf（令和7年2月19日アクセス） 

２． 令和5年全衛連ストレスチェックサービ

ス実施結果報告書 令和6年6月 公益

社団法人全国労働衛生団体連合会メン

タルヘルス専門委員会 

https://www.zeneiren.or.jp/cgi-bin/

pdfdata/20240919152824.pdf（令和 7年

2月 21日アクセス） 

 

J.協力事業者一覧（五十音順） 

貴重なデータの提供にご協力くださった

以下の各社各機関に謝意を表します。 

医療法人北斗会 宇都宮東病院 

ウェルリンク株式会社 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメン

ト 

株式会社ジャパンイーエーピーシステムズ 

株式会社セーフティネット 

株式会社フィスメック 

公益財団法人パブリックヘルスリサーチセ

ンター 

タック株式会社 

中央労働災害防止協会 

ピースマインドイープ株式会社 

富士通株式会社 
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令和 6年度厚生労働省労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

職種別・職階別解析結果 

 

分担研究者 島津明人（慶應義塾大学総合政策学部・教授） 

 

研究要旨： 

本分担研究では、企業の委託を受けてストレスチェックを実施している団体等からス

トレスチェック検査データの提供を受け、職業性ストレス簡易調査票の下位尺度および

対策領域別得点について、職種別および職階別の標準値を提案することを目的とした。 

2015 年度から 2023 年度に実施されたストレスチェックのデータを用いて、職業性ス

トレス簡易調査票 57 項目版 10,830,057件、80 項目版 1,637,642件の各下位尺度得点お

よび対策領域別得点について、職種別および職階別の標準値を求めた。 

どの属性についても十分な人数で解析できたことから、職種別および職階別ともに安

定した標準値を提案することができたと考えられる。 

80 項目版を含む職業性ストレス簡易調査票の新しい標準値が、職種別および職階別に

提案されることで、集団分析や職場環境改善を職種や職階の特徴に応じて、より具体的に

進めることが可能になると考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、企業の委託を受けてス

トレスチェックを実施している団体等から

ストレスチェック検査データの提供を受け、

職業性ストレス簡易調査票の下位尺度およ

び対策領域別得点について、職種別および

職階別の標準値を提案することを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

 2024 年 2月～6月に、事業場からストレ

スチェックを受託している団体等全 11 機

関から、2015～2023年度に実施されたスト

レスチェックにおける職業性ストレス簡易

調査票 57項目版および 80項目版について、

個票データのべ 11,488,282人、集計データ

のべ 2,647,627 人の提供を受けた。本研究

では、属性別データベースのうち、個票デー

タが使用でき回答欠損のないもの（57項目

版 10,830,057 件 お よ び 80 項 目 版

1,637,642件）を解析対象とした。 

職種別の回答件数（57項目版／80項目版）

は、事務職 214,124件／83,185件，営業・

販売・接客職 74,649件／1,141件、専門・

技術・研究職 172,239件／4,386件、製造・

運輸・通信・生産サービス 83,270件／5,114

件、情報なし（その他含む）10,285,775件

／1,543,816件であった。職階別の回答件数
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提案されることで、集団分析や職場環境改善を職種や職階の特徴に応じて、より具体的に

進めることが可能になると考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、企業の委託を受けてス

トレスチェックを実施している団体等から

ストレスチェック検査データの提供を受け、

職業性ストレス簡易調査票の下位尺度およ

び対策領域別得点について、職種別および

職階別の標準値を提案することを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

 2024 年 2月～6月に、事業場からストレ

スチェックを受託している団体等全 11 機

関から、2015～2023年度に実施されたスト

レスチェックにおける職業性ストレス簡易

調査票 57項目版および 80項目版について、

個票データのべ 11,488,282人、集計データ

のべ 2,647,627 人の提供を受けた。本研究

では、属性別データベースのうち、個票デー

タが使用でき回答欠損のないもの（57項目

版 10,830,057 件 お よ び 80 項 目 版

1,637,642件）を解析対象とした。 

職種別の回答件数（57項目版／80項目版）

は、事務職 214,124件／83,185件，営業・

販売・接客職 74,649件／1,141件、専門・

技術・研究職 172,239件／4,386件、製造・

運輸・通信・生産サービス 83,270件／5,114

件、情報なし（その他含む）10,285,775件

／1,543,816件であった。職階別の回答件数

 

  

は、経営者・役員 16,914件／1,705件、管

理職（部長・課長）487,568件／76,336件、

主任・一般職 1,870,089件／257,592件、情

報なし（その他含む） 8,455,486 件／

1,302,009件であった。 

職業性ストレス簡易調査票の各下位尺度

の得点は、「労働安全衛生法に基づくストレ

スチェック制度実施マニュアル」に掲載さ

れている素点換算表に基づき、各項目の得

点を単純加算あるいは得点を逆転させた上

で加算し（各下位尺度の得点範囲は、当該尺

度を構成する項目数によって異なる）、合計

得点が高いほど当該指標の程度が大きいと

解釈するように算出した。 

ストレスチェックで「高ストレス者」を選

定する際に使用される評価基準（心身のス

トレス反応、仕事のストレス要因＋周囲の

サポート）についても、同マニュアルに掲載

されている算出方法に基づき、「評価基準の

例（その 1）」（各下位尺度の得点を合計する

方法）については、得点が高いほどストレス

が高い、「評価基準の例（その 2）」（素点換

算表によって各下位尺度の得点を 5 段階評

価に換算した値を合計する方法）について

は、得点が低いほどストレスが高いと解釈

するよう、各下位尺度の得点の方向性を揃

えた上で合計得点を算出した。 

新職業性ストレス簡易調査票の各下位尺

度の得点は、2009（平成 21）年度～2011（平

成 23）年度厚生労働省厚生労働科学研究費

補助金（労働安全衛生総合研究事業）「労働

者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸

透手法に関する調査研究」（研究代表者：川

上憲人）の報告書に掲載されている算出方

法に基づき、各項目の得点を単純加算ある

いは得点を逆転させた上で加算したものを

項目数で除し、合計得点が高いほど当該指

標が望ましい状態にあると解釈するように

算出した。 

 

（倫理面への配慮） 

いずれの調査も、北里大学医学部・病院倫

理委員会、東京医科大学倫理審査委員会、慶

應義塾大学総合政策学部環境情報学部政

策・メディア研究科研究倫理委員会、東京大

学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会

および産業医科大学倫理委員会といった関

係諸機関の倫理委員会の承認を得て実施し

た。 

 

Ｃ．結果 

1. 職種別の結果 

 職種別の 57項目版の結果を、表 7-1-1（事

務職）、表 7-1-2（営業・販売・接客職）、表

7-1-3（専門・技術・研究職）、表 7-1-4（製

造・運輸・通信・生産サービス）、表 7-1-5

（情報なし（その他含む））に示した。また、

職種別の 80項目版の結果を、表 7-2-1（事

務職）、表 7-2-2（営業・販売・接客職）、表

7-2-3（専門・技術・研究職）、表 7-2-4（製

造・運輸・通信・生産サービス）、表 7-2-5

（情報なし（その他含む））に示した。 

職種間で平均値を比較した結果、専門・技

術・研究職は、仕事の資源、ストレス反応、

仕事や生活の満足度が良好だった。製造・運

輸・通信・生産サービス職は、ストレス反応
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が最も不良だった。 

 

2. 職階別の結果 

 職階別の 57項目版の結果を、表 7-3-1（経

営者・役員）、表 7-3-2（管理職（部長・課

長））、表 7-3-3（主任・一般職）、表 7-3-4

（情報なし（その他含む））に示した。また、

職階別の 80項目版の結果を、表 7-4-1（経

営者・役員）、表 7-4-2（管理職（部長・課

長））、表 7-4-3（主任・一般職）、表 7-4-4

（情報なし（その他含む））に示した。 

職階間で平均値を比較した結果、経営者・

役員において、仕事の負担、仕事の資源、心

理的ストレス反応、ワーク・エンゲイジメン

トのいずれも最も良好であり、主任・一般職

が最も不良であった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、企業の委託を受けてストレ

スチェックを実施している団体等からスト

レスチェック検査データの提供を受け、職

業性ストレス簡易調査票の下位尺度および

対策領域別得点について、職種別および職

階別の標準値を求めた。属性別データベー

スのうち、個票データが使用でき回答欠損

のないもの（57 項目版 10,830,057 件およ

び 80 項目版 1,637,642件）を解析した。ど

の属性についても十分な人数で解析できた

ことから、職種別および職階別ともに安定

した標準値を提案することができたと考え

られる。 

 解析では、57 項目版と 80 項目版の 2 種

類の調査票について検討を行ったが、いず

れの属性においても、2種類の調査票間で相

反する結果はなく、類似した傾向が認めら

れた。 

80項目版を含む職業性ストレス簡易調査

票の新しい標準値が、職種別および職階別

に提案されることで、集団分析や職場環境

改善を職種や職階の特徴に応じて、より具

体的に進めることが可能になると考えられ

る。 

 

Ｅ．結論 

 2015 年度から 2023 年度に実施されたス

トレスチェックのデータを用いて、職業性

ストレス簡易調査票 57 項目版 10,830,057

件、80 項目版 1,637,642件の各下位尺度得

点および対策領域別得点について、職種別

および職階別の標準値を提案した。 

80項目版を含む職業性ストレス簡易調査

票の新しい標準値が、職種別および職階別

に提案されることで、集団分析や職場環境

改善を職種や職階の特徴に応じて、より具

体的に進めることが可能になると考えられ

る。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

該当せず。 
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が最も不良だった。 

 

2. 職階別の結果 

 職階別の 57項目版の結果を、表 7-3-1（経

営者・役員）、表 7-3-2（管理職（部長・課

長））、表 7-3-3（主任・一般職）、表 7-3-4

（情報なし（その他含む））に示した。また、

職階別の 80項目版の結果を、表 7-4-1（経

営者・役員）、表 7-4-2（管理職（部長・課

長））、表 7-4-3（主任・一般職）、表 7-4-4

（情報なし（その他含む））に示した。 

職階間で平均値を比較した結果、経営者・

役員において、仕事の負担、仕事の資源、心

理的ストレス反応、ワーク・エンゲイジメン

トのいずれも最も良好であり、主任・一般職

が最も不良であった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、企業の委託を受けてストレ

スチェックを実施している団体等からスト

レスチェック検査データの提供を受け、職

業性ストレス簡易調査票の下位尺度および

対策領域別得点について、職種別および職

階別の標準値を求めた。属性別データベー

スのうち、個票データが使用でき回答欠損

のないもの（57 項目版 10,830,057 件およ

び 80 項目版 1,637,642件）を解析した。ど

の属性についても十分な人数で解析できた

ことから、職種別および職階別ともに安定

した標準値を提案することができたと考え

られる。 

 解析では、57 項目版と 80 項目版の 2 種

類の調査票について検討を行ったが、いず

れの属性においても、2種類の調査票間で相

反する結果はなく、類似した傾向が認めら

れた。 

80項目版を含む職業性ストレス簡易調査

票の新しい標準値が、職種別および職階別

に提案されることで、集団分析や職場環境

改善を職種や職階の特徴に応じて、より具

体的に進めることが可能になると考えられ

る。 

 

Ｅ．結論 

 2015 年度から 2023 年度に実施されたス

トレスチェックのデータを用いて、職業性

ストレス簡易調査票 57 項目版 10,830,057

件、80 項目版 1,637,642件の各下位尺度得

点および対策領域別得点について、職種別

および職階別の標準値を提案した。 

80項目版を含む職業性ストレス簡易調査

票の新しい標準値が、職種別および職階別

に提案されることで、集団分析や職場環境

改善を職種や職階の特徴に応じて、より具

体的に進めることが可能になると考えられ

る。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

該当せず。 

 

  

 

Ｈ．文献 

1) 堤明純. ストレスチェック制度のこれ

までと実情・課題. 安全と健康.2023; 

24(9): 17-20. 

 

I 協力事業者一覧（五十音順） 

貴重なデータの提供にご協力をいただい

ている各社に謝意を表します。 

医療法人北斗会 宇都宮東病院 

ウェルリンク株式会社 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメ

ント 

株式会社ジャパンイーエーピーシステム

ズ 

株式会社セーフティネット 

株式会社フィスメック 

公益財団法人パブリックヘルスリサーチ

センター  

タック株式会社 

中央災害防止協会 

ピースマインド株式会社 

富士通株式会社 
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令和 6年度厚生労働省労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

雇用形態別・労働時間別解析結果 

 

研究分担者 川上憲人 東京大学大学院医学系研究科デジタルメンタルヘルス講座 

特任教授 

研究協力者 飯田真子 東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・特任助教 

 

研究要旨 

本分担研究では、協力事業者・企業から収集された職業性ストレス簡易調査票（57 項目）・

新職業性ストレス簡易調査票(80 項目)の属性別データベースのうち、個票が使用できる

ものを解析し（11,488,282 人）、職業性ストレス簡易調査票（57項目）・新職業性ストレ

ス簡易調査票(80 項目)の尺度の平均値および標準偏差を、雇用形態および労働時間別に

集計した。これらの数値は、雇用形態別、労働時間別の全国標準値としてストレスチェッ

クの雇用形態別の集団分析の評価などに使えると思われる。 

Ａ．研究目的 

 属性別データベース（個票）を解析し、雇

用形態および月労働時間別の職業性ストレ

ス簡易調査票、新職業性ストレス簡易調査

票の各尺度の平均値、標準偏差を計算する。 

 

Ｂ．研究方法 

協力事業者・企業から収集された職業性

ストレス簡易調査票（57項目）・新職業性ス

トレス簡易調査票(80項目)の属性別データ

ベースのうち、個票が使用できるものを解

析した（11,488,282人）。各事業者から提供

可能な回答者の属性について情報を収集し

た。本研究での属性変数は以下の通り。 

１．雇用形態 

1=正社員、2=契約社員/嘱託社員、3=パー

ト/アルバイト、4=派遣社員。その他（情報

なし、契約/パート (一協力事業者のみ)）

は解析しなかった。 

２．月労働時間 

1=45 時間以下、2=40 超～60 時間以下、

3=60超～80時間以下、4=80 超～100時間以

下、5=100時間超。情報なしは解析しなかっ

た。1=45 時間以下と 2=40 超～60 時間以下

のカテゴリは一部重複しているが、協力事

業者の属性情報が同一でなく、やむを得ず

この区分としている。 

研究倫理審査は、北里大学医学部におい

て多機関共同研究として一括承認を受けた

（実施計画番号 B23-052、研究課題名「職業

性ストレス簡易調査票の新しい基準値につ

いての研究」）。東京大学大学院医学系研究

科では、北里大学医学部に書面で倫理審査

依頼を行い、学内研究登録を行った。 
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令和 6年度厚生労働省労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

雇用形態別・労働時間別解析結果 

 

研究分担者 川上憲人 東京大学大学院医学系研究科デジタルメンタルヘルス講座 

特任教授 

研究協力者 飯田真子 東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・特任助教 

 

研究要旨 

本分担研究では、協力事業者・企業から収集された職業性ストレス簡易調査票（57項目）・

新職業性ストレス簡易調査票(80 項目)の属性別データベースのうち、個票が使用できる

ものを解析し（11,488,282 人）、職業性ストレス簡易調査票（57項目）・新職業性ストレ

ス簡易調査票(80 項目)の尺度の平均値および標準偏差を、雇用形態および労働時間別に

集計した。これらの数値は、雇用形態別、労働時間別の全国標準値としてストレスチェッ

クの雇用形態別の集団分析の評価などに使えると思われる。 

Ａ．研究目的 

 属性別データベース（個票）を解析し、雇

用形態および月労働時間別の職業性ストレ

ス簡易調査票、新職業性ストレス簡易調査

票の各尺度の平均値、標準偏差を計算する。 

 

Ｂ．研究方法 

協力事業者・企業から収集された職業性

ストレス簡易調査票（57項目）・新職業性ス

トレス簡易調査票(80項目)の属性別データ

ベースのうち、個票が使用できるものを解

析した（11,488,282人）。各事業者から提供

可能な回答者の属性について情報を収集し

た。本研究での属性変数は以下の通り。 

１．雇用形態 

1=正社員、2=契約社員/嘱託社員、3=パー

ト/アルバイト、4=派遣社員。その他（情報

なし、契約/パート (一協力事業者のみ)）

は解析しなかった。 

２．月労働時間 

1=45 時間以下、2=40 超～60 時間以下、

3=60超～80時間以下、4=80 超～100時間以

下、5=100時間超。情報なしは解析しなかっ

た。1=45 時間以下と 2=40 超～60 時間以下

のカテゴリは一部重複しているが、協力事

業者の属性情報が同一でなく、やむを得ず

この区分としている。 

研究倫理審査は、北里大学医学部におい

て多機関共同研究として一括承認を受けた

（実施計画番号 B23-052、研究課題名「職業

性ストレス簡易調査票の新しい基準値につ

いての研究」）。東京大学大学院医学系研究

科では、北里大学医学部に書面で倫理審査

依頼を行い、学内研究登録を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

結果は表８－１－１から表８－４－５ま

でにまとめた。 

雇用形態では、正社員にくらべ契約社員/

嘱託社員、パート/アルバイト、派遣社員で

は仕事の負担は一般的に良好だが、仕事の

コントロール、技能の活用などの仕事の資

源（作業レベル）、上司のサポート、経済地

位報酬、安定報酬などの仕事の資源（部署レ

ベル）に課題があった。派遣社員ではハラス

メントも課題があった。 

長時間労働者では、ほぼすべての種類の

仕事の負担とアウトカム（心理的ストレス

反応）が課題であった。月労働時間 100 時

間超えでは家族・友人からのサポート、経

済・地位報酬などの仕事の資源（部署レベ

ル）、経営層との信頼関係、公正な人事評価、

キャリア形成、ワーク・セルフ・バランス

（ポジティブ）などの仕事の資源（事業場レ

ベル）にも課題があった。 

 

Ｄ．考察 

雇用形態別の職業性ストレス簡易調査票、

新職業性ストレス簡易調査票の各尺度の平

均値を求めた。この数値は、雇用形態別の全

国標準値として。ストレスチェックの雇用

形態別の集団分析の評価などに使えると思

われる。 

週労働時間別の職業性ストレス簡易調査

票、新職業性ストレス簡易調査票の各尺度

の平均値も求めた。一般には労働時間別の

ストレスチェックの集団分析を行うことは

考えにくいが、集団分析を解釈する際に、こ

れらの数値は参考値として活用できると思

われる。 

協力事業者から提供された多数のストレ

スチェックデータが利用でき、どの群も十

分な人数で解析ができたことから、本報告

の平均値と標準偏差は比較的安定した推計

になっていると考えられる。しかし一方で、

雇用形態や労働時間の属性が入手できた協

力事業者は一部であり、事業所規模、業種、

地域などに偏りがある可能性がある点には

注意しておく必要がある。 

データ提供を通じて研究に貢献いただい

た協力事業者（巻末リスト）に深くお礼申し

上げます。 

 

Ｅ．結論 

本分担研究では、協力事業者・企業から収

集された職業性ストレス簡易調査票（57項

目）・新職業性ストレス簡易調査票(80項目)

の尺度の平均値および標準偏差を、雇用形

態および労働時間別に集計した。これらの

数値は、雇用形態別、労働時間別の全国標準

値としてストレスチェックの雇用形態別の

集団分析の評価などに使えると思われる。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 該当なし。 

 

2.  学会発表 
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 該当なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

 該当なし。 

 

2. 実用新案登録 

 該当なし。 

 

3.その他 

 該当なし。 

 

I. 協力事業者一覧（五十音順） 

医療法人北斗会 宇都宮東病院 

ウェルリンク株式会社 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメ

ント 

株式会社ジャパンイーエーピーシステム

ズ 

株式会社セーフティネット 

株式会社フィスメック 

公益財団法人パブリックヘルスリサーチ

センター  

タック株式会社 

中央災害防止協会 

ピースマインド株式会社 

富士通株式会社 
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 該当なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

 該当なし。 

 

2. 実用新案登録 

 該当なし。 

 

3.その他 

 該当なし。 

 

I. 協力事業者一覧（五十音順） 

医療法人北斗会 宇都宮東病院 

ウェルリンク株式会社 

株式会社アドバンテッジリスクマネジメ

ント 

株式会社ジャパンイーエーピーシステム

ズ 

株式会社セーフティネット 

株式会社フィスメック 

公益財団法人パブリックヘルスリサーチ

センター  

タック株式会社 

中央災害防止協会 

ピースマインド株式会社 

富士通株式会社 

 

令和６年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

テレワークに従事する労働者の解析結果 

 

研究代表者 堤  明純 北里大学医学部公衆衛生学 教授 

研究分担者  渡辺 和広 北里大学医学部公衆衛生学 講師 

 松崎 慶一 北里大学医学部公衆衛生学 講師 

研究協力者  関根 康寛 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

菊池 尚樹 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

 

研究要旨  

本研究では、厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金「職業性ストレス簡易調査票に

関する新しい基準値の提案」において、新しい働き方であるテレワークの標準値を算出す

ることを目的とした。 

インターネット調査会社に登録されているパネルモニター約 220 万人の中から、現在、

就業している、会社、団体、官公庁または自営業主や個人家庭に雇われて給料・賃金を得

ている 18歳～64 歳までの労働者（役員を含む）を対象とした。抽出条件として、労働力調

査（基本統計 2022 年）の年齢構成比に準じて、男女比 1:1 を加えた。新しい働き方である

テレワークの特徴を捉えるため、調査対象の半数がテレワークを行っている労働者となる

ように設定した。 

調査は 2023 年 12 月に実施した調査で、計 2891 人から情報を得た。テレワークを行って

いる労働者 1294 人、テレワークを行っていない労働者 1597 人毎に、新旧職業性ストレス

簡易調査票の標準値を算出した。また、勤務形態別（仕事場が在宅のみ、在宅以外のサテ

ライトオフィス、在宅もサテライトオフィスも可）のグループに分けて、標準値を算出し

た。さらに、テレワークの頻度別（週１日、週 2-3 日、週４日以上）に分けて、標準値を

算出した。 

テレワークを行っている労働者は、同時に調査したテレワークを行っていない労働者

（1597 人）と比較して、身体的負担が低く、仕事のントロールが高いことが観察された。

厚労省が勧める基準で抽出した高ストレス者の割合は 16.6%でテレワークを行っていない

労働者より少なかった。勤務形態別に算出した標準値は、テレワークを行っている場所が、

在宅とサテライトオフィスに限定をされていない労働者で好ましい傾向が見られた。テレ
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ワークの頻度別の解析では、仕事の負担感が、週１日のテレワーク従事者で高い傾向が見

られたが、他の標準値について一貫した傾向はみられなかった。 

 
Ａ．研究目的 

2015（平成 27）年 12 月から、常時 50人

以上の労働者を使用する全ての事業場にお

いて「ストレスチェック制度」を実施する

ことが義務付けられ（労働安全衛生法第 66

条の 10）、1年以内ごとに 1回、仕事の量的

な負担や裁量権、上司や同僚の支援といっ

た職場環境を把握することになっている。

ストレスチェック制度では、「職業性ストレ

ス簡易調査票（Brief Job Stress Ques-

tionnaire; BJSQ）」が、労働者の心身の状

況を把握されるために汎用され、この調査

票を用いて作成される「仕事のストレス判

定図」が職場のメンタルヘルス対策に役立

てられている(1)。 

職業性ストレス簡易調査票および仕事の

ストレス判定図は、平成７～11 年度労働省

「作業関連疾患の予防に関する研究班―ス

トレス測定グループ」により開発されたが、

働き方が大きく変化しており、職場におけ

るメンタルヘルス対策も進んでいる中、調

査票の標準値の見直し、仕事のストレス判

定図を作図するための係数の見直し、新し

く使われ始めている 80 項目版調査票（New 

Brief Job Stress Questionnaire; NBJSQ）

を用いて集団分析を行うための判断基準が

求められている。 

本研究では、厚生労働省 労災疾病臨床研

究事業費補助金「職業性ストレス簡易調査

票に関する新しい基準値の提案」において、

新しい働き方であるテレワークに従事して

いる労働者について、新旧職業性ストレス

簡易調査票の標準値を推定することを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

インターネット調査会社に登録されてい

るパネルモニター約 220 万人の中から、メ

ールやホームページ上の広告等を通じて研

究参加の呼びかけを行い、参加に同意した

者に質問票へ回答いただいた。 

調査対象は、現在、就業している、会社、

団体、官公庁または自営業主や個人家庭に

雇われて給料・賃金を得ている労働者（役

員を含む）で、年齢は 18 歳～64 歳までと

した。 

さらに、抽出条件として、労働力調査（基

本統計 2022 年）の年齢構成比（年代

18-24:25-34:35-44:45-54:55-64=1:2:2.5:

3:2.5）に準じて、男女比 1:1 を加えた。

新しい働き方であるテレワークの特徴を捉

えるため、調査対象の半数がテレワークを

行っている労働者となるように設定した。

すなわち、テレワークをしている労働者の
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本研究では、厚生労働省 労災疾病臨床研

究事業費補助金「職業性ストレス簡易調査

票に関する新しい基準値の提案」において、

新しい働き方であるテレワークに従事して

いる労働者について、新旧職業性ストレス

簡易調査票の標準値を推定することを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

インターネット調査会社に登録されてい

るパネルモニター約 220 万人の中から、メ

ールやホームページ上の広告等を通じて研

究参加の呼びかけを行い、参加に同意した

者に質問票へ回答いただいた。 

調査対象は、現在、就業している、会社、

団体、官公庁または自営業主や個人家庭に

雇われて給料・賃金を得ている労働者（役

員を含む）で、年齢は 18 歳～64 歳までと

した。 

さらに、抽出条件として、労働力調査（基

本統計 2022 年）の年齢構成比（年代

18-24:25-34:35-44:45-54:55-64=1:2:2.5:

3:2.5）に準じて、男女比 1:1 を加えた。

新しい働き方であるテレワークの特徴を捉

えるため、調査対象の半数がテレワークを

行っている労働者となるように設定した。

すなわち、テレワークをしている労働者の

比率は、オーバーサンプリングとなるもの

であった。 

テレワークを行っている労働者、テレワ

ークを行っていない労働者毎に、新旧職業

性ストレス簡易調査票の標準値を算出した。

また、テレワークを行っている者のうち、

仕事場が在宅のみ、在宅以外のサテライト

オフィス、在宅もサテライトオフィスも可

なグループに分けて、標準値を算出した。

さらに、テレワークを行っている頻度で、

週１日、週 2-3 日、週４日以上に分けて、

標準値を算出した。 

標準値の算出方法は、はじめに BJSQの各

下位尺度の平均値、標準偏差、最小値、最

大値、四分位を求めた。57 項目版のほか、

23項目版のみで使用される下位尺度（抑う

つ感（3項目）、食思不振、不眠）について

も算出した。また Job Demand Resource モ

デルと「健康いきいき職場モデル」を参考

に NBJSQに新たに導入された「仕事の資源」

を BJSQの 57項目版と 23項目版に適用し算

出した。具体的には、「57 項目版仕事の資

源（作業レベル）」＝仕事のコントロール度

＋技能の活用度＋仕事の適性度＋働きが

い）、「57 項目版仕事の資源 (部署レベル)」

＝上司からのサポート＋同僚からのサポー

ト＋家族・友人からのサポート、「23 項目

版仕事の資源 (部署レベル)」＝上司からの

サポート＋同僚からのサポート、で算出し

た。 

また、厚生労働省「労働安全衛生法に基

づくストレスチェック制度実施マニュア

ル」(2)における評価基準の例(その１)によ

るストレス判定で用いられる「心身のスト

レス反応」「仕事のストレス要因＋サポー

ト」の得点について、57 項目版と 23 項目

版のそれぞれで算出した。 

NBJSQ についても、平均値、標準偏差、

最小値、最大値、四分位について、80項目

の各下位尺度（項目）と「健康いきいき職

場モデル」に準じた統合的尺度である「仕

事の負担」「仕事の資源（作業レベル）」「仕

事の資源（部署レベル）」「仕事の資源（事

業場レベル）」「アウトカム（心理的ストレ

ス反応）」について算出した。なお「仕事の

資源（部署レベル）」は、調査票開発時に提

案された算出方法では「家族・友人からの

サポート」を含まないが、近年、家族や友

人を含めた職場の交流やワークライフバラ

ンスの重要性が高まっており、今後、「家

族・友人からのサポート」を考慮した得点

が意味を持つ可能性を考慮し、当該項目を

含めない・含める 2つの方法で算出した。 

さらに厚生労働省「労働安全衛生法に基

づくストレスチェック制度実施マニュア

ル」(2)に準じて、高ストレス者割合（％）

を、合計点を用いる方法を用いて算出した。 

 

Ｃ．研究結果 

調査は 2023年 12月に実施した。計 2891
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人が参加した。 

抽出条件に沿った集計を表 9-1 に示す。

18歳～24歳の男性労働者、テレワークをし

ている 18 歳～24 歳の女性労働者が目標サ

ンプル数に届かなかった。 

表 9-2 に、職種、業種、雇用形態、労働

時間を含む基本属性を、対象者全体とテレ

ワークを行っている労働者、テレワークを

行っていない労働者別に示す。 

参加者の属性は、職種別では事務職が多

く、業種別では第一次産業が少なかった。

また、非正規社員は３割未満であった。 

テレワークを行っている労働者は、そう

でない労働者に比べて、若干年齢が高かっ

た。職種別では、管理職の割合が高く技術

者、事務職の割合が多かった。サービス職

と生産技能職ははテレワークを行っている

労働者が少なかった。業種別では製造業、

情報通信業で、テレワークを行っている労

働者の割合がそうでない労働者に比して高

く、卸売業、小売業、教育、学習支援業、

医療、福祉では、逆の傾向であった。 

テレワークをしていない労働者の BJSQ57

項目・23項目版の集計を表 9-3に、テレワ

ークをしている労働者の BJSQ57 項目・23

項目版の集計を表 9-4 に示す。 

テレワーク従事の有無による BJSQ 項目

の比較では、テレワーク従事者は、そうで

ない労働者に比べて、身体的負担が少なく、

仕事のコントロールが高いことがうかがわ

れた。身体愁訴を含むストレス反応、仕事

のストレスに影響を与える他の要因（支援）

には大きな差は認められなかった。高スト

レス者の割合は、テレワークを行っている

労働者は、そうでない労働者に比べて 3%ほ

ど低い傾向があった。 

テレワークをしていない労働者の NBJSQ

の集計を表 9-5 に、テレワークをしている

労働者の NBJSQの集計を表 9-6に示す。 

BJSQ57項目・23項目版と同様に、身体的

な負担度と仕事のコントロールはテレワー

クを行っている者で好ましく、職場環境に

よるストレスも好ましい傾向が見られた。

部署レベル、事業場レベルの資源も好まし

い傾向が見られた。 

勤務形態別の集計を、テレワークを行っ

ている者のうち、仕事場が在宅のみ（BJSQ57

項目・23項目版; 表 9-7、NBJSQ; 表 9-8）、

在宅以外のサテライトオフィス（BJSQ57項

目・23 項目版; 表 9-9、NBJSQ; 表 9-10）、

在宅もサテライトオフィス等も可能なグル

ープ（BJSQ57 項目・23 項目版; 表 9-11、

NBJSQ; 表 9-12）に分けて、標準値を算出

した。 

身体的負担、職場環境のストレスは、勤

務場所が在宅以外のサテライトオフィスに

限られているテレワーク労働者で好ましく

なく仕事の負担が高い傾向がみられた。ま

た、身体愁訴を含むストレス反応が全般に

高い傾向も見られた。これらの得点が比較
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人が参加した。 

抽出条件に沿った集計を表 9-1 に示す。

18歳～24歳の男性労働者、テレワークをし

ている 18 歳～24 歳の女性労働者が目標サ

ンプル数に届かなかった。 

表 9-2 に、職種、業種、雇用形態、労働

時間を含む基本属性を、対象者全体とテレ

ワークを行っている労働者、テレワークを

行っていない労働者別に示す。 

参加者の属性は、職種別では事務職が多

く、業種別では第一次産業が少なかった。

また、非正規社員は３割未満であった。 

テレワークを行っている労働者は、そう

でない労働者に比べて、若干年齢が高かっ

た。職種別では、管理職の割合が高く技術

者、事務職の割合が多かった。サービス職

と生産技能職ははテレワークを行っている

労働者が少なかった。業種別では製造業、

情報通信業で、テレワークを行っている労

働者の割合がそうでない労働者に比して高

く、卸売業、小売業、教育、学習支援業、

医療、福祉では、逆の傾向であった。 

テレワークをしていない労働者の BJSQ57

項目・23項目版の集計を表 9-3に、テレワ

ークをしている労働者の BJSQ57 項目・23

項目版の集計を表 9-4に示す。 

テレワーク従事の有無による BJSQ 項目

の比較では、テレワーク従事者は、そうで

ない労働者に比べて、身体的負担が少なく、

仕事のコントロールが高いことがうかがわ

れた。身体愁訴を含むストレス反応、仕事

のストレスに影響を与える他の要因（支援）

には大きな差は認められなかった。高スト

レス者の割合は、テレワークを行っている

労働者は、そうでない労働者に比べて 3%ほ

ど低い傾向があった。 

テレワークをしていない労働者の NBJSQ

の集計を表 9-5 に、テレワークをしている

労働者の NBJSQの集計を表 9-6に示す。 

BJSQ57項目・23項目版と同様に、身体的

な負担度と仕事のコントロールはテレワー

クを行っている者で好ましく、職場環境に

よるストレスも好ましい傾向が見られた。

部署レベル、事業場レベルの資源も好まし

い傾向が見られた。 

勤務形態別の集計を、テレワークを行っ

ている者のうち、仕事場が在宅のみ（BJSQ57

項目・23項目版; 表 9-7、NBJSQ; 表 9-8）、

在宅以外のサテライトオフィス（BJSQ57項

目・23 項目版; 表 9-9、NBJSQ; 表 9-10）、

在宅もサテライトオフィス等も可能なグル

ープ（BJSQ57 項目・23 項目版; 表 9-11、

NBJSQ; 表 9-12）に分けて、標準値を算出

した。 

身体的負担、職場環境のストレスは、勤

務場所が在宅以外のサテライトオフィスに

限られているテレワーク労働者で好ましく

なく仕事の負担が高い傾向がみられた。ま

た、身体愁訴を含むストレス反応が全般に

高い傾向も見られた。これらの得点が比較

的好ましかったのは、在宅もサテライトオ

フィスも可能なグループであった。ストレ

ス反応に影響を与える他の因子（支援等）

に大きな差はみられなかった。 

高ストレス者の割合は、仕事場が在宅の

み、在宅もサテライトオフィスも可なグル

ープでは、テレワークを行っていない労働

者より低かったが、在宅以外のサテライト

オフィスでテレワークを行っている労働者

の高ストレス者の割合は 20%を超える高値

であった。 

新職業性ストレス簡易調査票の集計では、

在宅以外のサテライトオフィスのグループ

は、身体的負担度、職場環境によるストレ

スは好ましくなく、わずかではあるが仕事

レベル、部署レベルの資源スコアも低値で

あった。ワーク・セルフ・バランスは高値

で、在宅のみのテレワーク労働者で低値で

あった。 

テレワークの頻度別の集計を以下のよう

に示す。週１日（BJSQ57項目・23 項目版; 表

9-13、NBJSQ; 表 9-14）、週 2-3日（BJSQ57

項目・23項目版; 表 9-15、NBJSQ; 表 9-16）、

週４日以上（BJSQ57 項目・23 項目版; 表

9-17、NBJSQ; 表 9-18）。 

週１日のテレワーク労働者は、他の頻度

に比べて仕事の負担が高い傾向があった。

作業レベルの仕事の資源は、週４日以上の

テレワーク労働者で高い傾向があった。ス

トレス反応、ストレス反応与える他の因子

のレベルは、３つのグループで大きな差は

見られなかった。高ストレス者の割合は、

週 2-3 日テレワークを行っている労働者で

多い傾向があった。 

80項目版の集計では、仕事の負担とワー

ク・セルフ・バランスでが、週 4 日のテレ

ワーク労働者で好ましい傾向が見られた。

仕事の資源レベルは３つのグループで差は

なかった。安定報酬のレベルが週 1 日のグ

ループで高い傾向が見られた。 

 

Ｄ．考察 

参加者の属性は、職種別では事務職が多

く、業種別では第一次産業が少ないといっ

たインターネット調査への参加者の特性と

して矛盾しない状況がうかがわれた。また、

非正規社員はわが国の現状（37.2%; 総務省

の労働力調査（詳細集計）2023 年（令和 5

年）1～3月期平均の結果）より少なかった。 

若年でテレワークを行っている労働者が

アンダーサンプリングになったことを含め、

非現業職でテレワーク従事者が多いなど、

参加者の基本属性は、テレワークの業態を

よく表していた。テレワーク労働者におけ

る経済的報酬の高値は職階を反映したもの

とも思われた（テレワークを行っている者

に管理職・専門職が多い）。 

テレワーク従事の有無による BJSQ 項目

の比較では、身体的負担と仕事のコントロ

ールに、テレワーク従事者と非従事者間で
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想定されている差(3)が観察された。就業上

の支援を含むそのほかの項目には大きな差

は観察されなかったが、テレワーク従事者

は、テレワークを行っていない従事者に比

べて高ストレス者の割合が低かった。 

テレワークの勤務形態別にはいくつかの

特徴がみられた。 

身体的負担、職場環境のストレスは、勤

務場所が在宅以外のサテライトオフィスに

限られているテレワーク労働者で好ましく

ない傾向がみられた。ここに分類された労

働者は、サンプル数が少なく（139 人）、ま

た、一部の尺度で信頼性係数も低く（職場

の対人関係でのストレス；0.499）、評価を

慎重にする必要があるが、通勤の負担など

テレワークを行っていない労働者と共通す

る負担がある可能性も考えられた。 

在宅、サテライトオフィスの両者が可能

なテレワークを行っている労働者は、快適

な働く場所を選べる可能性もある。テレワ

ークおよび働く場所を労働者が選択できる

ことは、メンタルヘルス、仕事のパフォー

マンスに好影響を与えている。さらに、テ

レワークに対する主観的な適応度が高いと

パフォーマンス、心理的状況がよい。一方

で、選択ができないことはストレス増や満

足感の低下につながることが指摘されてい

る(4)。 

コロナウイルス感染症のために、わが国

でテレワークが一気に導入された時期には、

テレワークへの適応（高齢労働者、新卒・

中途採用者が難）、労働時間の増加（労務管

理の難や仕事と家庭生活の境界があいまい

になることによる）、家庭環境とのコンフリ

クト（家庭生活が仕事を妨げる可能性や、

人間工学的に良好な治具の不備など）がメ

ンタルヘルスに悪影響を与えうる要因とし

て挙げられていた(3)。感染症流行の落ち着

きとともに、テレワークの実施事業場も減

少したが、テレワークが可能な職場で、新

しい働き方として一定割合で定着をしてき

ており、テレワークの好ましい側面が表れ

ている可能性がある。 

テレワークの頻度別の解析では、仕事の

負担感が、週１日のテレワーク従事者で高

い傾向が見られたが、仕事のストレスにつ

いて一貫した傾向はみられなかった。安定

報酬のレベルが週 1 日のグループで高い傾

向が見られたが、週１日のグループで正規

労働者の割合が高いためと考えられた

（85.3%; 週 2-3 日：79.8%; 週 4 日以上：

75.8%, χ2=12.463, p=0.002）。 

 

Ｅ．結論 

インターネット調査に協力をいただいた

テレワークを行っている労働者 1294 人を

対象として職業性ストレス簡易調査票の標

準値を算出した。テレワークを行っている

労働者は、同時に調査したテレワークを行

っていない労働者（1597 人）と比較して、
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表 9-1. 対象者の概要（性、年代、制年代、割付別） 

    ｎ 

全体 2891 

性別 
男性 1391 

女性 1500 

年代 

18歳～24歳 163 

25歳～34歳 544 

35歳～44歳 684 

45歳～54歳 820 

55歳～64歳 680 

性年代 

男性 18 歳～24歳 27 

男性 25 歳～34歳 272 

男性 35 歳～44歳 342 

男性 45 歳～54歳 410 

男性 55 歳～64歳 340 

女性 18 歳～24歳 136 

女性 25 歳～34歳 272 

女性 35 歳～44歳 342 

女性 45 歳～54歳 410 

女性 55 歳～64歳 340 

割付 

男性 18歳～24 歳 テレワークをしている 6 

男性 25歳～34 歳 テレワークをしている 89 

男性 35歳～44 歳 テレワークをしている 171 

男性 45歳～54 歳 テレワークをしている 205 

男性 55歳～64 歳 テレワークをしている 170 

男性 18歳～24 歳 テレワークをしていない 21 

男性 25歳～34 歳 テレワークをしていない 183 

男性 35歳～44 歳 テレワークをしていない 171 

男性 45歳～54 歳 テレワークをしていない 205 

男性 55歳～64 歳 テレワークをしていない 170 

女性 18歳～24 歳 テレワークをしている 23 

女性 25歳～34 歳 テレワークをしている 136 

女性 35歳～44 歳 テレワークをしている 171 

女性 45歳～54 歳 テレワークをしている 205 

女性 55歳～64 歳 テレワークをしている 118 

女性 18歳～24 歳 テレワークをしていない 113 

女性 25歳～34 歳 テレワークをしていない 136 

女性 35歳～44 歳 テレワークをしていない 171 

女性 45歳～54 歳 テレワークをしていない 205 

女性 55歳～64 歳 テレワークをしていない 222 
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表 9-2. 基本属性   

全体 (N=2891) 
テレワークなし 

(N=1597) 

テレワークあり 

(N=1294)   

N (%) 
Mean 

(SD) 
N (%) 

Mean 

(SD) 
N (%) 

Mean 

(SD) 

性別       
 

男性 1391 (48.1)  750 (47.0)  641 (49.5)  
 

女性 1500 (51.9)  847 (53.0)  653 (50.5)  
 

その他 0 (0.0)  0 (0.0)  0 (0.0)  
 

回答しない 0 (0.0)  0 (0.0)  0 (0.0)  

年齢  44.44 

(11.6) 
 43.95 

(12.2) 
 45.05 

(10.7) 

職種       
 

管理職 402 (13.9)  140 (8.8)  262 (20.2)  
 

専門職 532 (18.4)  311 (19.5)  221 (17.1)  
 

技術者 193 (6.7)  57 (3.6)  136 (10.5)  
 

事務職 889 (30.8)  412 (25.8)  477 (36.9)  
 

サービス 357 (12.3)  294 (18.4)  63 (4.9)  
 

技術を必要とす

る生産技能職 
68 (2.4)  50 (3.1)  18 (1.4)  

 
機械を操作する

生産技能職 
47 (1.6)  45 (2.8)  2 (0.2)  

 
身体を使う作業

の多い生産技能

職 

138 (4.8)  136 (8.5)  2 (0.2)  

 
その他の仕事 265 (9.2)  152 (9.5)  113 (8.7)  

業種       
 

農業、林業 7 (0.2)  4 (0.3)  3 (0.2)  
 

漁業 0 (0.0)  0 (0.0)  0 (0.0)  
 

鉱業、採石業、砂

利採取業 
5 (0.2)  1 (0.1)  4 (0.3)  

 
建設業 124 (4.3)  73 (4.6)  51 (3.9)  

 
製造業 519 (18.0)  202 (12.6)  317 (24.5)  

 
電気・ガス・熱供

給・水道業 
39 (1.3)  20 (1.3)  19 (1.5)  

 
情報通信業 282 (9.8)  39 (2.4)  243 (18.8)  

 
運輸業、郵便業 107 (3.7)  90 (5.6)  17 (1.3)  

 
卸売業、小売業 264 (9.1)  176 (11.0)  88 (6.8)  

 
金融業、保険業 152 (5.3)  67 (4.2)  85 (6.6)  
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不動産業、物品賃

貸業 
67 (2.3)  36 (2.3)  31 (2.4)  

 
学術研究、専門・

技術サービス業 76 (2.6)  27 (1.7)  49 (3.8)  

 
宿泊業、飲食サー

ビス業 
65 (2.2)  55 (3.4)  10 (0.8)  

 
生活関連サービ

ス業、娯楽業 
59 (2.0)  42 (2.6)  17 (1.3)  

 
教育、学習支援業 156 (5.4)  119 (7.5)  37 (2.9)  

 
医療、福祉 369 (12.8)  321 (20.1)  48 (3.7)  

 
複合サービス業 46 (1.6)  20 (1.3)  26 (2.0)  

 
サービス業（他に

分類されないも

の） 

281 (9.7)  125 (7.8)  156 (12.1)  

 
公務（他に分類さ

れないものを除

く） 

178 (6.2)  131 (8.2)  47 (3.6)  

 
分類不能の産業

（その他） 
95 (3.3)  49 (3.1)  46 (3.6)  

雇用形態       
 

正社員 
2073 (71.7)  1032 

(64.6) 
 1041 (80.4)  

 
非正規社員 818 (28.3)  565 (35.4)  253 (19.6)  

労働時間       
 

30 時間以下 579 (20.0)  392 (24.5)  187 (14.5)  
 

31 時間～40時間 881 (30.5)  507 (31.7)  374 (28.9)  
 

41 時間～50時間 972 (33.6)  473 (29.6)  499 (38.6)  
 

51 時間～60時間 295 (10.2)  131 (8.2)  164 (12.7)  
 

61 時間以上 164 (5.7)  94 (5.9)  70 (5.4)  

テレワークの勤務形態      
 

仕事場は在宅の

み 
    596 (46.1)  

 
仕事場は在宅以

外のサテライト

オフィス等 

    139 (10.7)  

 
仕事場は在宅も

サテライトオフ

ィス等も可 

    559 (43.2)  

テレワークの頻度       

 週 1日     449 (34.7)  

 週 2-3日     445 (34.4)  

 週 4日以上     400 (30.9)  
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令和 6年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

仕事のストレス判定図の係数見直し 

 

分担研究者 渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 

分担研究者 井上彰臣（産業医科大学 IR推進センター・准教授） 

分担研究者 小田切優子（東京医科大学公衆衛生学分野・講師） 

 

目的：本研究では、職業性ストレス簡易調査票の開発に合わせて開発された仕事のストレ

ス判定図の平均値、および係数を見直すことを目的とした。 

方法：2024年 2月～6月に、企業の委託を受けてストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023 年度に実施されたストレスチェックにおける職業性ストレス簡易

調査票に関するデータ提供を受けた。うち 8 機関からは個人情報を除く個票データを取

得した。個票データのうち、57 項目版のデータがある企業のデータを使用し、企業を識

別する IDごとに、職業性ストレス簡易調査票の 4つの下位尺度 (仕事の量的負担、仕事

のコントロール、上司の支援、同僚の支援) の平均値を求めた。合わせて、心身のストレ

ス反応が高いことによる高ストレス者の割合を算出した。1年後の高ストレス者割合を予

測する係数を推定するため、一般化線型モデル (二項分布、ロジットリンク) によるモ

デリングを行った。 

結果：事業場レベルの変数を作成できた 42,760 事業場、のべ 9,774,846 名を解析の対象

とした。メタ分析によって統合された 4 つの下位尺度の係数は、全産業において仕事の

量的負担で 0.073、仕事のコントロールで-0.064、上司の支援で-0.075、同僚の支援で-

0.082となった。また、一部の業種を除く業種ごとの係数も算出された。 

結論：ストレスチェック制度施行後に取得された大規模データを利用して、新しい仕事の

ストレス判定図の平均値、および係数が示された。また、一部の業種においては業種別の

係数が示された。 

 

Ａ．研究目的 

2000年に開発された職業性ストレス簡易

調査票 (Brief Job Stress Questionnaire, 

BJSQ) は、仕事のストレス要因、ストレス

反応、および修飾要因を含む多様な要因を

測定することができる (下光他，2000)。

BJSQは、2015年から施行されたストレスチ

ェック制度においても使用が推奨されてお

り、日本の産業保健における実践・研究の両

面で広く利用されている (Watanabe et 

al., 2023)。また、BJSQの開発に合わせて、

仕事のストレス要因の健康影響を視覚化す
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る仕事のストレス判定図が開発された (川

上他，2000)。この判定図は、仕事の要求度

－コントロール―サポートモデルに基づき、

対応する BJSQ の 4 つの下位尺度 (仕事の

量的負担、仕事のコントロール、上司の支

援、同僚の支援) を用いて使用するもので

ある。多重ロジスティック回帰モデルを利

用して抑うつを予測する式を作成し、全国

平均値と比較した際の総合健康リスク値を

求めることができる。このリスク値は、30

日以上の疾病休業を予測することも確認さ

れており、ストレスチェック制度において

も広く利用されている。判定図は仕事のス

トレス要因の影響の性差を考慮し、男性版

と女性版の 2種類が開発されている。 

BJSQ の開発から 24 年が経過し、わが国

の働き方が変化するとともに、職場のメン

タルヘルス対策も浸透してきた。しかし、

BJSQの標準値は、開発当初から更新されて

おらず、見直しが必要である。また、合わせ

て開発された仕事のストレス判定図につい

ても、平均値、およびリスク値算出のための

係数を見直す必要がある。職場の産業保健

スタッフ等を対象とした事前のヒアリング

では、パラメータが 20 年以上前から変更さ

れていないため今でも有用なのか疑問があ

ること、男女混合の職場がほとんどであり、

男女別の判定図の意義があまりないこと、

職種や業種によって働き方が大きく異なる

ため、職場の現状と合わないこと、将来の抑

うつや疾病休業の発生を予測するだけでな

く、現在の状況を判断するためのツールも

欲しいこと、等の意見が挙げられた。本事業

では、ストレスチェック制度施行後に取得

された大規模データを収集したことで、多

様な基本属性を持つ労働者における多くの

BJSQの測定データを得ることができた。こ

のデータを活用し、ストレスチェック制度

における高ストレス者のうち、心身のスト

レス反応に関する項目の評価点の合計が高

い者 (心身のストレス反応の合計点が 77

点以上の者) の割合を予測する式を構築す

ることで、仕事のストレス判定図のパラメ

ータ更新を検討できる可能性がある。また、

業種別にも十分なデータが得られている場

合は、業種別の判定図を作成できる可能性

もある。 

以上から本研究では、仕事のストレス判

定図の平均値、および係数を見直すことを

目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究デザインとセッティング 

2024 年 2 月～6 月に、企業の委託を受け

てストレスチェックを実施する団体等全 11

機関から、2015～2023年度に実施されたス

トレスチェックにおける BJSQ (23項目版、

57 項目版、あるいは 80 項目版) に関する

データ提供を受けた。うち 8 機関からは個

人情報を除く個票データを取得し、残りの 3

機関からは性・年代で層別化された集計デ

ータを取得した。本研究では、個票データの

うち、57項目版のデータがある企業のデー

タを使用した。個票データの提供を受けた
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機関からは、BJSQ の各項目以外の基本属性

として、1) 個人を識別する番号、2) 企業

を識別する番号、3) 性別 (男性、女性、そ

の他)、4) 年齢、5) 年代 (10代、20代、

30代、40代、50代、60代以上)、および 6) 

業種 (農林水産業、鉱業・採石・砂利採取

業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・

水道業、情報通信業、運輸・郵便業、卸売・

小売業、金融・保険業、不動産・物品賃貸業、

教育・学習支援業、医療・福祉、サービス業、

公務、その他)、の提供を受けた。 

本研究は、北里大学医学部・病院倫理委員

会の承認を得ている (B23-052)。 

２．統計解析 

企業を識別する IDごとに、仕事のストレ

ス判定図の作成に必要な、BJSQの 4つの下

位尺度 (仕事の量的負担、仕事のコントロ

ール、上司の支援、同僚の支援) の平均値

を求め、事業場レベルの情報とした。合わせ

て、企業を識別する ID ごとに、心身のスト

レス反応が高いことによる高ストレス者 

(心身のストレス反応の合計点が 77 点以上

の者) の割合を算出した (0～100%)。さら

に、共変量として、年代 (1=10 代、2=20代、

3=30代、4=40 代、5=50代、6=60 代以上) の

平均値、および女性比率 (0～100%) を算出

した。 

BJSQの 4つの下位尺度と心身のストレス

反応が高いことによる高ストレス者割合と

の関連を推定するため、一般化線型モデル 

(二項分布、ロジットリンク) によるモデリ

ングを行った。解析は、対象者全体 (全産

業)の他、業種別にも行った。 

モデリングは、1年後の高ストレス者割合

を予測する縦断解析と、同時点での関連を

推定する横断解析の 2 種類を実施した。縦

断解析においては、年代平均、および女性比

率に加えて、前年度の高ストレス者割合 (0

～100%) を共変量として調整した。2015～

2023年度までの 9年度において、それぞれ

1 年後の高ストレス者割合を予測するモデ

リングを実施し、それらのパラメータをメ

タ分析 (変量効果モデル) を用いて統合し

た。縦断解析によって得られた係数につい

ては、仕事のストレス判定図の作図に活用

された。横断解析においては、年代平均、お

よび女性比率に加えて、測定年度 (0=2015

年度～8=2023年度) を連続量として調整し

た。各モデルは以下のように記述される。 

縦断解析 

𝑝𝑝
1 − 𝑝𝑝
= exp⁡(𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1 ∗ (仕事の量的負担) + 𝛽𝛽2
∗ (仕事のコントロール) + 𝛽𝛽3
∗ (上司の支援) + 𝛽𝛽4 ∗ (同僚の支援) + 𝛽𝛽5
∗ (前年度高ストレス者割合) + 𝛽𝛽6
∗ (年代平均) + 𝛽𝛽7 ∗ (女性比率)) 
横断解析 
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𝑝𝑝
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ここで、pは心身のストレス反応が高いこ

とによる高ストレス者である確率を意味す

る。 

事業場レベルの各変数の算出、および一

般線型モデルの実装は、SPSS version 29を

用いて行った。縦断解析のパラメータ統合

におけるメタ分析の実装は、R version 

4.4.2 および metafor パッケージを使用し

た。 

 

Ｃ．研究結果 

収集された 2015 年～2023 年度のデータ

のうち、事業場レベルの変数を作成できた

42,760事業場、のべ 9,774,846名を解析

の対象とした。 

表 10-1は、リスク値計算の際に使用さ

れる平均値を示している。全産業における

平均値は、仕事の量的負担を例にとると

8.42で、2000年時の男性版、女性版の判

定図で使用されている平均値よりもそれぞ

れ 0.28点低い、および 0.82 点高い値とな

った。 

表 10-2、および表 10-3は、全産業にお

ける一般線型モデルによるモデリングの結

果を示している。メタ分析によって統合さ

れた 4つの下位尺度の係数は、仕事の量的

負担で 0.073、仕事のコントロールで-

0.064、上司の支援で-0.075、同僚の支援

で-0.082となった。横断解析では、いず

れも高ストレス者割合との関連が縦断解析

よりも大きくなった。表 10-2の係数に基

づき作成された全産業版の仕事のストレス

判定図 (2024年版) を図 10-1に示す。 

表 10-4、および表 10-5は、業種別のモ

デリングの結果を示している。例として、

表 10-4の係数に基づき作成された製造業

版の仕事のストレス判定図 (2024年版) 

を図 10-2に示す。なお、1) 農林水産業、

2) 鉱業・採石・砂利採取業、3) 電気・ガ

ス・熱供給・水道業、および 4) 不動産・

物品賃貸業、の 4業種については、データ

に含まれる事業場数が少なく、係数が他の

業種の係数と比較して著しく大きくなる、

仕事のストレス要因の既存の知見と反する

係数となる (例：仕事の量的負担が高スト

レス者割合と負の関連を示す)、等が観察

されたため、結果の報告を見送った。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、仕事のストレス判定図の平

均値、および係数を見直すことを目的とし

た。アウトカムを 2000年版の抑うつ、あ

るいは疾病休業ではなく、心身のストレス

反応が高いことによる高ストレス者におい
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たが、縦断解析の結果得られた全産業の係

数は、2000 年版の係数と大きく変わらな

かった。縦断解析の結果に基づいて作成さ

れた全産業版の判定図 (2024年版) と

2000年版とは互換性がないものの、総合

健康リスク値の変動は数ポイントに抑えら

れると考えられる。また、業種別の解析に

おいては、一部の業種において BJSQの 4

つの下位尺度の係数が全産業よりも大きく

推定されているものがあった。例えば製造

業 (図 10-2) においては、全産業に比べ

て、仕事のコントロール、および同僚の支

援と、高ストレス者割合との関連が強く、

少しでも得点が変化すると、リスク値に大

きな差が出る傾向にあった。また、同僚の

支援の平均値が全産業に比べて 0.23点低

く、職場の支援リスクが低くなる傾向があ

った。製造業の職場において、仕事のコン

トロールや同僚の支援による影響を重視し

たい職場、同僚の支援の評価が実際に感じ

るよりも悪く出てしまうような職場では、

製造業版の判定図の使用が推奨されると考

えられる。各職場の特徴に合わせて、全産

業版、あるいは業種別版のいずれか適切な

判定図を選んで使用することが可能になる

と考えられる。 

横断解析の結果については判定図には反

映されなかったが、本研究で示された係数

をモデルに代入することで、現時点での職

場環境の評価に活用することができると考

えられる。 

 

Ｅ．結論 

ストレスチェック制度施行後に取得され

た大規模データを利用して、新しい仕事の

ストレス判定図の平均値、および係数が示

された。また、一部の業種においては業種別

の係数が示された。 
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なし 
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図10-1. 仕事のストレス判定図 2024年版 (全産業) 
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図10-2. 仕事のストレス判定図 2024年版 (製造業版) 
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令和 6年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

ストレスチェックの集団分析を行うための判定基準の策定 

 
研究分担者 井上 彰臣 産業医科大学ＩＲ推進センター・准教授 
研究分担者 小田切優子 東京医科大学医学部・講師 
研究分担者 渡辺 和広 北里大学医学部・講師 
研究代表者 堤  明純 北里大学医学部・教授 

 

研究要旨 本研究では、昨年度に引き続き、事業場でストレスチェックの実施に関与してい

る産業保健専門職等に対してヒアリング調査を行い、集団分析を行うための判定基準の設

定方法に関する現状と課題を整理するとともに、「職業性ストレス簡易調査票」（57項目版、

23 項目版）および「新職業性ストレス簡易調査票」（80項目版）を用いてストレスチェック

の集団分析を行うための判定基準を策定することを目的とした。ヒアリング調査では、産業

看護職およびストレスチェックサービス提供事業者から、集団分析の現状や活用方法に関

する意見を聴取した。集団分析を行うための判定基準の策定には、外部 EAP機関や健診機関

等から提供を受けた大規模な既存データ（職業性ストレス簡易調査票：10,830,057 名分の

個人データおよび 1,324,361 名分の集計データ、新職業性ストレス簡易調査票：1,637,642

名分の個人データ）を二次分析し、各下位尺度とその上位概念について、代表的な偏差値や

効果量に相当する得点を対象者全体および基本属性別に算出するとともに、項目ごとの回

答分布（各回答選択肢の回答者の割合）についても、対象者全体および基本属性別に算出し

た。ヒアリング調査では、集団分析結果に基づいて「高リスク職場」を独自の基準で判定し

ている事例や、既存の基準に準拠して判定している事例が挙げられ、各事業場で職場環境改

善に向けた多様なアプローチが行われていることが窺えた。既存データの二次分析によっ

て策定した判定基準（各下位尺度とその上位概念の代表的な偏差値や効果量に相当する得

点、項目ごとの回答分布）については、産業保健専門職から「事業場の形態によっては、同
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じ業種であっても、判定基準と実態との間に若干の乖離が生じる可能性があるのではない

か」といった意見も挙げられたものの「判定基準は事業場の実態と概ね合致していた」との

意見が多く挙げられ、「現状として、自身の事業場は全国平均に比べてどうなのか」を把握

するためのベンチマークとして、各事業場で広く活用されることが期待できると考えられ

た。 

 

Ａ．研究目的 

 わが国では、2014（平成 26）年 6月 25 日

に公布された労働安全衛生法の一部を改正

する法律（平成 26 年法律第 82 号）に基づ

き、2015（平成 27）年 12月 1 日より、常時

50人以上の労働者を使用する全ての事業場

において「ストレスチェック制度」を実施す

ることが義務付けられた（労働安全衛生法

第 66条の 10）。 

 本制度では、事業者が労働者に対して「心

理的な負担の程度を把握するための検査」

（以下、ストレスチェック）を実施すること

を義務付けており、「労働安全衛生法に基づ

くストレスチェック制度実施マニュアル」

では「職業性ストレス簡易調査票」（57 項目

［標準］版、23 項目［簡略］版）（下光ら，

2000）をストレスチェックに使用すること

が推奨されているが、分析結果を評価する

際には、本調査票が開発された 2000（平成

12）年当時の標準値が未だ使用されており、

標準値の見直しが課題となっている。 

 また、本制度では、事業者がストレスチェ

ックの個人結果を事業場内の一定規模の集

団ごとに集計・分析（集団分析）し、その結

果に基づき、職場環境の改善に取り組むこ

とを努力義務としているが、本制度の義務

化から 8 年以上が経過し、従来の職業性ス

トレス簡易調査票よりも広範に職場環境や

アウトカムを測定することが可能な「新職

業性ストレス簡易調査票」（80 項目版）

（Inoue ら，2014）をストレスチェックに使

用している事業場も増えてきていることか

ら、従来の職業性ストレス簡易調査票だけ

でなく、新職業性ストレス簡易調査票を用

いて集団分析を行う際の判定基準も設定す

る必要がある。 
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トレス簡易調査票よりも広範に職場環境や

アウトカムを測定することが可能な「新職

業性ストレス簡易調査票」（80 項目版）

（Inoue ら，2014）をストレスチェックに使

用している事業場も増えてきていることか

ら、従来の職業性ストレス簡易調査票だけ

でなく、新職業性ストレス簡易調査票を用

いて集団分析を行う際の判定基準も設定す

る必要がある。 

 そこで本研究では、職業性ストレス簡易

調査票（57項目版、23 項目版）および新職

業性ストレス簡易調査票（80項目版）を用

いてストレスチェックの集団分析を行うた

めの判定基準を策定することを目的とする。

2 年計画の 2 年目である今年度は、昨年度

に引き続き、事業場でストレスチェックの

実施に関与している産業保健専門職等に対

してヒアリング調査を行い、集団分析を行

うための判定基準の設定方法に関する現状

と課題を整理するとともに、外部 EAP 機関

や健診機関等から提供を受けた大規模な既

存データ（職業性ストレス簡易調査票およ

び新職業性ストレス簡易調査票の回答デー

タ）を二次分析し、ストレスチェックの集団

分析を行うための判定基準を策定した。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）産業保健専門職等に対するヒアリン

グ調査 

 事業場でストレスチェックの実施に関与

している産業看護職、ストレスチェックサ

ービス提供事業者各 1 名（計 2 名）に対し

て、以下の 9 項目を中心に集団分析の現状

や活用方法に関する意見を聴取した。 

 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業

場でのストレスチェック制度における

立場） 

② 集団分析に使用しているツール（例：「仕

事のストレス判定図」など） 

③ 集団分析の対象としている指標（心理的

な仕事の負担［量］、仕事のコントロール

度、上司からのサポート、同僚からのサ

ポートなど） 

④ 集団分析を行うための判定基準（例：「高

リスク職場」を判定するための基準など）

を設定しているか 

⑤（判定基準を設定している場合）判定基準

の具体的な設定方法とその根拠 

⑥（判定基準を設定している場合）判定基準

は職場環境改善等に活用されているか 

⑦（設定した判定基準が活用されていない

場合）課題となっていることは何か 

⑧ 集団分析を行う際に、どのような判定基

準があれば職場環境改善に活用しやす

いと思うか 

⑨ ストレスチェックとその活用方法に関

－83－



する自由意見 

 

 尚、ヒアリング調査に際しては「ストレス

チェックの集団分析を行うための判定基準

の設定方法に関する現状と課題を整理する」

という目的に合致するよう、参加者の選択

基準に「担当事業場でストレスチェックの

集団分析を実施していること」を含めた。 

 並行して、第 97 回日本産業衛生学会にお

いて自由集会「職業性ストレス調査票ユー

ザーズクラブ」を開催し、参加者（主に産業

保健専門職）から、ストレスチェックの集団

分析を行うための判定基準に対する要望を

聴取した。 

 

（２）ストレスチェックの集団分析を行う

ための判定基準の策定 

 外部 EAP 機関や健診機関等から提供を受

けた大規模な既存データ（2015［平成 27］

年～2023［令和 5］年に当該機関が実施した

ストレスチェックの回答データ）を判定基

準の策定に用いた。提供を受けた既存デー

タの大部分は個人単位で記録された回答デ

ータ（以下、個人データ）であるが、個人デ

ータの提供が困難との回答があった一部の

機関からは、下位尺度ごとの得点分布（得点

別の回答者数）が記録されたデータ（以下、

集計データ）の提供を受けた。職業性ストレ

ス簡易調査票（57項目版、23項目版）の分

析には、完全回答者 10,830,057名分の個人

データを用いた他、57 項目版については

1,324,361名分の集計データも用い、統計量

（主に平均値）の統合を行った。また、新職

業性ストレス簡易調査票（80項目版）の分

析には、完全回答者 1,637,642 名分の個人

データを用いた。 

 分析方法として、職業性ストレス簡易調

査票および新職業性ストレス簡易調査票の

各下位尺度とその上位概念（仕事の負担、仕

事の資源［作業レベル、部署レベル、事業場

レベル］、アウトカム［心理的ストレス反

応］）、ストレスチェックで「高ストレス者」

を選定する際に使用される評価基準（心身

のストレス反応、仕事のストレス要因＋周

囲のサポート）について、平均値、標準偏差、

代表的な偏差値（40、45、50、55、60）に相

当する得点、代表的な効果量（Cohen’s d=0、

±0.2、±0.5、±0.8）に相当する得点を対
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代表的な偏差値（40、45、50、55、60）に相

当する得点、代表的な効果量（Cohen’s d=0、

±0.2、±0.5、±0.8）に相当する得点を対

象者全体および基本属性（性別、年代、業種、

職種、職階、雇用形態、勤務形態）別に算出

した。また、両調査票の項目ごとの平均値と

回答分布（各回答選択肢［例：1=そうだ、2=

まあそうだ、3=ややちがう、4=ちがう］の回

答者の割合）を対象者全体および基本属性

別に算出した。 

 尚、職業性ストレス簡易調査票の各下位

尺度の得点は、「労働安全衛生法に基づくス

トレスチェック制度実施マニュアル」に掲

載されている素点換算表に基づき、各項目

の得点を単純加算あるいは得点を逆転させ

た上で加算し（各下位尺度の得点範囲は、当

該尺度を構成する項目数によって異なる）、

合計得点が高いほど当該指標の程度が大き

いと解釈するように算出した。また、ストレ

スチェックで「高ストレス者」を選定する際

に使用される評価基準（心身のストレス反

応、仕事のストレス要因＋周囲のサポート）

については、同マニュアルに掲載されてい

る「評価基準の例（その 1）」（各下位尺度の

得点を合計する方法）に基づき、得点が高い

ほどストレスが高いと解釈するよう、各下

位尺度の得点の方向性を揃えた上で合計得

点を算出した。一方、新職業性ストレス簡易

調査票の各下位尺度の得点は、2009（平成

21）年度～2011（平成 23）年度 厚生労働省 

厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生

総合研究事業）「労働者のメンタルヘルス不

調の第一次予防の浸透手法に関する調査研

究」（研究代表者：川上憲人）の報告書に掲

載されている算出方法に基づき、各項目の

得点を単純加算あるいは得点を逆転させた

上で加算したものを項目数で除し（いずれ

の下位尺度も得点範囲が 1～4 点となる）、

合計得点が高いほど当該指標が良好な状態

にあると解釈するように算出した。 

 また、上記の一連のプロセスを経て策定

した判定基準が事業場の実態と合致してい

るかを確認するため、ストレスチェックの

実施に関与している産業保健専門職（産業

医 2 名、産業看護職 2 名の計 4 名）に対し

てヒアリング調査を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究の実施にあたり、北里大学医学部・

病院倫理委員会（承認番号：B23-052）およ

び産業医科大学倫理委員会（承認番号：
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ER23-050、IK23-004）の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）産業保健専門職等に対するヒアリン

グ調査 

 ヒアリング調査で聴取した内容を表 11-

1-1～表 11-1-2にまとめた。 

 産業看護職を対象としたヒアリング調査

では、担当事業場のストレスチェックには

新職業性ストレス簡易調査票（80 項目版）

を使用し、「仕事のストレス判定図」を集団

分析結果として返却するとともに、ストレ

スチェックを委託している外部機関から提

供された詳細な集計結果を説明資料として

活用していることが報告された。集団分析

結果から「高リスク職場」を判定するための

基準としては、各下位尺度が法人全体の平

均（全社平均）からどれくらい乖離している

かを独自に数値化したものが使用されてい

た。「仕事のストレス判定図」から算出され

た「総合健康リスク」は、職場の現状と合わ

ない（職種が合っていない）との理由で、集

団分析結果の返却には使用されているもの

の「高リスク職場」の判定には実質的に使用

されていなかった。集団分析を行う際に、ど

のような判定基準があれば職場環境改善に

活用しやすいと思うかについては、職場環

境改善を行う「根拠」や「きっかけ」となる

ような基準（リスクの高低を判断できるよ

うな基準、とくに「リスクが中～高である」

と判定できる基準）が下位尺度ごとに提示

されていると活用しやすいといった意見が

挙げられた。 

 ストレスチェックサービス提供事業者を

対象としたヒアリング調査では、ストレス

チェックには、職業性ストレス簡易調査票

（57項目版）と新職業性ストレス簡易調査

票（80項目版）の両調査票によるサービス

を提供していることが報告された。職業性

ストレス簡易調査票（57項目版）でストレ

スチェックを実施した事業場には「仕事の

ストレス判定図」とストレス反応（活気、イ

ライラ感、疲労感、不安感、抑うつ感、身体

愁訴）の平均値を、新職業性ストレス簡易調

査票（80項目版）でストレスチェックを実

施した事業場には、「いきいきプロフィール」

の他、ストレス反応の平均値を偏差値に変

換した値や心理的ストレス反応、身体愁訴
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ER23-050、IK23-004）の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）産業保健専門職等に対するヒアリン

グ調査 

 ヒアリング調査で聴取した内容を表 11-

1-1～表 11-1-2にまとめた。 

 産業看護職を対象としたヒアリング調査

では、担当事業場のストレスチェックには

新職業性ストレス簡易調査票（80 項目版）

を使用し、「仕事のストレス判定図」を集団

分析結果として返却するとともに、ストレ

スチェックを委託している外部機関から提

供された詳細な集計結果を説明資料として

活用していることが報告された。集団分析

結果から「高リスク職場」を判定するための

基準としては、各下位尺度が法人全体の平

均（全社平均）からどれくらい乖離している

かを独自に数値化したものが使用されてい

た。「仕事のストレス判定図」から算出され

た「総合健康リスク」は、職場の現状と合わ

ない（職種が合っていない）との理由で、集

団分析結果の返却には使用されているもの

の「高リスク職場」の判定には実質的に使用

されていなかった。集団分析を行う際に、ど

のような判定基準があれば職場環境改善に

活用しやすいと思うかについては、職場環

境改善を行う「根拠」や「きっかけ」となる

ような基準（リスクの高低を判断できるよ

うな基準、とくに「リスクが中～高である」

と判定できる基準）が下位尺度ごとに提示

されていると活用しやすいといった意見が

挙げられた。 

 ストレスチェックサービス提供事業者を

対象としたヒアリング調査では、ストレス

チェックには、職業性ストレス簡易調査票

（57項目版）と新職業性ストレス簡易調査

票（80項目版）の両調査票によるサービス

を提供していることが報告された。職業性

ストレス簡易調査票（57項目版）でストレ

スチェックを実施した事業場には「仕事の

ストレス判定図」とストレス反応（活気、イ

ライラ感、疲労感、不安感、抑うつ感、身体

愁訴）の平均値を、新職業性ストレス簡易調

査票（80項目版）でストレスチェックを実

施した事業場には、「いきいきプロフィール」

の他、ストレス反応の平均値を偏差値に変

換した値や心理的ストレス反応、身体愁訴

と個人のいきいき（ワーク・エンゲイジメン

ト）、職場のいきいき（職場の一体感）との

相関係数などを集団分析結果として返却し

ていた。集団分析結果から「高リスク職場」

を判定するための基準としては、「労働安全

衛生法に基づくストレスチェック制度実施

マニュアル」に記載されている内容に準拠

し、「仕事のストレス判定図」で「総合健康

リスク」が 120 以上の場合に「高リスク職

場」と判定し、事業場へのフィードバック時

に注意を促すようにしていた。集団分析を

行う際に、どのような判定基準があれば職

場環境改善に活用しやすいと思うかについ

ての具体的な案は挙げられなかったが「集

団分析では、性別による違いよりも、年代や

雇用形態による違いの方が重要ではないか」

といった意見や「複数の下位尺度から算出

された結果を 1 つの値に集約したような指

標を提案してもらえると、現場での実務に

も活用しやすいのではないか（そのような

意味においては「仕事のストレス判定図」は

「総合健康リスク」が算出できるため、活用

しやすい）」といった意見が挙げられた。 

 第 97 回日本産業衛生学会で開催した自

由集会において、ストレスチェックの集団

分析を行うための判定基準に対する要望と

して参加者から多く挙げられたのは「属性

別の判定基準」であり、とくに「業種別」や

「職種別」の判定基準を望む声が多かった。 

 

（２）ストレスチェックの集団分析を行う

ための判定基準の策定 

 職業性ストレス簡易調査票（57 項目版、

23 項目版）の対象者全体の分析結果を表

11-2-1、基本属性別の分析結果を表 11-2-2

～表 11-2-41 に示した。対象者全体の分析

では「食欲不振」、「不眠」で偏差値 40や効

果量－0.8に相当する値が理論値（当該下位

尺度が取り得る得点範囲）を下回っており、

床効果が認められた。基本属性別の分析に

おいても、対象者全体の分析と概ね同様の

床効果が認められた他、一部の属性では「自

覚的な身体的負担度」、「職場環境によるス

トレス」、「抑うつ感」で床効果、「技能の活

用度」、「家族・友人からのサポート」で天井

効果が認められた。 

 新職業性ストレス簡易調査票（80項目版）

の対象者全体の分析結果を表 11-3-1、基本
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属性別の分析結果を表 11-3-2～表 11-3-40

に示した。対象者全体の分析では「職場のハ

ラスメント」で天井効果が認められた。基本

属性別の分析においても、対象者全体の分

析と概ね同様の天井効果が認められた他、

一部の属性では「自覚的な身体的負担度」、

「職場環境によるストレス」、「技能の活用

度」、「家族・友人からのサポート」、「安定報

酬」、「上司の公正な態度」、「抑うつ感」で天

井効果が認められた。 

 職業性ストレス簡易調査票および新職業

性ストレス簡易調査票の項目ごとの平均値

と回答分布を対象者全体および基本属性別

に算出したものを表 11-4-1～表 11-4-80に

示した。いずれの項目も、基本属性別に見た

場合、回答分布に違いがあることが窺えた。 

 ストレスチェックの実施に関与している

産業保健専門職を対象に、上記の判定基準

が事業場の実態と合致しているかについて

聴取したヒアリング調査の内容を表 11-5-1

～表 11-5-4 にまとめた。いずれの対象者か

らも「判定基準は事業場の実態と概ね合致

していた」との意見が得られ、策定した判定

基準と事業場の実態との間に大きな乖離は

ないことが窺えた。一方で、例えば、同じ

「製造業」でも「オフィスビル内にある本

社」と「工場」では状況が異なるため、製造

業の判定基準が主に工場に勤務している労

働者のデータから算出されている場合、そ

れを本社の集団分析に用いると、実態と少

し乖離する可能性があるのではないかとい

った意見も挙げられた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、事業場でストレスチェック

の実施に関与している産業保健専門職等に

対してヒアリング調査を行い、集団分析を

行うための判定基準の設定方法に関する現

状と課題を整理するとともに、外部 EAP 機

関や健診機関等から提供を受けた大規模な

既存データ（職業性ストレス簡易調査票お

よび新職業性ストレス簡易調査票の回答デ

ータ）を二次分析し、ストレスチェックの集

団分析を行うための判定基準を策定した。 

 ヒアリング調査では、産業看護職、ストレ

スチェックサービス提供事業者という異な

る立場から、集団分析の現状や活用方法に

関する意見を聴取した。集団分析結果に基
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属性別の分析結果を表 11-3-2～表 11-3-40

に示した。対象者全体の分析では「職場のハ

ラスメント」で天井効果が認められた。基本

属性別の分析においても、対象者全体の分

析と概ね同様の天井効果が認められた他、

一部の属性では「自覚的な身体的負担度」、

「職場環境によるストレス」、「技能の活用

度」、「家族・友人からのサポート」、「安定報

酬」、「上司の公正な態度」、「抑うつ感」で天

井効果が認められた。 

 職業性ストレス簡易調査票および新職業

性ストレス簡易調査票の項目ごとの平均値

と回答分布を対象者全体および基本属性別

に算出したものを表 11-4-1～表 11-4-80に

示した。いずれの項目も、基本属性別に見た

場合、回答分布に違いがあることが窺えた。 

 ストレスチェックの実施に関与している

産業保健専門職を対象に、上記の判定基準

が事業場の実態と合致しているかについて

聴取したヒアリング調査の内容を表 11-5-1

～表 11-5-4にまとめた。いずれの対象者か

らも「判定基準は事業場の実態と概ね合致

していた」との意見が得られ、策定した判定

基準と事業場の実態との間に大きな乖離は

ないことが窺えた。一方で、例えば、同じ

「製造業」でも「オフィスビル内にある本

社」と「工場」では状況が異なるため、製造

業の判定基準が主に工場に勤務している労

働者のデータから算出されている場合、そ

れを本社の集団分析に用いると、実態と少

し乖離する可能性があるのではないかとい

った意見も挙げられた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、事業場でストレスチェック

の実施に関与している産業保健専門職等に

対してヒアリング調査を行い、集団分析を

行うための判定基準の設定方法に関する現

状と課題を整理するとともに、外部 EAP 機

関や健診機関等から提供を受けた大規模な

既存データ（職業性ストレス簡易調査票お

よび新職業性ストレス簡易調査票の回答デ

ータ）を二次分析し、ストレスチェックの集

団分析を行うための判定基準を策定した。 

 ヒアリング調査では、産業看護職、ストレ

スチェックサービス提供事業者という異な

る立場から、集団分析の現状や活用方法に

関する意見を聴取した。集団分析結果に基

づいて「高リスク職場」を独自の基準で判定

している事例や、既存の基準に準拠して判

定している事例が挙げられ、各事業場で職

場環境改善に向けた多様なアプローチが行

われていることが窺えた。また、どのような

判定基準があれば職場環境改善に活用しや

すいと思うかについては、職場環境改善を

行う「根拠」や「きっかけ」となるような基

準を下位尺度ごとに提示したものや、複数

の下位尺度の結果を 1 つの指標に集約した

ものが挙げられた他、「業種別」や「職種別」

の判定基準を望む声も多く挙げられた。本

研究では、下位尺度やその上位概念（仕事の

負担、仕事の資源、アウトカム）ごとの判定

基準を様々な属性別に策定したため、これ

らの基準は、事業場の多様なニーズに対応

し、広く活用できるものと考えられる。とく

に、代表的な偏差値や効果量に相当する得

点に関する情報は、各事業場で集団分析結

果を読み取る際に、自身の事業場が全国平

均に比べてどれくらい良好（あるいは不良）

かを直感的に把握するのに役立つものと考

えられる。 

 本研究で策定した判定基準について、ス

トレスチェックの実施に関与している産業

保健専門職からは「判定基準は事業場の実

態と概ね合致していた」との意見が挙げら

れた一方で、「事業場の形態によっては、同

じ業種であっても、判定基準と実態との間

に若干の乖離が生じる可能性があるのでは

ないか」といった意見も挙げられた。本研究

では、性別、年代、業種、職種、職階、雇用

形態、勤務形態といった様々な属性別に判

定基準を策定したが、事業場の形態（本社、

支社、工場など）や事業場規模など、外部

EAP 機関や健診機関等から提供を受けた既

存データには含まれていない属性が判定基

準と事業場の実態との乖離に影響を及ぼす

可能性があるため、本研究で策定した判定

基準を現場で使用する際には、このような

限界があることを周知する必要があると考

えられた。 

 

Ｅ．結論 

 外部 EAP 機関や健診機関等から提供を受

けた大規模な既存データを二次分析し、職

業性ストレス簡易調査票（57項目版、23項

目版）および新職業性ストレス簡易調査票
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（80項目版）を用いてストレスチェックの

集団分析を行うための判定基準を策定した。

既存データに含まれている基本属性の情報

には限りがあるため、策定した判定基準に

は一定の限界があるものの、「現状として、

自身の事業場は全国平均に比べてどうなの

か」を把握するためのベンチマークとして、

各事業場で広く活用されることが期待され

る。 
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International Symposium 2024, 

November 2024, Kitakyushu, Japan. 

渡辺和広, 井上彰臣, 小田切優子, 島津明

人, 川上憲人, 堤明純. 職業性ストレ

ス簡易調査票（57項目）の標準値の見直

し：のべ 1200 万人の労働者を対象とし

た記述疫学研究. 日本産業衛生学会 第

1回関東地方会学会, 2024年 12月, 高

崎. 

井上嶺子, 関根康寛, 渡辺和広, 小田切優

－90－



（80項目版）を用いてストレスチェックの

集団分析を行うための判定基準を策定した。

既存データに含まれている基本属性の情報

には限りがあるため、策定した判定基準に

は一定の限界があるものの、「現状として、

自身の事業場は全国平均に比べてどうなの

か」を把握するためのベンチマークとして、

各事業場で広く活用されることが期待され

る。 
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表 11-1-1．ヒアリング調査の概要（産業看護職） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・常勤保健師として国立研究開発法人の研究機関（全国に複数ある

研究所のうち 1研究所）を担当している。 
・担当事業場の主な職種は研究職と事務職である。 
・ストレスチェックの実施者として関与している（ストレスチェッ

クの集計等は外部機関に委託しているが、外部機関の職員は実施

者としては関与していない）。 

② 集団分析に使用しているツール 

・ストレスチェックには「新職業性ストレス簡易調査票」（80項目
版）を使用している。 
・集団分析の結果は「仕事のストレス判定図」、結果概要、健康リ

スクを A4用紙 1枚にまとめたものを職場に返却しているほか、
保健師側では、外部機関から提供された細かい集計結果を説明資

料として活用している。 
・ストレスチェックの約 1ヵ月前に主観的健康感、精神健康度、プ
レゼンティーズム、抑うつ（Patient Health Questionnaire-9）、
不眠（Athens Insomnia Scale）に関する調査を別途実施してお
り、これらの結果も、集団分析の結果を読み取る際の参考資料と

して活用している。 

③ 集団分析の対象としている指標 

・職場に対しては「仕事のストレス判定図」で算出される心理的な

仕事の負担（量）、仕事のコントロール度、上司からのサポート、

同僚からのサポート、健康リスクの結果を返却している。 
・結果を返却する際、職場から細かい指摘や質問があった場合は、

上記以外の下位尺度の結果について簡単に説明し、深堀りするよ

うにしている。 

④ 集団分析を行うための判定基準（「高リスク職場」を
判定するための基準など）を設定しているか 

・他のエリアの研究所も含めた法人全体の平均からどれくらい乖

離しているかを基準にしている。3段階の基準を設定しており、
各下位尺度が取り得る得点範囲を 1～4とした場合、法人全体の
平均よりも 0.3低い場合を「低リスク」、0.5 低い場合を「中リ
スク」、1.0低い場合を「高リスク」としている。 
・「仕事のストレス判定図」の健康リスク（全国平均 100の基準）
も使用しているが、職場の現状と合わない（職種が合っていない）

部分があるので、実質的にはあまり使われていない。 

⑤（判定基準を設定している場合）判定基準の具体的な設

定方法とその根拠 

・法人全体の平均から乖離している基準を 0.3、0.5、1.0の 3段階
に設定したのは、論文（総説）に記載されている他社の事例や産

業医との議論によるものである。この基準は自身の肌感覚とも合

致しており、職場からの理解も得られやすいと感じている。 

⑥（判定基準を設定している場合）判定基準は職場環境改

善等に活用されているか 
・集団分析結果の返却を現在の形式にして 3年になるが、ようやく
事務職を対象に職場環境改善に踏み込み出した段階である。 

⑦（設定した判定基準が活用されていない場合）課題とな

っていることは何か 
・判定基準が活用できるかどうかについては、今後明らかになって

いくと思われる。 

⑧ 集団分析を行う際に、どのような判定基準があれば職
場環境改善に活用しやすいと思うか 

・職場環境改善を行う「根拠」や「きっかけ」となるような判定基

準（リスクの高低を判断できるような基準、とくに「リスクが中

～高である」と判定できる基準）があると活用しやすい（この基

準は下位尺度ごとに異なっていても差し支えない）。 
・将来のリスクが予測できる判定基準があると活用しやすい。将来

の「疾病休業」をアウトカムに設定するのは、少し過激ではない

かといった意見も聞いたことがあるが、個人的には表現や伝え方

次第ではないかと思うし、将来の「疾病休業」を予測できるよう

な判定基準があるとありがたい（リスクだけでなく「職場のアプ

ローチの指針」となるよう、仕事の資源との関連なども評価でき

ると良いかもしれない）。 
・同一部署内で経年変化を見た場合に「改善／悪化」の程度を判定

できる基準も別途あると良いかもしれない。 

⑨ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 ・とくになし。 
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表 11-1-1．ヒアリング調査の概要（産業看護職） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・常勤保健師として国立研究開発法人の研究機関（全国に複数ある

研究所のうち 1研究所）を担当している。 
・担当事業場の主な職種は研究職と事務職である。 
・ストレスチェックの実施者として関与している（ストレスチェッ

クの集計等は外部機関に委託しているが、外部機関の職員は実施

者としては関与していない）。 

② 集団分析に使用しているツール 

・ストレスチェックには「新職業性ストレス簡易調査票」（80項目
版）を使用している。 

・集団分析の結果は「仕事のストレス判定図」、結果概要、健康リ

スクを A4用紙 1枚にまとめたものを職場に返却しているほか、
保健師側では、外部機関から提供された細かい集計結果を説明資

料として活用している。 
・ストレスチェックの約 1ヵ月前に主観的健康感、精神健康度、プ
レゼンティーズム、抑うつ（Patient Health Questionnaire-9）、
不眠（Athens Insomnia Scale）に関する調査を別途実施してお
り、これらの結果も、集団分析の結果を読み取る際の参考資料と

して活用している。 

③ 集団分析の対象としている指標 

・職場に対しては「仕事のストレス判定図」で算出される心理的な

仕事の負担（量）、仕事のコントロール度、上司からのサポート、

同僚からのサポート、健康リスクの結果を返却している。 
・結果を返却する際、職場から細かい指摘や質問があった場合は、

上記以外の下位尺度の結果について簡単に説明し、深堀りするよ

うにしている。 

④ 集団分析を行うための判定基準（「高リスク職場」を
判定するための基準など）を設定しているか 

・他のエリアの研究所も含めた法人全体の平均からどれくらい乖

離しているかを基準にしている。3段階の基準を設定しており、
各下位尺度が取り得る得点範囲を 1～4とした場合、法人全体の
平均よりも 0.3低い場合を「低リスク」、0.5 低い場合を「中リ
スク」、1.0低い場合を「高リスク」としている。 

・「仕事のストレス判定図」の健康リスク（全国平均 100の基準）
も使用しているが、職場の現状と合わない（職種が合っていない）

部分があるので、実質的にはあまり使われていない。 

⑤（判定基準を設定している場合）判定基準の具体的な設

定方法とその根拠 

・法人全体の平均から乖離している基準を 0.3、0.5、1.0の 3段階
に設定したのは、論文（総説）に記載されている他社の事例や産

業医との議論によるものである。この基準は自身の肌感覚とも合

致しており、職場からの理解も得られやすいと感じている。 

⑥（判定基準を設定している場合）判定基準は職場環境改

善等に活用されているか 
・集団分析結果の返却を現在の形式にして 3年になるが、ようやく
事務職を対象に職場環境改善に踏み込み出した段階である。 

⑦（設定した判定基準が活用されていない場合）課題とな

っていることは何か 
・判定基準が活用できるかどうかについては、今後明らかになって

いくと思われる。 

⑧ 集団分析を行う際に、どのような判定基準があれば職
場環境改善に活用しやすいと思うか 

・職場環境改善を行う「根拠」や「きっかけ」となるような判定基

準（リスクの高低を判断できるような基準、とくに「リスクが中

～高である」と判定できる基準）があると活用しやすい（この基

準は下位尺度ごとに異なっていても差し支えない）。 
・将来のリスクが予測できる判定基準があると活用しやすい。将来

の「疾病休業」をアウトカムに設定するのは、少し過激ではない

かといった意見も聞いたことがあるが、個人的には表現や伝え方

次第ではないかと思うし、将来の「疾病休業」を予測できるよう

な判定基準があるとありがたい（リスクだけでなく「職場のアプ

ローチの指針」となるよう、仕事の資源との関連なども評価でき

ると良いかもしれない）。 
・同一部署内で経年変化を見た場合に「改善／悪化」の程度を判定

できる基準も別途あると良いかもしれない。 

⑨ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 ・とくになし。 

 

表 11-1-2．ヒアリング調査の概要（ストレスチェックサービス提供事業者） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・ストレスチェックサービス提供事業者（EAP機関）として様々な
業種の事業場を対象としている。契約先の業種としては情報通信

業や製造業が多い。 
・契約先では、自身がストレスチェックの実施者として関わる場合

（公認心理師の資格を保有）や、実施事務従事者として関わる場

合がある。実施者として関わる場合は、医師による面接指導の対

象となる「高ストレス者」の選定も行っている。 

② 集団分析に使用しているツール 

・「職業性ストレス簡易調査票」（57項目版）でストレスチェック
を実施した事業場では「仕事のストレス判定図」を使用するとと

もに、ストレス反応（活気、イライラ感、疲労感、不安感、抑う

つ感、身体愁訴）の平均値を算出している。 
・「新職業性ストレス簡易調査票」（80項目版）でストレスチェッ
クを実施した事業場では「いきいきプロフィール」も使用してい

る。加えて、ストレス反応の平均値を偏差値に変換した値（偏差

値の算出には「事業場におけるメンタルヘルスサポートページ」

に掲載されている平均値と標準偏差の情報を使用）や、心理的ス

トレス反応、身体愁訴と個人のいきいき（ワーク・エンゲイジメ

ント）、職場のいきいき（職場の一体感）との相関係数なども算

出している。 

③ 集団分析の対象としている指標 

・「職業性ストレス簡易調査票」または「新職業性ストレス簡易調

査票」に含まれる全ての下位尺度を集団分析の対象としている

（各下位尺度の集団分析結果は「仕事のストレス判定図」の結果

を掘り下げるための資料としても活用している）。 
・「高ストレス者の割合」を事業場にフィードバックする場合もあ

るが、集団分析の対象人数が少ない場合は、個人が特定される可

能性があるため、フィードバックを差し控えることもある。 

④ 集団分析を行うための判定基準（「高リスク職場」を
判定するための基準など）を設定しているか 

・「仕事のストレス判定図」で「総合健康リスク」が 120以上の場
合に「高リスク職場」と判定し、事業場へのフィードバック時に

注意を促すようにしている。 

⑤（判定基準を設定している場合）判定基準の具体的な設

定方法とその根拠 

・「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュア

ル」に記載されている「健康リスクが 120を越えている場合には
何らかの、仕事のストレスに関する問題が職場で生じている場合

が多いので、評価の際の参考となります」という記述が設定の根

拠となっている。 

⑥（判定基準を設定している場合）判定基準は職場環境改

善等に活用されているか 

・外部 EAP機関の担当者という立場でストレスチェックに関与し
ているため、集団分析結果のフィードバックが中心で、職場環境

改善への直接的な関与は少ないが、契約先の事業場からは「仕事

のストレス判定図」の結果をきっかけとして、職場環境改善に取

り組むようになったという話を耳にすることはある。 
・「職場環境改善の実施」は EAP機関のオプションのサービスと
して提供はしているが、依頼のある事業場は非常に少なく、10事
業場にも満たない程度である。 

⑦（設定した判定基準が活用されていない場合）課題とな

っていることは何か 

・（判定基準に関する課題とは異なるが）契約先の事業場から「ス

トレスチェックへの回答時に性別の入力が必須になっているの

はどうなのか」という指摘を受けることがある。集団分析では、

性別による違いよりも、年代や雇用形態による違いの方が重要な

のではないか（年代や雇用形態による違いによって、性別による

違いも説明できるのではないか）と感じている。 
・「仕事のストレス判定図」が便利なのは「総合健康リスク」とい

う、複数の下位尺度から算出された結果を 1つの値に集約した結
果が出力される（見るべき数値が少なくて済む）点だと思う。そ

ういう意味では、各下位尺度の標準値の情報だけでなく、各下位

尺度の結果を集約したような指標も提案してもらえると、より現

場での実務にも使いやすいのではないかと思う。 
・集団分析の対象集団の人数の多寡によって結果の読み取り方が

変わってくるように思うので、人数に関係なく、同じように集団

分析結果を説明しても良いものなのか、いつも悩んでいる。 
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表 11-1-2．ヒアリング調査の概要（ストレスチェックサービス提供事業者）（続き） 

⑧ 集団分析を行う際に、どのような判定基準があれば職
場環境改善に活用しやすいと思うか 

・「こういう判定基準があれば職場環境改善に活用しやすい」とい

った具体的な案はとくにないが、研究班で何らかの判定基準を公

表してもらえると、事業場に結果をフィードバックする際に「高

リスク職場」であることを説明する際の根拠資料として使える

し、判定基準の公表自体が価値のあることではないかと思う。 

⑨ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 

・「いきいきプロフィール」の指標のうち「個人のいきいき（ワー

ク・エンゲイジメント）」は説明しやすいが「職場のいきいき（職

場の一体感）」を説明するのは少し難しいと感じる（とくに独立

性の高い職場では「職場のいきいき」は重視されないようにも感

じる）。この 2つの指標を同じ価値のあるものとして、縦軸と横
軸で 1つの図にプロットしても良いものなのか、疑問に感じる部
分がある。 
・属性別の標準値については、できるだけ多く公表してもらえると

助かる（契約先の事業場から「同業他社との比較」について尋ね

られることが多いため）。 
・ストレスチェックの際に「新職業性ストレス簡易調査票」の 80
項目に加えて、いくつか質問項目を追加できるようにしている

が、何か追加できそうな良い項目はないか。労災疾病臨床研究事

業費補助金「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境

改善の促進を目的とした調査項目及びその活用方法論の開発」で

開発した CAT（computerized adaptive testing）調査項目セッ
トのアイテムプールを活用することはできないか。 

・「仕事のストレス判定図」の改訂については、現行のような「仕

事のストレス要因と緩衝要因から将来の疾病休業のリスクを予

測するもの」に加えて「ストレス反応から現在の状況を把握する

もの」があると、より使いやすいのではないかと思う。 
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表 11-1-2．ヒアリング調査の概要（ストレスチェックサービス提供事業者）（続き） 

⑧ 集団分析を行う際に、どのような判定基準があれば職
場環境改善に活用しやすいと思うか 

・「こういう判定基準があれば職場環境改善に活用しやすい」とい

った具体的な案はとくにないが、研究班で何らかの判定基準を公

表してもらえると、事業場に結果をフィードバックする際に「高

リスク職場」であることを説明する際の根拠資料として使える

し、判定基準の公表自体が価値のあることではないかと思う。 

⑨ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 

・「いきいきプロフィール」の指標のうち「個人のいきいき（ワー

ク・エンゲイジメント）」は説明しやすいが「職場のいきいき（職

場の一体感）」を説明するのは少し難しいと感じる（とくに独立

性の高い職場では「職場のいきいき」は重視されないようにも感

じる）。この 2つの指標を同じ価値のあるものとして、縦軸と横
軸で 1つの図にプロットしても良いものなのか、疑問に感じる部
分がある。 

・属性別の標準値については、できるだけ多く公表してもらえると

助かる（契約先の事業場から「同業他社との比較」について尋ね

られることが多いため）。 
・ストレスチェックの際に「新職業性ストレス簡易調査票」の 80
項目に加えて、いくつか質問項目を追加できるようにしている

が、何か追加できそうな良い項目はないか。労災疾病臨床研究事

業費補助金「ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境

改善の促進を目的とした調査項目及びその活用方法論の開発」で

開発した CAT（computerized adaptive testing）調査項目セッ
トのアイテムプールを活用することはできないか。 

・「仕事のストレス判定図」の改訂については、現行のような「仕

事のストレス要因と緩衝要因から将来の疾病休業のリスクを予

測するもの」に加えて「ストレス反応から現在の状況を把握する

もの」があると、より使いやすいのではないかと思う。 

 

 

表 11-5-1．判定基準に対するヒアリング調査の概要（産業看護職） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・常勤保健師として卸売業を親会社とするグループ会社（18 事業
場）を担当している。子会社の業種は情報通信業や物流業など多

岐にわたる。 
・ストレスチェックの実施は EAP機関に委託しているが、自身も
実施者として関与している。 

② 担当事業場の集団分析結果と照らし合わせた場合、事
前に研究班が提示した判定基準（代表的な偏差値や効

果量に相当する得点を下位尺度ごとに示した一覧や、

項目の回答分布を示した一覧）は、担当事業場の実態

と合致していたか 

・担当事業場は、高ストレス者の割合も低く、比較的良好な職場

であるという実感を持っていたが、研究班から提示された判定

基準は、その実感とも合致していた。 
・「仕事の適性度」「働きがい」「仕事の満足度」の 3項目につ
いて担当事業場の回答分布と照らし合わせたが、業種間の分布

の違い（教育・学習支援業で高く、製造業で低いなど）も含め

て、実態と合致していた。 
・担当事業場では、各下位尺度の得点を 5段階評価に換算した値
の平均値が集団分析結果としてフィードバックされているが、5
段階評価の「3」という結果が、必ずしも「平均的である」とい
うことを意味しているわけではない（下位尺度によっては、平

均値よりも高い場合もあり得る）ことが分かった。 
・今回は事業場全体の集団分析結果と照らし合わせたが、部署別

の結果と照らし合わせると、部署間の違いがより明確に表れる

かもしれない。 

③ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 

・項目の回答分布については「非常にたくさんの仕事をしなければ

ならない」「時間内に仕事が処理しきれない」「かなり注意を集

中する必要がある」などの「心理的な仕事の負担」に含まれてい

る項目や「職場環境によるストレス」の項目が（とくに製造業に

おいて）ストレス度と関連しているのではないかと思い、注視し

てきた。また「上司からのサポート」や「同僚からのサポート」

に含まれている「次の人たちはどのくらい気軽に話ができます

か？」の項目も、広い意味で職場環境を反映しているのではない

かと思い、回答分布を把握している。 
・上記のほか、高ストレス者の中に「身体愁訴」の訴えが強い人が

多いことから「身体愁訴」の 11項目についても項目別に回答分
布を把握している。これらの項目についても回答分布を提示して

もらえると、判定基準として活用しやすいのではないかと思う。 
・「働きがい」の項目を「ワーク・エンゲイジメント」の代替指標

としたり「身体愁訴」の項目を「プレゼンティーイズム」の代替

指標としたりすることは可能か（現在、ストレスチェックで使用

する調査票を「新職業性ストレス簡易調査票」（80項目版）に切
り替えることを検討しているが、上記のような代替が可能なので

あれば、従来通り「職業性ストレス簡易調査票」（57項目版）で
十分かもしれない）。 
・「離職」をアウトカムとした知見が提示できれば、ストレスチェ

ックを離職防止にも活用できるのではないかと思う。 
・現在「仕事のストレス判定図」は集団分析結果としてフィードバ

ックされていないが、自身が知りたかったことは「仕事のストレ

ス判定図」で見える部分が多いのではないかと感じている。ただ、

事業場側からは「将来リスクの予測」よりも「現在どうなのか」

についての説明を求められることが多い。 
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表 11-5-2．判定基準に対するヒアリング調査の概要（産業医） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・嘱託産業医として製造業の本社を担当している。 
・ストレスチェックの実施は EAP機関に委託しているが、自身も
共同実施者として関与している。 

② 担当事業場の集団分析結果と照らし合わせた場合、事
前に研究班が提示した判定基準（代表的な偏差値や効

果量に相当する得点を下位尺度ごとに示した一覧や、

項目の回答分布を示した一覧）は、担当事業場の実態

と合致していたか 

・「心理的な仕事の負担（量）」については、平均的（多くもな

く、少なくもない）という実感を持っていたが、偏差値に換算

すると 50相当であり、実感と合致していた。 
・「仕事のコントロール度」と「上司からのサポート」について

は、偏差値に換算すると 50を上回っていたが、担当事業場は製
造業でも本社（オフィス）なので、工場等を含めた製造業の全

国平均よりも高い偏差値が出やすかった可能性がり、妥当な結

果と思われる（本社部門には「サポートをしなければいけな

い」と思っているリテラシーの高い人が集まっている印象があ

る）。 
・「同僚からのサポート」については、偏差値に換算すると 50を
下回っていたが、担当事業場では個人で行う業務が多い（その

人が休むと、その仕事はストップしてしまうような業務が多

い）ため、妥当な結果と思われる。 
・「活気」と「抑うつ感」については、偏差値に換算すると、そ

れぞれ 55弱、45弱であり、いずれも自身の実感よりも良好な
結果が出ているように感じられたが、担当事業場の集団は比較

的良好な集団なので、今回の判定基準が玉石混交の様々な製造

業の事業場から得られた回答をもとに算出されたものであるこ

とを踏まえると、実感とのズレは許容できる範囲ではないかと

思う。 

③ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 

・研究班が提示した判定基準を現場で活用する場合、当該事業場の

背景事情も踏まえながら偏差値や効果量を解釈してもらうのが

理想的とは思うが、必ずしもそのような解釈ができる事業場ばか

りとは限らないため、シンプルに「現状として、自身の担当事業

場は全国平均と比べてどうなのか」を読み取ってもらうためのベ

ンチマークとして、ニュートラルに判定基準を提示することで十

分ではないかと思う。 
・事業場によっては「事業場規模別の平均値」や「健康経営銘柄を

取得している事業場の平均値」など、様々なニーズがある可能性

もあるが、属性のことを言い始めると際限がない部分もある。 
・並行して開発を進めている「仕事のストレス判定図」の改訂版に

ついては、横断面（現状）と縦断面（1年後の将来予測）の両方
を把握できる点が良いと感じた。 
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表 11-5-3．判定基準に対するヒアリング調査の概要（産業看護職） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・常勤保健師として国立研究開発法人の研究機関（全国に複数ある

研究所のうち 1研究所）を担当している。 
・担当事業場の主な職種は研究職と事務職である。 
・ストレスチェックの実施者として関与している（ストレスチェッ

クの集計等は外部機関に委託しているが、外部機関の職員は実施

者としては関与していない）。 

② 担当事業場の集団分析結果と照らし合わせた場合、事
前に研究班が提示した判定基準（代表的な偏差値や効

果量に相当する得点を下位尺度ごとに示した一覧や、

項目の回答分布を示した一覧）は、担当事業場の実態

と合致していたか 

・「公務」を対象とした判定基準と照らし合わせた結果、概ね実

感と合致していると思ったが「仕事のコントロール」について

は、偏差値が 55～60相当に位置しており、実感より高い結果が
出ているように感じた。一言で「公務」と言っても、多様な職

種が含まれているので、単純に比較がすることができなかった

のかもしれない。 
・上記に関連して「専門/技術/研究職」を対象とした判定基準と照
らし合わせてみると、こちらの方が、より実感と合致する結果

が出ているように感じた（但し「上司からのサポート」や「同

僚からのサポート」については、研究室の研究内容によって、

かなり様相が異なっているため、判定基準との直接的な比較は

難しく、別々に集団分析を行って比較する必要があると感じ

た）。 
・上記のように、担当事業場の集団分析結果と判定基準を単純に

比較することは難しい部分はあるが「公務」や「専門/技術/研究
職」など、細かい属性別の判定基準が提示されることで、現場

にも集団分析結果を納得させやすくなるように思う。 

③ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 

・並行して開発を進めている「仕事のストレス判定図」の改訂版に

ついて「将来、当該職場に高ストレス者が何人出る可能性がある

か」を具体的な数値として提示できるのは、現場に説明する際に

もインパクトがあるように思う（一方で、あまり具体的に数値が

提示されると、少し怖い印象を与えるかもしれないので「あくま

でも概算である」ことを明記するなど、少し「ふんわり感」を出

した方が良いかもしれない。ユーザー側のリテラシーも問われる

ように思うので、判定図の見方に関する説明書や動画のようなも

のがあっても良いかもしれない）。 
・「仕事のストレス判定図」の改訂版では、横断面（現状）と縦断

面（1年後の将来予測）の両方のリスク値を提示できるようにし
ているが、ストレスチェックの実施から結果のフィードバックに

タイムラグが発生するため、個人的には縦断面のリスク値の方が

使いやすいと思った。 
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表 11-5-4．判定基準に対するヒアリング調査の概要（産業医） 

① 基本属性（担当事業場の業種、担当事業場でのストレ
スチェック制度における立場） 

・専属産業医として製造業の本社・工場を担当している。 
・ストレスチェックの実施は EAP機関に委託しているが、自身も
共同実施者として関与している。 

② 担当事業場の集団分析結果と照らし合わせた場合、事
前に研究班が提示した判定基準（代表的な偏差値や効

果量に相当する得点を下位尺度ごとに示した一覧や、

項目の回答分布を示した一覧）は、担当事業場の実態

と合致していたか 

・「心理的な仕事の負担（量）」については、偏差値に換算する

と 50を少し上回っていた。今回は様々な職種を含めた事業場全
体の集団分析結果と照らし合わせたため、職種別に分析する

と、少し異なった結果が出る可能性はあるが、事業場全体とし

て負担感は少しあるのではないかという実感を持っており、そ

の実感とは合致していた。 
・「仕事のコントロール度」「上司からのサポート」「同僚から

のサポート」についても、偏差値に換算すると 50を少し上回っ
ていた。担当事業場ではラインケア研修等のメンタルヘルス教

育に力を入れているので「コミュニケーションを取らなければ

いけない」と思っている管理監督者は多いのではないかと思

う。また、チームで協力し合うような業務が多く、これらの背

景を踏まえると、いずれも妥当な結果ではないかと思う。 
・「仕事の適性」「働きがい」「仕事の満足度」の 3項目の回答
分布については、担当事業場では「仕事の適性」がやや低いこ

とが課題となっている一方で、面倒見の良い事業場であり、こ

れらの背景を踏まえると、いずれも妥当な結果ではないかと思

う。 

③ ストレスチェックとその活用方法に関する自由意見 

・並行して開発を進めている「仕事のストレス判定図」の改訂版に

ついて「全産業版」と「製造業版」の結果を比較した限りでは、

高ストレス者の発生確率も含めて、前者の方がより実態に即した

結果が出ているのではないかと感じた。判定図を業種別に作成す

る場合、その判定図は「全産業版」と比べて、どの指標を重視（重

み付け）してリスク値を算出しているのかを明示しておくと、よ

り使いやすいのではないかと思う。 
・「仕事のストレス判定図」の改訂版では、横断面（現状）と縦断

面（1年後の将来予測）の両方のリスク値を提示できるようにし
ているが、担当事業場では「総合健康リスク」が毎年 100 前後
で、ほとんど変動していない状況なので、リスク値が変動しやす

い横断面の方が（現場への対応は少し難しくなると感じつつも）

経年変化も含めて、職場の評価がしやすいように思う 
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令和 6年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

職業性ストレス簡易調査票の妥当性・有用性の検証：インターネット調査 

 

研究代表者 堤  明純 北里大学医学部公衆衛生学 教授 

研究分担者 渡辺 和広 北里大学医学部公衆衛生学 講師 

松崎 慶一 北里大学医学部公衆衛生学 講師 

研究協力者 井上 嶺子 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

関根 康寛 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

菊池 尚樹 北里大学医学部公衆衛生学 大学院生 

 

研究要旨 

目的：本研究では、２つのインターネット調査を行い、厚生労働省 労災疾病臨床研究事業

費補助金「職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案」で新しく設定する標

準値と係数の妥当性と有用性を評価することを目的とした。 

方法：前向き調査は、インターネット調査会社に登録されているパネルモニター約 220 万

人の中から、現在、就業している、会社、団体、官公庁または自営業主や個人家庭に雇わ

れて給料・賃金を得ている 18歳～64 歳までの労働者（役員を含む）を対象とした。抽出

条件として、労働力調査（基本統計 2022 年）の年齢構成比に準じて、男女比 1:1 を加え

た。新しい働き方であるテレワークの特徴を捉えるため、調査対象の半数がテレワークを

行っている労働者となるように設定した。2023 年 12 月に実施した調査と 2024 年 11 月に

実施した調査の両方に参加し同意の得られた 1741 人のデータセットを用いて、厚生労働

省が推奨する高ストレス判定で抽出される高ストレス者と 1 か月以上の疾病休業の経験

と関連するかを評価した （予測妥当性の検証）。さらに、令和５年度の検討で、疾病休業

への寄与が伺われた職業性ストレス簡易調査票の尺度と項目、および、新職業性簡易調査

票の尺度得点と、同じく令和５年度の検討で疾病休業への寄与が伺われた項目を検討し

た。 
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2024 年 10 月に実施した 25,000 人の労働者のデータからなる大規模横断研究において、

職業性ストレス簡易調査票と K6 および PHQ9 を同時に測定するインターネット調査を実

施して、K6 13 点以上、PHQ9 15点以上で評価されるケースをアウトカムとする ROC 分析

を行った（スクリーニングとしての有用性の検証）。 

結果：前向き研究では、現行の基準で判定される高ストレス状態が、調査後に発生する 1

か月以上の疾病休業を予測することが示された。高ストレス状態以外にも、職業性ストレ

ス簡易調査票（57項目版）および新職業性ストレス簡易調査票（80項目版）のいくつか

の尺度・項目が疾病休業を予測する可能性が示された。 

労働者 25,000人の回答を得た横断調査では、職業性ストレス簡易調査票について、厚生

労働省が推奨するカットオフポイントでは、高ストレス者として抽出される頻度は 18.8%

であった。K6高値、PHQ9高値をケースとした際の陽性尤度比は、厚生労働省が推奨する

カットオフポイントで、いずれも 5を超えており有益な情報が得られるレベルであった。 

結論：職業性ストレス簡易調査票の妥当性と有用性の検証を行った。多様な労働者の集団

において、高ストレス状態と高ストレス状態以外のいくつかの尺度・項目に、疾病休業を

アウトカムとした予測妥当性があることを示した。K6、PHQ9高値をアウトカムとした際、

高ストレス状態を抽出することにより有益な情報が得られることを示した。ストレスチ

ェック制度を応用した労働者のリスク評価に当たり、現行の高ストレス者の抽出が妥当

であることとともに、追加の質問項目を加えて応用ができる可能性を示した。 

A. 研究目的 

ストレスチェック制度では、「職業性ス

トレス簡易調査票」が、労働者の心身の状

況を把握されるために汎用され、この調査

票を用いて作成される「仕事のストレス判

定図」が職場のメンタルヘルス対策に役立

てられている(1)。 

職業性ストレス簡易調査票および仕事
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のストレス判定図は、平成７～11 年度労

働省「作業関連疾患の予防に関する研究班

―ストレス測定グループ」により開発され

たが、働き方が大きく変化しており、職場

におけるメンタルヘルス対策も進んでい

る中、調査票の標準値の見直し、仕事のス

トレス判定図を作図するための係数の見

直し、新しく使われ始めている 80 項目

版調査票を用いて集団分析を行うための

判断基準が求められている。 

本研究では、厚生労働省 労災疾病臨床

研究事業費「職業性ストレス簡易調査票に

関する新しい基準値の提案」で新しく設定

する標準値と係数の有用性を評価するた

めの２種類のインターネット調査を実施

した。 

 

１．前向き調査 

2015（平成 27）年度～2017（平成 29）

年度に実施した厚生労働省 厚生労働科学

研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）

「ストレスチェック制度による労働者の

メンタルヘルス不調の予防と職場環境改

善効果に関する研究」（研究代表者：川上

憲人）において、疾病休業をアウトカムと

した前向き調査が行われた。金融業の 1.4

万人の労働者を対象として、ストレス調査

後 1 年間の追跡が行われた。男性 6.6 倍、

女性 2.8 倍のハザード比で高ストレス者

の休業リスク上昇が観察された。集団寄与

危険割合は、それぞれ、23.8%、21.0%であ

った(2) 

一方で、宋らは、ある製造業における後

ろ向きコホート研究で高ストレス状態と

メンタルヘルス不調による 7 日以上の疾

病休業の関連を認めなかった。業種や職種

によって疾病休業を予測するスコアが異

なることが考察された(3)。 

そこで、今回、インターネット調査で収

集した多様な労働者集団で、厚生労働省が

勧めている基準で高ストレス状態が疾病

休業と関連があるかを確認する （予測妥当

性の確認）ことを目的とした。 

さらに、新旧職業性ストレス簡易調査票

の有用性を検討するため、高ストレス状態

以外でも疾病休業を予測する尺度や項目

がないかを探索した。職業性ストレス簡易

調査票では、令和５年度の検討（ 「職業性
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ストレス簡易調査票に関する新しい基準

値の提案」令和５年度分担研究報告書、ス

トレスチェックの集団分析を行うための

判定基準の検討：既存データによる予備的

検討および産業保健専門職等へのヒアリ

ング調査（分担研究者：井上彰臣））で１

か月以上の精神疾患による疾病休業への

寄与が伺われた尺度と項目を検討した。新

職業性簡易調査票では、尺度得点と、同じ

く令和５年度の検討で、1週間以上の精神

疾患による疾病休業への寄与が伺われた

項目を検討した。それぞれの職業性ストレ

ス簡易調査票の基準値は、本研究で収集し

たストレスチェックデータ（職業性ストレ

ス簡易調査票 12,154,418 件、新職業性ス

トレス簡易調査票 1,637,642 件）を用い

て、尺度値もしくは項目の値について、代

表的な偏差値や効果量に相当する得点を

算出し、下位の得点 （偏差値 40相当未満、

効果量-0.8 相当未満）グループをリスク

グループとした。 

 

２．大規模横断調査 

2015（平成 27）年度～2017（平成 29）

年度 厚生労働省 厚生労働科学研究費補

助金（労働安全衛生総合研究事業）「スト

レスチェック制度による労働者のメンタ

ルヘルス不調の予防と職場環境改善効果

に関する研究」（研究代表者：川上憲人）

で実施した労働者 1650 人の回答を得たイ

ンターネット調査では、職業性ストレス簡

易調査票について、厚生労働省が推奨する

カットオフポイントでは、高ストレス者と

して抽出される頻度は 16.7%であった。K6 

13 点以上の高値をケースとした際の陽性

尤度比は、厚生労働省が推奨するカットオ

フポイントで、6.5で有益な情報が得られ

るレベルであった(4)。 

今回、より大規模なデータを用いて、K6

高値、PHQ9 高値をアウトカムとしたスク

リーニングパフォーマンスを検討して、現

行のカットオフの有用性を確認すること

を目的とした。 

 

B. 研究方法 

１．前向き調査 

2023年 12月に、インターネット調査会

社に登録されているパネルモニター約
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220 万人の中から、メールやホームページ

上の広告等を通じて研究参加の呼びかけ

を行い、参加に同意した者に質問票へ回答

いただいた。 

調査対象は、調査当時、就業していて、

会社、団体、官公庁または自営業主や個人

家庭に雇われて給料・賃金を得ている労働

者（役員を含む）で、年齢は 18 歳～64歳

までとした。さらに、抽出条件として、労

働力調査（基本統計 2022 年）の年齢構成

比（年代 18-24:25-34:35-44:45-54:55-

64=1:2:2.5:3:2.5）に準じて、男女比 1:1

を加えた。高齢者は追跡調査時に退職して

いる可能性を考慮し、多めにサンプリング

した。新しい働き方であるテレワークの特

徴を捉えるため、調査対象の半数がテレワ

ークを行っている労働者となるように設

定した。すなわち、テレワークをしている

労働者の比率は、オーバーサンプリングと

なった。 

2024年 11月に追跡調査を行い、両調査

に同意を得て回答した労働者を解析対象

とした。 

高ストレス状態は、職業性ストレス簡易

調査票の 57 項目版の得点結果を用いて、

厚生労働省「労働安全衛生法に基づくスト

レスチェック制度実施マニュアル」(1)に

準じて、高ストレス者割合（％）を、合計

点を用いる方法を用いて算出した。 

さらに、職業性ストレス簡易調査票（57

項目版）および新職業性ストレス簡易調査

票（80項目版）の有用性を検討するため、

高ストレス状態以外でも疾病休業を予測

する尺度や項目がないかを探索した。 

職業性ストレス簡易調査票では、令和５

年度の検討（「職業性ストレス簡易調査票

に関する新しい基準値の提案」令和５年度

分担研究報告書、ストレスチェックの集団

分析を行うための判定基準の検討：既存デ

ータによる予備的検討および産業保健専

門職等へのヒアリング調査（分担研究者：

井上彰臣））で１か月以上の疾病休業への

寄与が伺われた尺度と項目を検討した。 

57 項目版で「１ヵ月以上の疾病休業」

をアウトカムとした場合の ROC 分析で、

overall model qualityが 0.55以上だっ

た尺度および項目は、以下のようであった。 

------------------------------- 
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＜仕事の負担・資源＞ 

・心理的な仕事の負担（質）0.55 

・仕事のコントロール度 0.58 

・仕事の適性度 0.58 

・上司からのサポート 0.55 

・同僚からのサポート 0.59 

＜アウトカム＞ 

・疲労感 0.60 

・不安感 0.68 

・抑うつ感（6項目）0.64 

・抑うつ感（3項目）0.65 

------------------------------- 

（数値は overall model quality） 

 

新職業性簡易調査票では、尺度得点と、

同じく令和５年度の検討で、１週間以上の

精神疾患による疾病休業への寄与が伺わ

れた項目を検討した。 

80 項目版で「１週間以上の精神疾患に

よる疾病休業」をアウトカムとした場合の

ROC 分析で、overall model quality が

0.55 以上だった尺度は以下のようであっ

た。 

------------------------------- 

＜仕事の負担・資源＞ 

・情緒的負担 0.58 

・経済・地位報酬 0.55 

＜アウトカム＞ 

・活気 0.56 

------------------------------- 

それぞれの職業性ストレス簡易調査票

の基準値は、本研究で収集したストレスチ

ェックデータ（職業性ストレス簡易調査票

12,154,418 件、新職業性ストレス簡易調

査票 1,637,642件）を用いて、尺度値もし

くは項目の値について、代表的な偏差値や

効果量に相当する得点を算出し（本総括・

分担報告書81～98ページ）、下位の得点

（偏差値40相当未満、効果量-0.8相当未満）

グループをリスクグループとした。 

職業性ストレス簡易調査票の各下位尺

度の得点は、「労働安全衛生法に基づくス

トレスチェック制度実施マニュアル」に掲

載されている素点換算表に基づき、各項目

の得点を単純加算あるいは得点を逆転さ

せた上で加算し（各下位尺度の得点範囲は、

当該尺度を構成する項目数によって異な

る）、合計得点が高いほど当該指標の程度
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が大きいと解釈するように算出した。 

新職業性ストレス簡易調査票の各下位

尺度の得点は、2009 （平成 21）年度～2011

（平成 23）年度 厚生労働省 厚生労働科

学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事

業）「労働者のメンタルヘルス不調の第一

次予防の浸透手法に関する調査研究」（研

究代表者：川上憲人）の報告書に掲載され

ている算出方法に基づき、各項目の得点を

単純加算あるいは得点を逆転させた上で

加算したものを項目数で除し（いずれの下

位尺度も得点範囲が 1～4点となる）、合計

得点が高いほど当該指標が良好な状態に

あると解釈するように算出した。 

疾病休業の有無については、初回調査時

から第 2 回調査までの間に、体調不良等

で、1か月以上休職した経験の有無を尋ね

た。 

交絡要因として以下の属性を測定した。

性、年齢（18-34, 35-44, 45-54, 55-64）、

婚姻状況（既婚、未婚）、教育歴（高校卒、

専門学校卒・短大・高専卒、大学卒・大学

院卒、その他）、世帯年収（～400 万円、

401 万円～600 万円、601 万円～800 万円、

801万円～1000 万円、1001 万円～1200 万

円、1201万円～1500万円、1501万円以上）、

雇用形態（正社員、非正規社員）、平均週

労働時間（30時間以下、31時間～40時間、

41時間～50時間、51時間～60時間、61時

間以上）、職業 （理理職、専門職・術者者、

事務職・サービス、生産術能職・その他の

仕事）、日本標準産業分類大分類項目表に

基づく業種。 

調査対象集団の基本属性を確認した後、

初回調査時の高ストレス状態と第 2 回調

査までの疾病休業の関連性を、χ2 検定を

用いて検証した。さらに両者の関連をロジ

スティック回帰分析で検討し、オッズ比と

その 95%信頼区間を求めた。さらに、疾病

休業に対する高ストレス状態のインパク

トを推計するため、集団寄与危険割合を算

出した。 

既存データを用いた令和５年度研究で

疾病休業の予測妥当性が高いことが期待

された、職業性ストレス簡易調査票の尺度

および新職業性ストレス簡易調査票のリ

スクグループ（偏差値 40相当未満、効果

量-0.8 相当未満）について、上共変量を
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調整したオッズ比と 95%信頼区間を求め

た。 

 

２．大規模横断調査 

2024年 10月に、全国の 20 歳から 65歳

の男女で、会社、団体、官公庁または自営

業主や個人家庭に雇われて給料・賃金を得

ている 25,000人を、インターネット調査

会社を通してリクルートし、オンライン上

で調査票への回答を求めた。 

アウトカムとなるメンタルヘルス指標

は、K6得点および PHQ9得点に基づいて評

価した。K6 は、過去 30 日間の心理的ス

トレス反応を測定するために開発された

質問票で、合計得点（得点範囲は 0～24 点）

が高いほど、気分・不安障害の可能性が高

い(5, 6)。本研究では、13 点以上をメン

タルヘルス不調のケースと想定してシミ

ュレーションを行った。 

PHQ9 は、うつ病のスクリーニングや重

症度を評価するための尺度で、過去１週間

の問題について尋ねる９問の質問項目か

らなる（得点範囲は 0～27 点）(7, 8)。本

研究では、15 点以上をうつ病性障害の症

状レベルが中等度～重度のケースと想定

してシミュレーションを行った。 

まず、職業性ストレス簡易調査票のスト

レス反応を縦軸、ストレス要因および修飾

要因を横軸に配置するフィールド上で K6 

ケース、PHQ9ケースの分布図を描いた。 

次に、高ストレス者選定に利用する３つ

の要素得点を変更させる複数のシミュレ

ーションにより、スクリーニングツールの

特性として、感度、特異度、Youden Index、

ROC 分析に基づく AUC と陽性反応的中度、

陰性反応的中度、および、陽性尤度比と陰

性尤度比を算出した。 

高ストレス者抽出のイメージ（図 12-1）

において、高ストレス者を定義する際の職

業性ストレス簡易調査票の各要素得点に

は、「㋐を規定するストレス反応」の得点、

「㋑を規定するストレス要因と周囲のサ

ポート」、および、「㋑を規定するストレス

反応」の得点がある。これらの得点を、一

要素ずつ変動させるシミュレーションに

よって得られるスクリーニング特性を算

出した。 

統計解析には、IBM SPSS Statistics, 
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Version 27 を用いた。 

 

倫理的配慮 

本研究は、北里大学医学部・病院倫理委

員会の認証（B23-52、B24-065）を得て実

施した。 

 

C. 研究結果 

１．前向き調査 

第１回、第２回ともに回答があったのは、

1967 人（初回調査回答者 2891 人のうち

68.0%）であった。このうち、本研究への

参加（質問票への再回答）に同意しない者

166 人、第２回調査時点で仕事をしていな

い者 60 人を除いた 1741 人（初回調査参

加者のうち 60.2%）を解析対象とした。 

対象者の属性を表 12-1に示す。男性 862

人、女性 879人で、平均 45.6歳であった。

第一次産業は少ないが、多様な集団と考え

られた。 

初回調査において、この集団で、306人

（17.6%）が高ストレス者と判定された。

初回調査以降、第 2回目の調査までに、体

調を崩して仕事を１か月以上休んだ労働

者は 122人（7.0%）であった。 

初回調査時の高ストレス状態と第 2 回

調査までの疾病休業の関連を表 12-2 に示

す。高ストレス者に疾病休業が多いことが

確認された（χ2 = 28.275, p<0.001）。 

ロジスティック回帰分析の結果を表

12-3 に示す。交絡要因調整前の解析で、

高ストレス状態はオッズ比 2.81 （95%信頼

区間 1.89-4.16）で疾病休業との関連を認

めた。集団寄与危険割合は 24.1%であった。 

性、年齢、婚姻状況、教育歴、収入、雇

用形態、労働時間、職業、産業、テレワー

クの有無を調整した後も同様の関連（オッ

ズ比 2.71; 1.77-4.14; 集団寄与危険割合 

23.1%））を認めた。 

 

高ストレス状態以外での検討 

職業性ストレス簡易調査票の尺度・項目

では、心理的な仕事の負担（質）、仕事の

適性度、疲労感、不安感、抑うつ感（６項

目、３項目）が、追跡期間の疾病休業と有

意に関連していた。同僚からのサポートは、

偏差値 40（5.95 点）未満のグループで疾

病休業の有意なリスク上昇がみられた。不

－107－



 

安感や抑うつ感などのストレス反応と疾

病休業の関連性は総じて高かったが、スト

レス要因でも心理的な仕事の負担（質）の

関連性は高かった（表 12-4）。 

新職業性ストレス簡易調査の尺度では、

アウトカム（心的ストレス反応）と疾病休

業の間に関連が認められた。偏差値レベル

と効果量レベルで一致はしていないもの

の、得点レベルの低い方で、仕事の資源（作

業レベル）と、弱いながらも仕事の資源（部

署レベル）の関連性が伺われた。新職業性

ストレス簡易調査の項目では、情緒的負担

と活気が疾病休業と関連する傾向が見ら

れた（表 12-4）。 

 

2．大規模横断調査 

回答者は平均年齢 50歳（標準偏差 9.8）

で、その他の属性は表 12-5 に示すようで

あった。 

高ストレス者は、4710 人（18.8%）、K6 

得点 13 点以上のメンタルヘルス不調を疑

わせるケースは 3448 人（13.8%）、PHQ9得

点 15 点以上は、3122 人（12.5%）であっ

た。 

 

職業性ストレス簡易調査票を使用した場

合の、ストレス要因およびストレス反応で

作成したマトリックス内における K6 得

点、PHQ9得点の分布 

職業性ストレス簡易調査票を使用した

場合、K6得点 13 点以上、PHQ9得点 15点

以上のケースの多くは、ストレス要因と周

囲のサポート、ストレス反応ともに 60点

以上の領域に分布していた （図12-2, 3）。 

高ストレス状態で K6 高値のケースをス

クリーニングすると見立てた場合の感度

は 69.9%、特異度は 89.3%、Youden Index

は 0.592、AUC は 0.796、陽性反応適中度

は 51.2%、陰性反応適中度は 94.9%、陽性

尤度比は 6.5、陰性尤度比は 0.3であった。 

高ストレス状態で PHQ9 高値のケースを

スクリーニングすると見立てた場合の感

度は 66.4%、特異度は 87.9%、Youden Index

は 0.543、AUC は 0.772、陽性反応適中度

は 44.0%、陰性反応適中度は 94.8%、陽性

尤度比は 5.5、陰性尤度比は 0.4であった。 

 

K6 得点 13 点以上をケースと想定し、職
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業性ストレス簡易調査票の各カットオフ

ポイントを移動させた場合のスクリーニ

ングパフォーマンス指標の変化 

K6 高値をアウトカムとした場合、他得

点を一定にした際、「㋐を規定するストレ

ス反応」カットオフポイント 70 で、

Youden index0.658、AUC 0.829と、最高

のスクリーニングパフォーマンスが観察

された。ただし、高ストレス者として抽出

される頻度は、対象者の３割（27.7%）で、

陽性反応的中度 42%を甘受しなければな

らない。陽性尤度比も 5を切る。一方で、

高ストレス者の頻度を 10%程度とするに

は、 「㋐を規定するストレス反応」95 をカ

ットオフポイントとすればよいが、６割程

度のケースの見落としを甘受する必要が

ある（感度 42.1%）。 

「㋐を規定するストレス反応」および

「㋑を規定するストレス反応」を一定にし

た場合、「㋑を規定するストレス要因と周

囲のサポート」カットオフポイントを 63

点 （現行の基準）とすると、この中でパフ

ォーマンス高値となる（Youden index 

0.592）が、この水準のカットオフポイン

トの移動では、パフォーマンスにあまり差

は見られなかった。 

「㋑を規定するストレス反応」の移動で

は、カットオフポイントを 60に下げると、

Youden indexが最高値となった （0.631）。

ただし、３割を超える労働者 （34.8％）が

高ストレス者として抽出されるものの、陽

性反応適中率は 35.4％であった（表 12-

6）。 

PHQ9 高値に対しては、他得点を一定に

した際、「㋐を規定するストレス反応」カ

ッ ト オ フ ポ イ ン ト 70 で 、 Youden 

index0.616、AUC 0.808と、最高のスクリ

ーニングパフォーマンスが観察された。た

だし、高ストレス者として抽出される頻度

は、対象者の３割（27.7%）で、陽性反応

的中度 36.8%を甘受しなければならない。

陽性尤度比も 5を切る。一方で、高ストレ

ス者の頻度を 10%程度とすると「㋐を規定

するストレス反応」は 95 をカットオフポ

イントとすればよいが、６割程度のケース

の見落としを甘受する必要がある（感度

39.0%）。 

「㋐を規定するストレス反応」および
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「㋑を規定するストレス反応」を一定にし

た場合、「㋑を規定するストレス要因と周

囲のサポート」カットオフポイントを 60

点とすると、この水準でパフォーマンスが

最高 （0.543）になるが、K6高値をアウト

カムとしたときと同じく、現行のカットオ

フ（63）とほぼ同じレベルであった。 

「㋑を規定するストレス反応」の移動で

は、カットオフポイントを 60に下げると、

Youden index が最高値をとる（0.595）。

K6 高値の時と同じく、3 割 5 分に及ぶ労

働者が高ストレス者として抽出され、陽性

適中度（31.2%）、尤度比（3.2）となる （表

12-7）。 

 

D. 考察 

１．前向き調査 

多様な労働者からなる集団で、厚生労働

省が推奨する判定基準で抽出される高ス

トレス状態は、調査後 11か月以内に発生

した 1 か月以上の疾病休業と関連を認め

た。研究方法の違いから、休業発生のタイ

ミングは不明で、ハザード比も求めること

はできないが、高ストレス状態の頻度と算

出された相対危険（オッズ比）の値から、

先行研究とほぼ同じ集団寄与危険割合が

算出された(2)。 

調査対象がインターネット調査への回

答者であること、第一次産業の従事者は少

ない （一方でテレワークを行っている労働

者は多い）ことなどの一般化の限界はある

が、職業性ストレス簡易調査票をもって厚

生労働省が推奨する判定基準で抽出され

る高ストレス状態が多様な労働者の疾病

休業を予測する可能性が示された。 

疾病休業者の 2 割を高ストレス状態が

説明するという所見（集団寄与危険割合）

は、職場でストレス対策を行うこと（高ス

トレス状態を減らしていくこと）の重要性

を示すものである。別の解析では、高スト

レス状態は 3年後までの離職と関連し、そ

の集団寄与危険割合は、約１割（9%）であ

ることが示されている(9)。雇用の流動化

が進み、労働者の確保・定着は、経営者の

重大な関心事になっている中、職場のスト

レス対策が、健康経営とも密接に関連する

ことを支持する所見と言える。 

高ストレス状態以外にも、職業性ストレ
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ス簡易調査票（57 項目版）および新職業

性ストレス簡易調査票（80 項目版）のい

くつかの尺度 ・項目が疾病休業を予測する

可能性が示された。職場でストレス対策を

行うにあたり、高ストレス判定とこれらの

尺度得点を組み合わせた指標を用いるこ

とは合理的と思われる。 

ストレスチェックの結果を用いて、それ

ぞれの職場で高ストレス状態、もしくは、

疾病休業を予測する指標を策定する試み

は行われている。 

山下は、全測定値の正規変換と正規性の

検証、外れ値の切り捨て、分布の中央の基

準区間の推定と上限値の逆変換を行う方

法を紹介し、自社で基準値の設定を試みる

ことを勧めている(10)。 

Kurisu らは、ストレスチェック結果に

機械学習を適用して、7日以上の疾病休業

を職業性ストレス簡易調査票のストレス

反応得点が予測すること、また、分析で得

られる他指標も組み合わせることで、効率

的なストレス対策の行動計画を策定でき

る可能性を示している(11)。 

 

2．大規模横断調査 

インターネット調査で、ストレス尺度と

アウトカム尺度を同時に測定することで、

ストレス尺度のスクリーニング特性を推

定した。25,000 名の労働者のサンプルが

得られ、職業性ストレス簡易調査票におい

て、厚生労働省が推奨するカットオフポイ

ントと、それを変化させるシミュレーショ

ンを行うことで、最適なスクリーニングの

ヒントを得ることを目的とした。今回、調

査対象となった労働者は多様な職種、年齢

層を有するものの、我が国の一般労働者を

代表するものではない点については留意

を要するが、以下のような知見が得られた。 

今回の調査対象では、職業性ストレス簡

易調査票における厚生労働省が推奨する

カットオフポイントで、K6 高値、PHQ9高

値をアウトカムとした陽性反応的中度は

5 割を超えていた。陽性尤度比も 5 を超

えており、有益な情報が得られるレベルで

あった。これらは、2015 （平成 27）年度～

2017（平成 29）年度 厚生労働省 厚生労

働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研

究事業）「ストレスチェック制度による労
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働者のメンタルヘルス不調の予防と職場

環境改善効果に関する研究」で観察された

ものと、ほぼ同等のスクリーニングパフォ

ーマンスであった（K6 をアウトカムとし

たものは、前回調査より好成績であった  

PHQ9 高値に対しては、高ストレス者指標

のスクリーニングパフォーマンスは、K6

高値ほどではなかったが、有益であると思

われた）。しかし、臨床上ターゲットとす

る障害をまず（probable）ルール・インで

きるような尤度比（10 以上）を示すカッ

トオフポイントはなかった(12)。 

カットオフポイントを操作することで、

実務に資する所見をまとめると以下のよ

うになる。職業性ストレス簡易調査票では、

ストレス反応のカットオフポイントを 10 

ポイントほど下げるか、もしくは、ストレ

ス要因と周囲のサポートのカットオフポ

イントを 20 ポイントほど下げることで、

スクリーニングパフォーマンスが最良に

なる。しかし、高ストレス者として抽出さ

れる頻度は、対象者の４割近く（34.8～

35.3%）となり、陽性反応的中度 35%を甘

受しなければならない。ストレス反応のカ

ットオフポイントを動かすか、ストレス要

因と周囲のサポートのカットオフポイン

トを動かすかは、面接指導で重点を置くポ

イント（職場環境改善を重視するなら後者、

など）によって決定してよいと思われる。

一方で、高ストレス者として抽出する頻度

を 10%程度とすると「㋐を規定するストレ

ス反応」90 点をカットオフポイントとす

ればよいが５割強のケースの見落としを

甘受する必要がある（感度 46.1%）。 

職場におけるメンタルヘルス不調のス

クリーニングプログラムは、望ましい効果

が望ましくない効果を上回る明確な科学

的根拠が不足しているため、WHOが最近発

表したガイドラインでは、推奨も反対もし

ないとされている(13)。職場でスクリーニ

ングプログラムを実施する場合は、１）ス

クリーニングで陽性となった人々への科

学的根拠に基づく治療やケアへのアクセ

スするためのフォローアップの確保、２）

スクリーニング結果を提供および解釈し

フォローアップケアへの紹介を理理する

専門家の関与、３）プライバシーと機密性

の確保、４）スクリーニング陽性者の差別
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防止のため人権原則と倫理的配慮の順守

を含める必要がある。 

さらに、効率についての限界にも留意が

必要である。必ずしも有病率が高くない集

団への検査の陽性反応的中度は低い。職場

は、一般に、少なくとも就業が可能な労働

者の集団であり、ある程度の事前確率が見

込まれる対象とは検査のパフォーマンス

が異なることに留意が必要である。 

尺度特性を知って戦略を立てる事は有

用である。ストレスチェック実施者として、

自身の所属している事業場の産業保健ス

タッフ等でのキャパシティに合わせて、カ

ットオフポイントの調節により適切な事

後措置の計画を立てることが可能になる。

感度を上げる（カットオフポイントを下げ

る）ことによって、見落としを少なくでき

る（当然、拾いすぎることによる偽陽性が

多くなる）。特異度を上昇させる（カット

オフポイントを上げる）ことにより、見落

としは多くなるが、偽陽性を少なくさせる

ことができる。さらに、事前の事業場の状

況から、（予測）有病率に基づく、計画立

案も可能である。 

 

E. 結論 

厚生労働省が推奨している職業性スト

レス簡易調査票から算出される高ストレ

ス状態は、メンタルヘルス不調を抽出する

ための有益な情報を与え、将来の疾病休業

を予測する。高ストレス状態以外でも、疾

病休業と関連がある職業性ストレス簡易

調査票（57 項目版）および新職業性スト

レス簡易調査票（80 項目版）で測定され

る尺度および項目がある。職場のメンタル

ヘルス対策として、これら指標を使用する

ことは合理的と思われる。 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

G. 知的所有権の取得状況 

なし 
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表 12-1 前向き調査対象者の属性 

  
度数 % 

性別 男性 862 49.5 

 
女性 879 50.5 

    

年齢 18-34 338 19.4 

 
35-44 427 24.5 

 
45-54 537 30.8 

 
55-64 439 25.2 

 
      

婚姻状況 既婚 958 55.0 

 
未婚 783 45.0 

  
    

最終学歴 高校卒 306 17.6 

 
専門学校卒・短大・高専卒 361 20.7 

 
大学卒・大学院卒 1050 60.3 

 
その他 24 1.4 

  
    

世帯年収 ～400 万円 431 24.8 

 
401 万円～600 万円 406 23.3 

  601 万円～800 万円 343 19.7 

 
801 万円～1000 万円 252 14.5 

 
1001 万円～1200 万円 136 7.8 

 
1201 万円～1500 万円 94 5.4 

 
1501 万円以上 79 4.5 

 
    

 

雇用形態 正社員 1273 73.1 

 
非正規社員 468 26.9 

  
   

平均週労働時間 30 時間以下 338 19.4 

 
31 時間～40 時間 522 30.0 

  41 時間～50 時間 596 34.2 

 
51 時間～60 時間 185 10.6 

 
61 時間以上 100 5.7 

 
      

職業 理理職 268 15.4 
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専門職・術者者 438 25.2 

 
事務職・サービス 755 43.4 

 
生産術能職・その他の仕事 280 16.1 

    

産業 農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業 10 0.6 

 建設業 67 3.8 

 製造業 328 18.8 

 電気・ガス・熱供給・水道業 24 1.4 

 情報通信業 170 9.8 

 運輸業、郵便業 69 4.0 

 卸売業、小売業 165 9.5 

 金融業、保険業 90 5.2 

 不動産業、物品賃貸業 34 2.0 

 学者研究、専門・術者サービス業 49 2.8 

 宿泊業、飲食サービス業 40 2.3 

 生活関連サービス業、娯楽業 29 1.7 

 教育、学習支援業 98 5.6 

 医療、福祉 207 11.9 

 複合サービス業 25 1.4 

 サービス業（他に分類されないもの） 170 9.8 

 公務（他に分類されないものを除く） 109 6.3 

 分類不能の産業（その他） 57 3.3 

 
      

テレワークの有無 行っている 810 46.5 

 
行っていない 931 53.5 

 
      

高ストレス者 高ストレスなし 1435 82.4 

 
高ストレスあり 306 17.6 

 
      

前回調査からの 1 か月間 なし 1619 93.0 

の休職の経験 あり 122 7.0 
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表 12-2 高ストレス状態（2023 年）と調査後の疾病休業の関連 

   疾病休業 

合計    なし あり 

高ストレス状態 なし 度数 1356 79 1435 

% 94.5% 5.5% 100.0% 

あり 度数 263 43 306 

% 85.9% 14.1% 100.0% 
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表 12-3 高ストレス状態（2023年）と調査後の疾病休業の関連 ロジスティック回帰分析

結果 

  

オッズ比 

95%信頼区間  

オッズ比  

95%信頼区間 

    下限 上限   下限 上限 

ストレス 高ストレス者以外 1       1     

  高ストレス者 2.81 1.89 4.16   2.71 1.77 4.14 

性別 男性         1     

  女性         1.04 0.66 1.66 

年齢 18-34         1.00     

  35-44         0.46 0.27 0.79 

  45-54         0.42 0.25 0.72 

  55-64         0.31 0.17 0.59 

婚姻状況 既婚         1     

  未婚         0.82 0.52 1.27 

最終学歴 高校卒         1.00     

  専門学校卒・短大・高専卒         1.34 0.71 2.54 

  大学卒・大学院卒         1.01 0.57 1.79 

  その他         0.91 0.18 4.64 

世帯年収 ～400万円         1     

  401万円～600万円         0.57 0.32 1.01 

  601万円～800万円         0.73 0.40 1.32 

  801万円～1000万円         0.64 0.32 1.29 

  1001万円～1200万円         0.22 0.06 0.79 

  1201万円～1500万円         0.93 0.37 2.36 

  1501万円以上         0.78 0.30 2.04 

雇用形態 正社員         1     

  非正規社員         0.61 0.34 1.10 

週労働時間 30時間以下         1     

  31時間～40時間         0.51 0.29 0.90 

  41時間～50時間         0.44 0.24 0.80 

  51時間～60時間         0.42 0.19 0.91 

  61時間以上         0.36 0.14 0.94 

職業 理理職         1     

  専門職・術者者         0.75 0.38 1.48 

  事務職・サービス         0.56 0.28 1.09 
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  生産術能職・その他の仕事         0.58 0.27 1.22 

産業 農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業         1     

  建設業         0.78 0.12 5.15 

  製造業         0.54 0.10 3.06 

  電気・ガス・熱供給・水道業         0.48 0.05 4.60 

  情報通信業         0.34 0.05 2.10 

  運輸業、郵便業         0.37 0.05 2.66 

  卸売業、小売業         0.22 0.03 1.47 

  金融業、保険業         0.67 0.11 4.24 

  不動産業、物品賃貸業         0.75 0.09 5.99 

  学者研究、専門・術者サービス業         0.78 0.11 5.41 

  宿泊業、飲食サービス業         0.62 0.08 4.59 

  生活関連サービス業、娯楽業         1.09 0.15 7.73 

  教育、学習支援業         0.48 0.07 3.20 

  医療、福祉         0.31 0.05 1.87 

  複合サービス業         0.79 0.08 7.45 

  サービス業（他に分類されないもの）         0.56 0.09 3.32 

  公務（他に分類されないものを除く）         0.70 0.11 4.22 

  分類不能の産業（その他）         0.64 0.10 4.25 

  定数 0.058       1.006     
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表 12-4 既存データを基にした解析で有用性が伺われた職業性ストレス簡易調査票の尺度

および新職業性ストレス簡易調査票からピックアップした項目（2023 年調査）と疾病休業

との関連 ロジスティック回帰分析結果 

 

項目（偏差値レベル） OR 
95%信頼区間  

項目（効果量レベル） OR 
95%信頼区間 

下限 上限  下限 上限 

57項目版                 

心理的な仕事の負担（質） 2.48 1.50 4.09   心理的な仕事の負担（質） 2.48 1.50 4.09 

仕事のコントロール度  0.94 0.52 1.70   仕事のコントロール度  1.26 0.80 1.99 

仕事の適性度  1.86 1.23 2.80   仕事の適性度  1.86 1.23 2.80 

疲労感 2.54 1.61 4.02   疲労感 1.90 1.27 2.85 

不安感 2.87 1.88 4.37   不安感 2.87 1.88 4.37 

抑うつ感（6項目） 2.63 1.76 3.92   抑うつ感（6項目） 2.44 1.64 3.62 

抑うつ感（3項目） 1.90 1.23 2.93   抑うつ感（3項目） 2.37 1.60 3.52 

上司からのサポート 1.17 0.74 1.84   上司からのサポート 1.17 0.74 1.84 

同僚からのサポート 1.62 1.01 2.59   同僚からのサポート 1.09 0.73 1.61 

         

80項目版         

仕事の負担 0.71 0.37 1.39   仕事の負担 0.63 0.36 1.11 

仕事の資源（作業レベル） 1.32 0.82 2.10   仕事の資源（作業レベル） 1.59 1.04 2.42 

仕事の資源（部署レベル） 1.52 0.99 2.31   仕事の資源（部署レベル 1.19 0.78 1.80 

仕事の資源（部署レベル）* 1.50 0.98 2.29   仕事の資源（部署レベル）* 1.16 0.77 1.75 

仕事の資源（事業場レベル） 1.12 0.70 1.80   仕事の資源（事業場レベル） 1.11 0.73 1.69 

アウトカム 

（心理的ストレス反応） 

2.22 1.42 3.47 

  

アウトカム 

（心理的ストレス反応） 

1.96 1.30 2.96 

情緒的負担  1.73 1.00 3.01   情緒的負担  1.73 1.00 3.01 

経済・地位報酬 1.38 0.85 2.25   経済・地位報酬 1.38 0.85 2.25 

活気 1.52 0.98 2.35   活気 1.52 0.98 2.35 

OR: オッズ比 

仕事の資源（部署レベル）* 家族友人の支援を含む 
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表 12-5 大規模横断調査（2024 年）対象者の属性 

 
 度数 % 

性別 男性 16654 66.6 

 女性 8346 33.4 

       

年代 20 代 937 3.7 

 30 代 3046 12.2 

 40 代 6730 26.9 

 50 代 9765 39.1 

 60 代 4522 18.1 

 
     

婚姻 既婚 15729 62.9 

 未婚 9271 37.1 

 
     

子ども あり 14062 56.2 

 なし 10938 43.8 

       

最終学歴 中学校卒 344 1.4 

 高校卒 6273 25.1 

 専門学校卒 3083 12.3 

 短大・高専卒 2143 8.6 

 大学卒 11460 45.8 

 大学院卒 1553 6.2 

 在学中 31 0.1 

 その他 113 0.5 

 
     

世帯年収 ～400 万円 6293 25.2 

 401 万円～600 万円 5985 23.9 

 601 万円～800 万円 5180 20.7 

 801 万円～1000 万円 3519 14.1 

 1001 万円～1200 万円 1962 7.8 

 1201 万円～1500 万円 1128 4.5 

 1501 万円以上 933 3.7 

       

業種 農業、林業 70 0.3 

 漁業 12 0.0 
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 鉱業、採石業、砂利採取業 26 0.1 

 建設業 1235 4.9 

 製造業 5268 21.1 

 電気・ガス・熱供給・水道業 389 1.6 

 情報通信業 1415 5.7 

 運輸業、郵便業 1425 5.7 

 卸売業、小売業 2471 9.9 

 金融業、保険業 1199 4.8 

 不動産業、物品賃貸業 494 2.0 

 学者研究、専門・術者サービス業 491 2.0 

 宿泊業、飲食サービス業 621 2.5 

 生活関連サービス業、娯楽業 444 1.8 

 教育、学習支援業 1332 5.3 

 医療、福祉 2937 11.7 

 複合サービス業 306 1.2 

 サービス業（他に分類されないもの） 2172 8.7 

 公務（他に分類されないものを除く） 1829 7.3 

 分類不能の産業 864 3.5 

       

職種 営業・販売 3042 12.2 

 研究・開発・術者者 3128 12.5 

 総務・人事 670 2.7 

 財務・経理 465 1.9 

 企画・マ－ケティング 298 1.2 

 広報・広告・デザイン 107 0.4 

 事務職 3124 12.5 

 理理職 1808 7.2 

 会社経営・役員 520 2.1 

 公務員・団体職員 2155 8.6 

 教職員 661 2.6 

 専門職(医師・看護士・弁護士など) 1634 6.5 

 自由業 80 0.3 

 自営業 80 0.3 

 パート・アルバイト 3633 14.5 

 契約社員・派遣社員 1672 6.7 

 専業主婦（主夫） 173 0.7 
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 無職 96 0.4 

 短大・専門学校生 5 0.0 

 大学生 16 0.1 

 大学院生 3 0.0 

 その他 1630 6.5 

       

 
     

雇用形態 正規の職員・従業員、会社などの役員 17734 70.9 

 パート、アルバイト、契約社員、嘱託、派遣社員 7266 29.1 

       

週労働時間 30 時間以下 4277 17.1 

 31 時間～40 時間 8046 32.2 

 41 時間～50 時間 8624 34.5 

 51 時間～60 時間 2583 10.3 

 61 時間以上 1470 5.9 
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図 12-１ 職業性ストレス簡易調査票から作成される高ストレス者抽出のイメージ 

 

出典 ：厚生労働省労働基準局安全衛生部、労働衛生課産業保健支援室. 労働安全衛生法に基

づくストレスチェック制度実施マニュアル 令和 3年 2月改訂版 
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図 12-2 ストレス調査結果と K6 得点の関連 

 

 

図 12-3 ストレス調査結果と PHQ9得点の関連 
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表 12-6 K6得点 13点以上をケースと想定し職業性ストレス簡易調査票の各カットオフポ

イントを移動させた場合のスクリーニング特性の変化（N=25000） 

cutoff Prevalence 
sensitivity 

(%) 

specificity 

(%) 
YI AUC PPV NPV PLR NLR 

㋐を規定するストレス反応 

55 57.1 96.8  49.3 0.461 0.730 23.4 99.0 1.9 0.1 

60 46.0 94.5  61.8 0.563 0.782 28.4 98.6 2.5 0.1 

65 35.3 90.4  73.6 0.640 0.820 35.4 98.0 3.4 0.1 

70 27.7 84.4  81.3 0.658 0.829 42.0 97.0 4.5 0.2 

77 18.8 69.9  89.3 0.592 0.796 51.2 94.9 6.5 0.3 

80 16.0 62.7  91.4 0.541 0.771 53.9 93.9 7.3 0.4 

85 12.8 53.0  93.6 0.466 0.733 57.1 92.6 8.3 0.5 

90 11.0 46.1  94.6 0.407 0.704 57.7 91.7 8.5 0.6 

95 10.1 42.1  95.0 0.371 0.685 57.3 91.1 8.4 0.6 

          

㋑を規定するストレス要因と周囲のサポート 

45 20.6 70.77 87.4 0.582 0.791 47.4 94.9 5.6 0.3 

50 20.4 70.62 87.7 0.583 0.792 47.8 94.9 5.7 0.3 

55 20.0 70.53 88.1 0.586 0.793 48.7 94.9 5.9 0.3 

60 19.4 70.27 88.7 0.590 0.795 50.0 94.9 6.2 0.3 

63 18.8 69.90 89.3 0.592 0.796 51.2 94.9 6.5 0.3 

70 17.4 67.75 90.6 0.584 0.792 53.6 94.6 7.2 0.4 

75 16.3 65.31 91.6 0.569 0.785 55.4 94.3 7.8 0.4 

          

㋑を規定するストレス反応 
 

55  37.2 91.0 71.4 0.624 0.812 33.8 98.0 3.2 0.1 

60 34.8 89.2 73.9 0.631 0.815 35.4 97.7 3.4 0.1 

65 30.3 84.3 78.4 0.627 0.814 38.4 96.9 3.9 0.2 

70 24.2 77.4 84.3 0.617 0.808 44.1 95.9 4.9 0.3 

76 18.8 69.9 89.3 0.592 0.796 51.2 94.9 6.5 0.3 

80 17.1 66.9 90.8 0.578 0.789 53.8 94.5 7.3 0.4 

85 16.1 64.8 91.6 0.564 0.782 55.3 94.2 7.7 0.4 

90 15.8 64.0 91.9 0.559 0.780 55.8 94.1 7.9 0.4 

95 15.7 63.8 91.9 0.557 0.779 55.9 94.1 7.9 0.4 
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表 12-7 PHQ9 得点 15 点以上をケースと想定し職業性ストレス簡易調査票の各カットオフ

ポイントを移動させた場合のスクリーニング特性の変化（N=25000） 

cutoff Prevalence 
sensitivity 

(%) 

specificity 

(%) 
YI AUC PPV NPV PLR NLR 

㋐を規定するストレス反応 

55 57.1 95.9 48.4 0.443 0.722 21.0 98.8 1.9 0.1 

60 46.0 93.2 60.8 0.540 0.770 25.3 98.4 2.4 0.1 

65 35.3 88.4 72.3 0.607 0.803 31.3 97.8 3.2 0.2 

70 27.7 81.7 80.0 0.616 0.808 36.8 96.8 4.1 0.2 

77 18.8 66.4 87.9 0.543 0.772 44.0 94.8 5.5 0.4 

80 16.0 59.3 90.2 0.495 0.747 46.2 94.0 6.0 0.5 

85 12.8 49.3 92.4 0.417 0.708 48.0 92.7 6.5 0.5 

90 11.0 43.0 93.5 0.365 0.682 48.7 92.0 6.6 0.6 

95 10.1 39.0 94.0 0.330 0.665 48.1 91.5 6.5 0.6 

          

㋑を規定するストレス要因と周囲のサポート 

45 20.6 67.5 86.1 0.536 0.768 41.0 94.9 4.9 0.4 

50 20.4 67.4 86.3 0.537 0.769 41.3 94.9 4.9 0.4 

55 20.0 67.2 86.8 0.540 0.770 42.0 94.9 5.1 0.4 

60 19.4 67.0 87.4 0.544 0.772 43.1 94.9 5.3 0.4 

63 18.8 66.4 87.9 0.543 0.772 44.0 94.8 5.5 0.4 

70 17.4 64.6 89.3 0.539 0.770 46.3 94.6 6.0 0.4 

75 16.3 62.5 90.3 0.528 0.764 48.0 94.4 6.5 0.4 

          

㋑を規定するストレス反応 

55  37.2 88.9 70.2 0.591 0.796 29.9 97.8 3.0 0.2 

60 34.8 86.8 72.7 0.595 0.797 31.2 97.5 3.2 0.2 

65 30.3 81.8 77.1 0.589 0.794 33.7 96.7 3.6 0.2 

70 24.2 73.8 82.9 0.567 0.783 38.1 95.7 4.3 0.3 

76 18.8 66.4 87.9 0.543 0.772 44.0 94.8 5.5 0.4 

80 17.1 63.8 89.5 0.533 0.767 46.5 94.5 6.1 0.4 

85 16.1 62.0 90.4 0.524 0.762 48.0 94.3 6.5 0.4 

90 15.8 61.4 90.7 0.521 0.760 48.5 94.3 6.6 0.4 

95 15.7 61.2 90.7 0.520 0.760 48.6 94.3 6.6 0.4 
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令和 6年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

職業性ストレス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01） 

分担研究報告書 

 

高ストレス者を抽出する新しいアルゴリズム開発の試み 

 

分担研究者 渡辺和広（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 

 

目的：本研究では、職業性ストレス簡易調査票を用いたストレスチェック制度における高

ストレス者判定基準に機械学習のアプローチを適用し、既存基準と性能を比較すること

を目的とした。 

方法：2024年 10 月に労働者 25,000人を対象としたインターネット調査を実施した。職業

性ストレス簡易調査票とともに Patient Health Questionnaire 9項目版 (PHQ-9) を測

定し、PHQ-9 の 15 点以上を高ストレス者の代理指標とした。ランダムフォレストの不純

度減少量に基づいて下位尺度を選別した後、決定木による訓練を行い、判定基準を構築し

た。 

結果：職業性ストレス簡易調査票の下位尺度別不純度減少量は、抑うつ感、身体愁訴、不

安感、および仕事や生活の満足感の順に高かった。この 4 下位尺度を使用した決定木に

おいて 15種類の判定基準が提示され、それらの性能は、精度 90.3%、感度 39.7%、特異度

97.5%であった。既存の判定基準の性能は精度 84.4%、感度 70.4%、特異度 86.4%であった。 

結論：職業性ストレス簡易調査票の下位尺度の一部を使うことで、より高精度に抑うつ状

態を判定できる可能性が示された。また、既存の判定基準では使用されていない満足感も

重要な情報となる可能性がある。 

 

Ａ．研究目的 

2015年から施行されたストレスチェック

制度においては、高ストレス者を対象とし

た医師による面接指導を行うことが定めら

れている。この制度における高ストレス者

とは、1) 心身のストレス反応に関する項目

の評価点の合計が高い者、または 2) 心身

のストレス反応に関する項目の評価点の合

計が一定以上であり、かつ仕事のストレス

要因および周囲のサポートに関する項目の

評価点の合計が著しく高い者、のいずれか

に該当する者とされている (厚生労働省，

2016)。 

制度上で使用が推奨されている職業性ス

トレス簡易調査票 (Brief Job Stress 

Questionnaire, BJSQ) を用いた場合は、1) 
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の基準では心身のストレス反応の合計点が

77 点以上、2) の基準では心身のストレス

反応の合計点が 77点以上、かつ仕事のスト

レス要因および周囲のサポートの合計点が

76 点以上、という基準が示されている

(Tsutsumi et al., 2017)。この基準で判定

された高ストレス者は、非高ストレス者に

比べて将来の疾病休業リスクが有意に高い

こ と が 先 行 研 究 で 確 認 さ れ て お り 

(Tsutsumi et al., 2018)、一定の予測的妥

当性が担保されている。 

しかし、高ストレス者の判定にあたり、

BJSQの情報を十分に活用できているかは未

検証で、より優れた判定基準が存在する可

能性がある。現在の判定基準は BJSQ の各下

位尺度を合計した 2 つの得点のみを用いて

おり、簡便であるが情報量が少ない可能性

がある。BJSQ の各下位尺度を個別で用いる

など、より高ストレス者を高精度で判定で

きる基準が設定できる可能性がある。 

以上から本研究では、ストレスチェック

制度における高ストレス者判定基準の探索

に機械学習のアプローチ (ランダムフォレ

スト、決定木) を適用し、得られた判定基

準の性能を、既存基準の性能と比較するこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究デザインとセッティング 

本研究は横断研究デザインで実施した。

2024 年 10 月に、インターネット調査会社 

(楽天インサイト) に調査を依頼し、労働者

25,000名を対象としたインターネット調査

を実施した。調査は調査会社が保有するモ

ニターに対して募集が行われ、適格基準に

該当した回答者が 25,000 名に達した時点

で調査が中止された。回答者は調査会社に

より設定したポイントを得られた (詳細非

公開)。 

調査実施前にすべての回答者からインフ

ォームド・コンセントを取得した。本研究

は、北里大学医学部・病院倫理委員会の承認

を得ている (B24-065)。 

２．参加者 

本研究の労働者の適格基準は、1) 労働を

行っている者 (労働者)、および 2) 会社、

団体、官公庁または自営業主や個人家庭に

雇われて給料・賃金を得ている者 (役員を

含む) をいずれも満たす者とした。 

３．測定項目 

BJSQ (57 項目版) (下光他，2000) とと

もに、抑うつ症状を評価する Patient 

Health Questionnaire 9 項目版 (PHQ-9) 

を測定した (Muramatsu et al., 2018)。

PHQ-9は、9項目 4件法 (全くない [0点] 

～ほとんど毎日 [3点]) で測定される質問

紙で、総得点を 0～27点の範囲で算出する。

抑うつ症状の重症度は、0～4点がなし、5～

9点が軽度、10～14点が中等度、15～19点

が中等度～重度、および 20～27点が重度と

評価される。本研究では、中等度以上の抑う

つ症状に該当する 15 点以上を高ストレス

者の代理指標とみなし、アウトカムとして

使用した。 
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４．統計解析 

BJSQ の各下位尺度の合計得点を算出し、

アウトカムの分類に使用した。下位尺度の

得点は、いずれも得点が高いほど当該指標

の程度が大きいと解釈するように算出した。 

機械学習による高ストレス者判定基準の

探索と検証は、ホールドアウト法によって

行った (図 13-1)。参加者 25,000名を、PHQ-

9の得点 (15 点未満/15点以上) で層別化

したうえで訓練データ (n=20,000) と検証

データ (n=5,000) に分割し、訓練データで

訓練させたモデルの分類性能を検証データ
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Ｃ．研究結果 
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では、製造業 (21.1%)、医療・福祉 

(11.7%)、次いで卸売・小売業 (9.9%) に

従事する労働者が多かった。抑うつ症状を

評価する PHQ-9では、15点以上の者が

3,122名おり、全体の 12.5%が本研究にお
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た。 
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を分類するうえで多くの情報を提供してい

 
 

の基準では心身のストレス反応の合計点が

77 点以上、2) の基準では心身のストレス

反応の合計点が 77点以上、かつ仕事のスト
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位尺度を合計した 2 つの得点のみを用いて
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など、より高ストレス者を高精度で判定で
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とを目的とした。 
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１．研究デザインとセッティング 

本研究は横断研究デザインで実施した。

2024 年 10 月に、インターネット調査会社 

(楽天インサイト) に調査を依頼し、労働者

25,000名を対象としたインターネット調査

を実施した。調査は調査会社が保有するモ

ニターに対して募集が行われ、適格基準に

該当した回答者が 25,000 名に達した時点

で調査が中止された。回答者は調査会社に

より設定したポイントを得られた (詳細非

公開)。 

調査実施前にすべての回答者からインフ

ォームド・コンセントを取得した。本研究

は、北里大学医学部・病院倫理委員会の承認

を得ている (B24-065)。 

２．参加者 

本研究の労働者の適格基準は、1) 労働を

行っている者 (労働者)、および 2) 会社、

団体、官公庁または自営業主や個人家庭に

雇われて給料・賃金を得ている者 (役員を

含む) をいずれも満たす者とした。 

３．測定項目 

BJSQ (57 項目版) (下光他，2000) とと

もに、抑うつ症状を評価する Patient 

Health Questionnaire 9 項目版 (PHQ-9) 

を測定した (Muramatsu et al., 2018)。

PHQ-9は、9項目 4件法 (全くない [0 点] 

～ほとんど毎日 [3点]) で測定される質問

紙で、総得点を 0～27点の範囲で算出する。

抑うつ症状の重症度は、0～4点がなし、5～

9点が軽度、10～14点が中等度、15～19点

が中等度～重度、および 20～27点が重度と

評価される。本研究では、中等度以上の抑う

つ症状に該当する 15 点以上を高ストレス

者の代理指標とみなし、アウトカムとして

使用した。 
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る (2分割したノードの純度を高くするこ

とに貢献している) と解釈することができ

る。上位から順に、抑うつ感、身体愁訴、

不安感、および仕事や生活の満足感が重要

度が高かった。この後の決定木の訓練に

は、上記の 4下位尺度を使用した。 

３．決定木による高ストレス者判定基準 

表 13-2は、上記 4下位尺度を使用して

決定木を訓練した場合に、PHQ-9 が 15点

以上の者を判定する基準を示している。訓

練された決定木からは、6つの条件からな

る判定基準が 15 種類提示された。訓練デ

ータ (n= 20,000) に含まれた 2,498名の

PHQ-9が 15 名の者のうち、最も多くの者

を分類できた (n=250、10.01%) のは基準

12の「抑うつ感 21点以上、満足感 3点以

下、不安感 10点以上」であった。次い

で、基準 13 の「抑うつ感 21点以上、満足

感 4点、身体愁訴 17 点以上」が 130名 

(5.20%) を分類した。 

４．決定木の分類性能 

表 13-3は、現在の制度上で用いられて

いる既存の判定基準、および決定木で提示

された 15種類の判定基準を検証データに

適用した際の分類性能を示している。既存

の基準では、5,000名のうち 4,219名 

(84.4%) を正しく分類した。感度は

70.4%、特異度は 86.4%、尤度比は 5.17、

Youden Indexは 0.57 であった。決定木に

よる基準では、5,000 名のうち 4,516名 

(90.3%) を正しく分類した。感度は

39.7%、特異度は 97.5%、尤度比は 16.10、

Youden Indexは 0.37であった。 

図 13-3は、2つの基準における受信者

操作特性曲線 (ROC曲線) を示している。

曲線下の面積を示す AUCは、既存の基準で

0.880、決定木による基準で 0.903であっ

た。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、ストレスチェック制度にお

ける高ストレス者判定基準の探索に機械学

習のアプローチを適用した。決定木に基づ

いて提示された判定基準の分類性能は、精

度、特異度、および AUCの指標において既

存の判定基準よりも優れた値を示した。心

身のストレス反応、および仕事のストレス

要因・周囲のサポートの合計点を使うだけ

ではなく、下位尺度の得点を組み合わせて

判定に使用することで、より高精度に抑う

つ状態を判定できる可能性がある。 

決定木の構築に使用された下位尺度は、

抑うつ感、不安感、および身体愁訴と、い

ずれも心身のストレス反応であった。抑う

つ状態と関連の強い尺度を優先して使用す

ることで、精度を高められる可能性があ

る。加えて、本研究では仕事や生活の満足

感が抑うつ状態の判定に重要な役割を果た

すことも明らかとなった。BJSQの満足感 

(2項目) は既存の基準では使用されてい

ないため、合わせて使用することで判定の

精度を高められる可能性がある。 
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一方で、提示された判定基準は、特異度

が高い反面感度が低く、PHQ-9が 15点以

上の者の見逃しが多かった。これは、PHQ-

9が 15点以上の者が全体の 12.5%と少な

く、分類精度を高めるうえで特異度が高く

なるよう訓練を行った結果と考えられる。

また、条件が複雑で、解釈しづらい基準も

あった。例えば、基準 1では、抑うつ感が

12～13点であること、および身体愁訴が

21点「以下」であることが必要である。

これらは実際の運用場面では必ずしも適さ

ない特徴であることに留意する必要があ

る。 

さらに、ストレスチェック制度における

高ストレス者という概念自体が学術的には

十分に定義されていないこと、本研究では

高ストレス者を PHQ-9が 15点以上である

という「抑うつ状態 (中等度以上)」に仮

定した場合の議論であること、ストレスチ

ェック制度では精神疾患のスクリーニング

を行うべきではないこと、にも注意が必要

である。 

本研究には限界がある。本研究の参加者

はインターネット調査会社のモニターに登

録された労働者であり、特に、男性の労働

者、50代以上の労働者、医療・福祉業に

従事する労働者の割合が高かった。一般の

労働者集団への一般化可能性は高くないと

考えられる。 

 

Ｅ．結論 

BJSQの下位尺度の一部を使うことで、よ

り高精度に抑うつ状態を判定できる可能性

が示された。また、既存の判定基準では使用

されていない満足感も重要な情報となる可

能性がある。 
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とに貢献している) と解釈することができ

る。上位から順に、抑うつ感、身体愁訴、

不安感、および仕事や生活の満足感が重要

度が高かった。この後の決定木の訓練に

は、上記の 4下位尺度を使用した。 

３．決定木による高ストレス者判定基準 

表 13-2は、上記 4下位尺度を使用して

決定木を訓練した場合に、PHQ-9が 15点

以上の者を判定する基準を示している。訓

練された決定木からは、6つの条件からな

る判定基準が 15種類提示された。訓練デ

ータ (n= 20,000) に含まれた 2,498名の

PHQ-9が 15名の者のうち、最も多くの者

を分類できた (n=250、10.01%) のは基準

12の「抑うつ感 21点以上、満足感 3点以

下、不安感 10点以上」であった。次い

で、基準 13の「抑うつ感 21点以上、満足

感 4点、身体愁訴 17 点以上」が 130名 

(5.20%) を分類した。 

４．決定木の分類性能 

表 13-3は、現在の制度上で用いられて

いる既存の判定基準、および決定木で提示

された 15種類の判定基準を検証データに

適用した際の分類性能を示している。既存

の基準では、5,000名のうち 4,219名 

(84.4%) を正しく分類した。感度は

70.4%、特異度は 86.4%、尤度比は 5.17、

Youden Indexは 0.57 であった。決定木に

よる基準では、5,000 名のうち 4,516名 

(90.3%) を正しく分類した。感度は

39.7%、特異度は 97.5%、尤度比は 16.10、

Youden Indexは 0.37であった。 

図 13-3は、2つの基準における受信者

操作特性曲線 (ROC曲線) を示している。

曲線下の面積を示す AUCは、既存の基準で

0.880、決定木による基準で 0.903であっ

た。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、ストレスチェック制度にお

ける高ストレス者判定基準の探索に機械学

習のアプローチを適用した。決定木に基づ

いて提示された判定基準の分類性能は、精

度、特異度、および AUCの指標において既

存の判定基準よりも優れた値を示した。心

身のストレス反応、および仕事のストレス

要因・周囲のサポートの合計点を使うだけ

ではなく、下位尺度の得点を組み合わせて

判定に使用することで、より高精度に抑う

つ状態を判定できる可能性がある。 

決定木の構築に使用された下位尺度は、

抑うつ感、不安感、および身体愁訴と、い

ずれも心身のストレス反応であった。抑う

つ状態と関連の強い尺度を優先して使用す

ることで、精度を高められる可能性があ

る。加えて、本研究では仕事や生活の満足

感が抑うつ状態の判定に重要な役割を果た
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精度を高められる可能性がある。 
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図13-1. 機械学習による高ストレス者判定基準の探索と検証の方法 
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表13-1. インターネット調査参加者の基本属性 (n = 25,000) 
 n (%) 
年代  

20–29歳 937 (3.7) 
30–39歳 3,046 (12.2) 
40–49歳 6,730 (26.9) 
50–59歳 9,765 (39.1) 
60–65歳 4,522 (18.1) 
性別  
男性 16,509 (66.0) 
女性 8,252 (33.0) 
その他/回答しない 239 (0.9) 
雇用形態  
正社員・正職員 17,734 (70.9) 
その他 7,266 (29.1) 
業種  
農林水産業 82 (0.3) 
鉱業・採石業・砂利採取業 26 (0.1) 
建設業 1,235 (4.9) 
製造業 5,268 (21.1) 
電気・ガス・熱供給・水道業 389 (1.6) 
情報通信業 1,415 (5.7) 
運輸・郵便業 1,425 (5.7) 
卸売・小売業 2,471 (9.9) 
金融・保険業 1,199 (4.8) 
不動産・物品賃貸業 494 (2.0) 
学術研究・専門・技術サービス業 491 (2.0) 
宿泊・飲食サービス業 621 (2.5) 
生活関連サービス・娯楽業 444 (1.8) 
教育・学習支援業 1,332 (5.3) 
医療・福祉 2,937 (11.7) 
複合サービス業 306 (1.2) 
サービス業 (他に分類されないもの) 2172 (8.7) 
公務 (他に分類されないものを除く) 1829 (7.3) 
分類不能の産業 864 (3.5) 
PHQ-9 (重症度)  
0–4点 (なし) 12,231 (48.9) 
5–9点 (軽症) 6,285 (25.1) 
10–14点 (中等度) 3,362 (13.4) 
15–19点 (中等度～重度) 2,161 (8.6) 
20–27点 (重度) 961 (3.8) 
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図13-2. ランダムフォレストにおけるBJSQ下位尺度の重要度 (平均不純度減少量) 

注．訓練データ (n = 20,000) における結果。 
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表13-3. 既存の判定基準および決定木による判定基準の分類性能 

 PHQ-9≥15 (+) PHQ-9<15 (-) 合計 

既存の判定基準    

陽性 439 596 1,035 

陰性 185 3,780 3,965 

合計 624 4,376 5,000 

決定木による判定基準    

陽性 248 108 356 

陰性 376 4,268 4,644 

合計 624 4,376 5,000 

注．検証データ (n = 5,000) における結果。網掛け部が正しく分類できた者を表す。 
 

図13-3. 2つの判定基準における受信者操作特性曲線 
注．検証データ (n = 5,000) における結果。緑の曲線が既存の判定基準、赤の曲線が決定木による判定基準を表す。 
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研究要旨 本研究では、2015（平成 27）年度～2017（平成 29）年度に実施した厚生労働科

学研究費補助金事業において、大規模事業場から提供を受けた既存データを二次分析し、

「仕事の適性（の低さ）」と「働きがい（のなさ）」が、精神疾患による 1ヵ月以上の長期疾

病休業に及ぼす影響を検討した。単一の金融業から提供を受けた 14,687名（男性 7,343名、

女性 7,344名：過去 3年以内の長期疾病休業歴なし）の「職業性ストレス簡易調査票」の回

答データと回答後約 1年間の疾病休業データ（人事データ）を二次分析の対象とした。Cox

比例ハザードモデルにより、職業性ストレス簡易調査票に含まれる「仕事の適性」（1項目：

仕事の内容は自分にあっている）と「働きがい」（1 項目：働きがいのある仕事だ）の各質

問項目について、「1＝そうだ」と回答した群に対する「2＝まあそうだ」、「3＝やや違う」、

「4＝違う」と回答した群の精神疾患による長期疾病休業のハザード比（HR）とその 95％信

頼区間（CI）を算出した。追跡期間中（5,258,910人日）に 51名（男性 23名、女性 28名）

が精神疾患による 1ヵ月以上の長期疾病休業に至った。性別、年齢、勤続年数、職種、職位

を調整後、「仕事の適性」の質問項目に対する回答が「1＝そうだ」から「4＝違う」になる

に従って、精神疾患による長期疾病休業のハザード比が高くなり、有意な用量反応関係が認

められた（p for trend＜0.001）。とくに「3＝やや違う」、「4＝違う」と回答した群のハザ

－140－



ード比が有意であった（「2＝まあそうだ」：HR＝1.20、95%CI＝0.35–4.12、「3＝やや違う」：

HR＝3.95、95%CI＝1.15–13.6、「4＝違う」：HR＝7.17、95%CI＝1.90–27.1）。「働きがい」に

ついては、精神疾患による長期疾病休業の有意なハザード比が認められたのは「4=違う」と

回答した群のみであり（「2＝まあそうだ」：HR＝0.50、95%CI＝0.25–1.02、「3＝やや違う」：

HR＝1.01、95%CI＝0.44–2.31、「4＝違う」：HR＝2.74、95%CI＝1.06–7.08）、用量反応関係は

有意傾向であった（p for trend＝0.072）。以上の結果から、仕事の適性の低さや、働きが

いのなさは、精神疾患による 1 ヵ月以上の長期疾病休業のリスクを高めることが示唆され

た。これらの指標は、職業性ストレス簡易調査票を用いて各 1項目で測定できるため、スト

レスチェックの集団分析の際に、これらの回答分布（仕事の適性は「3＝やや違う」～「4＝

違う」、働きがいは「4＝違う」の回答割合）を確認することで、当該職場の精神疾患による

長期疾病休業リスクの把握に役立てられる可能性が考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 疾病休業は、労働者と事業者の双方にと

って大きな経済的・人的損失をもたらすた

め、その予防は産業保健および企業経営に

おいて重要な課題である。とくに、精神疾患

による長期疾病休業は、労働者の健康だけ

でなく、企業の生産性にも深刻な影響を及

ぼすことが報告されている（Burton ら，

2008）。こうした背景の中で、近年、わが国

の企業ではジョブ型雇用の導入が検討され

るなど、これまで以上に労働者の仕事の適

性が重視されつつある。適性に基づいた職

務配置は、労働者のメンタルヘルスに寄与

するとの研究報告もある（Kristof-Brownら，

2005）。また、若年層を中心に「働きがい」

を重視する傾向が高まっており、働きがい

のある職場での就業が、モチベーションや

メンタルヘルスの改善に寄与することが期

待されている（Stegerら，2012）。本研究で

は、大規模事業場から提供を受けた既存デ

ータを二次分析し、「仕事の適性（の低さ）」

と「働きがい（のなさ）」が、精神疾患によ

る 1 ヵ月以上の長期疾病休業に及ぼす影響

を検討した。 
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Ｂ．研究方法 

 2015（平成 27）年度～2017（平成 29）年

度 厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金

（労働安全衛生総合研究事業）「ストレスチ

ェック制度による労働者のメンタルヘルス

不調の予防と職場環境改善効果に関する研

究」（研究代表者：川上憲人）において、単

一の金融業から 14,711名の「職業性ストレ

ス簡易調査票」（下光ら，2000）の回答デー

タと回答後約 1 年間の疾病休業データ（人

事データ）の提供を受けた。このうち、過去

3年以内の長期疾病休業歴がない 14,687名

（男性 7,343 名、女性 7,344 名）のデータ

を二次分析の対象とした。 

 職業性ストレス簡易調査票に含まれる

「仕事の適性」（1項目：仕事の内容は自分

にあっている）と「働きがい」（1項目：働

きがいのある仕事だ）の各質問項目につい

て、Kaplan-Meier法によって回答選択肢（「1

＝そうだ」、「2＝まあそうだ」、「3＝やや違

う」、「4＝違う」）別に精神疾患による 1 ヵ

月以上の長期疾病休業の累積ハザードをプ

ロットするとともに、Cox比例ハザードモデ

ルによって「1＝そうだ」と回答した群に対

する「2＝まあそうだ」、「3＝やや違う」、「4

＝違う」と回答した群の精神疾患による長

期疾病休業のハザード比（HR）とその 95％

信頼区間（CI）を算出した。これらの分析に

際し、追跡期間中に退職した者は「打ち切り

例」として取り扱った。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究の実施にあたり、北里大学医学部・

病院倫理委員会（承認番号：B15-113）およ

び産業医科大学倫理委員会（承認番号：

ER23-005）の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

 対象者の基本属性を表 14-1に示した。対

象者の平均年齢は 41.5歳、平均勤続年数は

12.5 年であった。最も多い職種は販売

（47.9%）であり、次いで、顧客対応（35.8%）、

管理（16.2%）、その他（0.1%）であった。最

も多い職位は担当者（61.6%）であり、次い

で、嘱託社員（18.6%）、管理職（16.0%）、シ

ニア社員（3.8%）、その他（0.1%）であった。

追跡期間中（5,258,910人日）に精神疾患に
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よる 1 ヵ月以上の長期疾病休業に至ったの

は 51名（男性 23名、女性 28名）であった。 

 Kaplan-Meier法によって回答選択肢別に

精神疾患による 1 ヵ月以上の長期疾病休業

の累積ハザードをプロットしたものを図

14-1～図 14-2に示した。Cox比例ハザード

モデルの結果、性別、年齢、勤続年数、職種、

職位を調整後、「仕事の適性」の質問項目に

対する回答が「1＝そうだ」から「4＝違う」

になるに従って、精神疾患による長期疾病

休業のハザード比が高くなり、有意な用量

反応関係が認められた（p for trend＜

0.001）。とくに「3＝やや違う」、「4＝違う」

と回答した群のハザード比が有意であった

（「2＝まあそうだ」：HR＝1.20、95%CI＝

0.35–4.12、「3＝やや違う」：HR＝3.95、95%CI

＝1.15–13.6、「4＝違う」：HR＝7.17、95%CI

＝1.90–27.1）。「働きがい」については、精

神疾患による長期疾病休業の有意なハザー

ド比が認められたのは「4=違う」と回答した

群のみであり（「2＝まあそうだ」：HR＝0.50、

95%CI＝0.25–1.02、「3＝やや違う」：HR＝

1.01、95%CI＝0.44–2.31、「4＝違う」：HR＝

2.74、95%CI＝1.06–7.08）、用量反応関係は

有意傾向であった（p for trend＝0.072）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、「仕事の適性（の低さ）」と

「働きがい（のなさ）」が、精神疾患による

1 ヵ月以上の長期疾病休業に及ぼす影響を

検討した。その結果、「仕事の適性」につい

ては、「1＝そうだ」から「4＝違う」になる

（適性が低くなる）に従って段階的に疾病

休業リスクが増加し、有意な用量反応関係

が認められたのに対し、「働きがい」につい

ては、「4＝違う」と回答した群のみで疾病休

業リスクが有意に高くなり、用量反応関係

については有意傾向が認められたものの、

「仕事の適性」とは異なるリスク上昇パタ

ーンを示した。 

 この結果の背景として、「仕事の適性」と

「働きがい」の概念的な違いが挙げられる。

「仕事の適性」は「業務内容が自身に合って

いるか」を問うものであり、スキルや職務要

求との適合性を反映する指標と考えられる。

適性が低い場合、業務遂行に困難を感じや

すく、継続的なストレスに曝されることで、

疾病休業リスクが増加すると推察される。

 

Ｂ．研究方法 

 2015（平成 27）年度～2017（平成 29）年

度 厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金

（労働安全衛生総合研究事業）「ストレスチ

ェック制度による労働者のメンタルヘルス

不調の予防と職場環境改善効果に関する研

究」（研究代表者：川上憲人）において、単

一の金融業から 14,711名の「職業性ストレ

ス簡易調査票」（下光ら，2000）の回答デー

タと回答後約 1 年間の疾病休業データ（人

事データ）の提供を受けた。このうち、過去

3年以内の長期疾病休業歴がない 14,687名

（男性 7,343 名、女性 7,344 名）のデータ

を二次分析の対象とした。 

 職業性ストレス簡易調査票に含まれる

「仕事の適性」（1項目：仕事の内容は自分

にあっている）と「働きがい」（1項目：働

きがいのある仕事だ）の各質問項目につい

て、Kaplan-Meier法によって回答選択肢（「1

＝そうだ」、「2＝まあそうだ」、「3＝やや違

う」、「4＝違う」）別に精神疾患による 1 ヵ

月以上の長期疾病休業の累積ハザードをプ

ロットするとともに、Cox比例ハザードモデ

ルによって「1＝そうだ」と回答した群に対

する「2＝まあそうだ」、「3＝やや違う」、「4

＝違う」と回答した群の精神疾患による長

期疾病休業のハザード比（HR）とその 95％

信頼区間（CI）を算出した。これらの分析に

際し、追跡期間中に退職した者は「打ち切り

例」として取り扱った。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究の実施にあたり、北里大学医学部・

病院倫理委員会（承認番号：B15-113）およ

び産業医科大学倫理委員会（承認番号：

ER23-005）の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

 対象者の基本属性を表 14-1に示した。対

象者の平均年齢は 41.5歳、平均勤続年数は

12.5 年であった。最も多い職種は販売

（47.9%）であり、次いで、顧客対応（35.8%）、

管理（16.2%）、その他（0.1%）であった。最

も多い職位は担当者（61.6%）であり、次い

で、嘱託社員（18.6%）、管理職（16.0%）、シ

ニア社員（3.8%）、その他（0.1%）であった。

追跡期間中（5,258,910人日）に精神疾患に
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一方、「働きがい」は「仕事の意味や価値の

認識」に関するものであり、直接的な業務負

担よりも、モチベーションや内発的動機づ

けとの関連が大きいため、「働きがい」がや

や低い段階では、業務遂行への影響は限定

的であるものの、極端に低下すると、仕事に

対する関心や意欲が喪失し、それが精神的

健康の悪化につながる可能性が考えられる。 

 また、ハザード比の変化パターンの違い

は、これら 2 つの指標が精神的健康に及ぼ

す影響の違いを反映している可能性がある。

「仕事の適性」が低い場合、日々の業務遂行

において持続的にストレスを感じやすいた

め、精神的負担が蓄積し、疾病休業リスクが

徐々に高まると考えられる。一方、「働きが

い」が低い場合には、仕事に対する関心や意

欲の喪失が進行し、それが一定の閾値を超

えた際に、疾病休業リスクが急激に増加す

る可能性がある。 

 精神疾患による長期疾病休業リスクを低

減するためには、「仕事の適性」と「働きが

い」の双方に着目し、それぞれの特性に応じ

たアプローチを行うことが重要である。例

えば、労働者の適性に基づいた適切な職務

配置やスキル開発の支援、仕事の意義を伝

える組織文化の醸成やモチベーション向上

の施策などが具体的な対策として挙げられ

る。また、「仕事の適性」と「働きがい」は、

ストレスチェックで使用が推奨されている

「職業性ストレス簡易調査票」を用いて各 1

項目で測定することができるため、ストレ

スチェックの集団分析の際にこれらの回答

分布（仕事の適性は「3＝やや違う」～「4＝

違う」、働きがいは「4＝違う」の回答割合）

を確認することで、当該職場における精神

疾患による長期疾病休業リスクを把握し、

適切な対策の検討に活用できる可能性があ

る。 

 本研究の限界として、神経症傾向など、本

研究では測定されなかった性格特性が結果

を過大評価する要因となった可能性が挙げ

られる。また、一部の労働者が追跡期間中に

事業場内の別の部署に異動した可能性があ

り、それが結果に影響を及ぼした可能性が

ある。さらに、本研究の結果は単一の金融業

に勤務する労働者から得られたものである

ため、一般化可能性に限界がある。 
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Ｅ．結論 

 仕事の適性の低さや、働きがいのなさは、

精神疾患による 1 ヵ月以上の長期疾病休業

のリスクを高めることが示唆された。これ

らの指標は、職業性ストレス簡易調査票を

用いて各 1 項目で測定できるため、ストレ

スチェックの集団分析の際に、これらの回

答分布を確認することで、当該職場の精神

疾患による長期疾病休業リスクの把握に役

立てられる可能性が考えられた。 
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ため、一般化可能性に限界がある。 
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表 14-1．対象者の基本属性（14,687名） 

 平均値（標準偏差） 人数（%） 

年齢（歳） 41.5 (12.4)  

性別   

男性   7,343 (50.0) 

女性   7,344 (50.0) 

勤続年数 12.5 (10.2)  

職種   

販売   7,036 (47.9) 

顧客対応   5,255 (35.8) 

管理   2,383 (16.2) 

その他     13 (0.1) 

職位   

管理職   2,343 (16.0) 

担当者   9,047 (61.6) 

シニア社員    557 (3.8) 

嘱託社員   2,727 (18.6) 

その他     13 (0.1) 

尺度得点（1～4）   

仕事の適性 2.24 (0.74)  

働きがい 2.04 (0.73)  

精神疾患による長期疾病休業   

あり     51 (0.3) 

なし  14,636 (99.7) 
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図 14-1．精神疾患による長期疾病休業の累積ハザード（仕事の適性） 

 

 

 

 

 

図 14-2．精神疾患による長期疾病休業の累積ハザード（働きがい） 
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図 14-2．精神疾患による長期疾病休業の累積ハザード（働きがい） 
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88巻10号　特集　その政策にエビデンスはあるんか ！？ ―― 根拠に基づく健康政策（EBHP）を進めるために

ストレスチェック制度の概要
　事業場における労働者のメンタルヘルスケアは、労働者のストレスへの気付きお
よび対処の支援ならびに職場環境の改善を通じてメンタルヘルス不調の発生を未
然に防止する一次予防、メンタルヘルス不調を早期に発見し適切な対応を行う二
次予防、メンタルヘルス不調となった労働者の職場復帰を支援する三次予防で構
成される 1）。
　2015年に施行されたストレスチェック制度は、労働者のストレスの状況について
定期的に検査をし、本人にその結果を通知して自らのストレスの状況について気付
きを促してメンタルヘルス不調のリスクを低減させるとともに、検査結果を集団的に
分析し職場環境の改善につなげることにより、上記一次予防に資することを主な目
的としている。さらに、ストレスの高い者を早期に把握し、医師による面接指導につ
なげることでメンタルヘルス不調を未然に防止することを副次的な目的としている。
ストレスチェック制度は、常時50人以上の労働者を使用する事業場において、1年

成人保健のEBHP・2

ストレスチェック

堤 明純
つつみ・あきずみ◉北里大学医学部公衆衛生学単位 教授
〒252-0374　神奈川県相模原市南区北里1-15-1／akizumi@kitasato-u.ac.jp

ポ
イ
ン
ト

◆ 検査のフィードバックや面接指導に関するエビデンスは少ないのに対し、職場環境改善の知見は豊
富である。

◆ 職業性ストレス簡易調査票を用いて把握される高ストレス状態と仕事のストレス判定図の予測妥当
性は示されている。

◆ ストレスチェックの各要素が十分に機能する条件下で、Best available evidenceを求めていくこと
が望まれる。

#集団分析 #職業性ストレス簡易調査票 #職場環境改善 #面接指導
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以内ごとに1回の実施が義務付けられている（50人未満の労働者を使用する事業
場では努力義務）。集団ごとの分析およびその結果に基づく職場環境改善等は、
事業者の努力義務である 2）。
　事業者は「労働者の心の健康の保持増進のための指針」 1）に基づき、各事業場
の実態に即して実施される二次予防および三次予防も含めた労働者のメンタルヘ
ルスケアの総合的な取り組みの中に本制度を位置付け、メンタルヘルスケアを進め
ることが求められている。
　本稿では、ストレスチェック制度に関連するエビデンスを振り返り、エビデンスや
評価への今後の課題を述べる。

先行研究のレビュー

1．ストレスチェック制度開始時のエビデンス

　制度開始時には、検査結果のフィードバックと医師による面接指導の効果は明
確でなかった一方、職場環境改善のストレス低減効果は示されていた 3）。
　また、ストレス調査結果を郵送で返却しても効果がないことはランダム化比較試
験（randomized controlled trial: RCT）で示されていた 4）5）。スクリーニング後、イ
ンテンシブな事後措置を行ったうつ病対策の有効性は地域レベルで示されていた
が 6）、エビデンスは少なく、うつ病のスクリーニングは十分な事後措置がない限り勧
められないとの評価が続いている 7）8）。
　努力義務となっている職場環境改善が労働者の心理社会的要因やメンタルヘ
ルスに影響するかを調べた研究には複数のシステマティック・レビューが存在して
いる。Lamontagneら 9）は、系統的に抽出した90の研究を精査し、予防に関する
組織的なアプローチをとる研究が増加していること、セルフケアなどの個人向けア
プローチと比較して職場環境改善の効果は持続しやすいことを示した。Eganら 10）

は、18研究のレビューで、対照群を設定した12研究のうち8研究で健康指標が改
善したことを示した。一方で、経営合理化などの状況下での効果は限定的である
など、適用の限界についても言及した。
　わが国では、大手製造業の技術・事務・研究開発部門のホワイトカラーの女性
従業員を対象とした比較対照研究で、仕事のストレス判定図に基づいて実施した
職場環境改善によって、技術の活用度、上司と同僚の支援、心身の訴え、職務満
足感が良好に変化したことが報告されている 11）。また、製造業のラインで、仕事の
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ストレス判定図とメンタルヘルスアクションチェックリストを用いた参加型職場環境
改善の結果、対照群で精神的健康度と職場の生産性の指標が増悪した一方で、
介入群では、これらの指標が改善もしくは悪化を免れている 12）。看護師を対象とし
た病棟単位のクラスターRCTで実施された参加型職場環境改善では、主要アウト
カムの抑うつ症状に効果はなかったが、同僚の支援や仕事の裁量度の改善効果
が認められている 13）。

2．その後のエビデンス

1）  ストレスチェック制度の効果

　2021（令和3）年度厚生労働省委託事業「ストレスチェック制度の効果検証に係
る調査等事業」で、事業者は「社員のセルフケアへの関心度の高まり（53.1%）」や
「メンタルヘルスに理解のある職場風土の醸成（27.8%）」をストレスチェック制度の
効果と感じており、労働者の半数以上が「自身のストレスを意識することになった
（50.2%）」と報告された 14）。

　筆者らは、効果評価に関するシステマティック・レビューを2019年に行ってい
る 15）。
　ストレス調査結果のフィードバックの効果については、労働者に、ストレス状態や
その関連要因、ストレス対処に関する個別結果およびアドバイスを即時に表示する
Webシステムを用いて結果返却した事例が報告されている。導入後、ストレス対
処の特徴への気付きや対処実施意欲が増進し、対処実施意欲の持続は精神的
健康度の持続と関連していた 16）。
　面接指導を含む事後措置の効果については、単一食品製造業で、ストレス
チェック後に実施した全社員面談、個々の社員へのストレスセルフケア研修および
管理監督者研修によって、身体的なストレス反応が改善していたことが報告されて
いる 17）。
　職場環境改善に関しては、常勤労働者3,891人におけるインターネット調査で、
ストレスチェック受検と職場環境改善を合わせて経験した労働者のストレス反応が、
どちらも経験していない労働者に比べて1年後に低下していた 18）。従業員8人の
事業場に対し、労働衛生機関が参加型職場環境改善ワークショップおよびフォロー
アップ訪問を実施した小規模事業場における活動では、量的な指標について変化
は認められなかった。インタビュー調査では、担当者の負担感は課題として把握さ
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れたが、「全員参加による達成への満足感」など肯定的な意見を得た 19）。
2）  ツールの有用性

　ストレスチェックで汎用されている職業性ストレス簡易調査票は、国内外145の
観察研究で心身のアウトカムとの関連性が確認されている 20）。
　本調査票は疾患をスクリーニングするツールではないが、受検者への気付きの
促しと、必要に応じての産業医等による面接指導を行うために、調査票で把握さ
れるストレス要因とストレス反応の組み合わせで「高ストレス状態」が定義されてい
る。
　高ストレス状態が、メンタルヘルス不調をどの程度抽出できるのか検討されてい
る。K6尺度の13点以上は、“severe mental illness（重度の精神疾患）”といわれ、
リソースが少ないときのメンタルヘルススクリーニングの基準とされている 21）。労働
者1,650人のシミュレーションで、高ストレス状態を同定することで、severe mental 
illnessを拾い上げる確率を13%（事前確率）から47%（事後確率）に引き上げる（尤
度比6）ことが示された 22）。
　ホワイトカラー男女14,686人を、職業性ストレス簡易調査票実施後1年間追跡
した研究で、高ストレス者は、そうでない労働者に比べて、1カ月以上の疾病休業
を発生するハザード比は、男性で6.6（3.0-14.3）、女性で2.8（1.3-5.8）、集団寄
与危険割合は、それぞれ24%、21%で、集団を対象とした高ストレス状態対策の
意義が示されている 23）。高ストレス者の離職率リスク上昇も示されている 24）。機械
学習を用いて、職業性ストレス簡易調査票のストレス反応部分で疾病休業を予測
するツールも作成されている 25）。
　仕事のストレス判定図は仕事の要求度・コントロール・サポートモデルに基づい
ている。同モデルが心身の健康問題を予測することについての根拠は枚挙にいと
まがない 26）27）。

考察

1．事業実施状況 14）

　2020年度にストレスチェックを実施した事業場の割合は、全事業場では84.3%
であった。事業場規模別には、50～299人の事業場で96.3%、300～999人の事
業場で98.5%、1,000人以上の事業場で98.1%であったが、49人以下の事業場
では37.8%、49人以下の単独事業場では7.5%であった。ストレスチェック結果の
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活用状況は、受検者に占める高ストレス者の割合は10%以上20%未満が33.4%
で最多、高ストレス者のうち、実際に医師による面接指導を申し出る者の割合は
5%未満が76.8%であった。ストレスチェックを実施したと回答した事業場を対象に
した集計で、集団分析を実施している事業場の割合は85.0%、職場環境改善を実
施していた事業場は49.2%であった。

2．エビデンスについての課題

　本稿は、学術論文と国の報告書をもとに作成し、ナラティブレビュー、解説、会
議録（学会発表のまとめ）、研究報告書等は除いている。効果評価を行っている
学術論文は少なく、出版バイアスも免れない。一方で、会議録等には、制度の運
用や実施方法について、現場で参考となる種々の工夫例がある 28）。ストレスチェッ
クの実施方法を含め、どういう文脈（事業場の状況）で、何をしたら有効だったか、
無効であればその原因は何かが整理されることにより、現場での活用が進む可能
性がある。

今後について

1．国等のレベルでの評価への提言

　国レベルでは、システマティック・レビューを含むエビデンスの整理が求められる。
2014年に労働安全衛生法が改正され、改正法の施行後5年を経過した場合にお
いて検討を行い、必要が認められるときには、その結果に基づいて必要な措置を
講ずるということが附則で規定されている。再評価はすでに始まっており、ストレス
チェック制度の要素ごとにエビデンスが整理されようとしている 29）。

2．実務レベルでの評価への提言

　ストレスの検査を導入するだけで職場のメンタルヘルスが改善するわけがない。
検査結果を生かすためには、結果を返却された労働者が、各人の状態に応じて
相談を含むセルフケアを行うことが求められる。労働者には検査結果の見方から
始まる教育が必要だし、相談体制の整備も必要である。ストレスチェック制度の効
果を正当に評価するには、十分に実行性が分かった上での検証が求められる。制
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度化された政策でRCTは困難なため、前後比較研究を含めてBest available ev-
idenceを求めていく必要がある。
　アブセンティーズム/プレゼンティーズムや欠勤率などをアウトカムとする費用対
効果の検証は、現場で制度活用を進める上で重要な研究になる 30）。ワーク・エン
ゲイジメントや労働者の満足度等も重要な指標と思われる。
　面接指導を含む事後措置の効果は未検討である。高ストレス者のうち、医師に
よる面接指導を受けた労働者の割合は少なく、面接指導自体が十分に行われてい
ない。面接指導を希望する者は問題を抱えていることも多く、面接指導のメンタル
ヘルス不調予防効果を示すことは難しい。ストレスチェックで抽出される高ストレス
者は必ずしも病的な状態ではないが、セルフケアの指導がどの程度有効なのか、
また、高ストレス者から得られる職場環境に関する情報が、いかに職場環境改善
に生かされるのかは興味深い。

謝辞：本稿は、令和5年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金。職業性スト

レス簡易調査票に関する新しい基準値の提案（230201-01）の成果物の一部である。
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特
集 ストレスチェックの現在地点と今後の課題 ―施行から10年目を迎えて

Ⅰ．はじめに

　労働者のメンタルヘルス不調を未然に防止す
ることを目的として2015年12月より施行された
ストレスチェック制度は今年で10年目を迎える。
令和 5 年度の労働安全衛生調査（実態調査）1） 

では、ストレスチェックの実施が義務となって
いる労働者数50人以上の事業所のうち、ストレ
スチェックを実施している事業所は81.8％であ
った。また、労働者数50人未満の事業所を含む
全事業所のうち、ストレスチェックを実施して
いる事業所は41.5％であった。ストレスチェッ
クの実施率は施行後増加してきた2）が、ここ数
年は横ばいになっており、十分な状況とは言い
難い。ストレスチェックをより有用な制度に改
善し、さらに現在は努力義務となっている小規
模事業所を含め、より広く普及させるためには、
ストレスチェック制度から得られる効果を的確
に把握することが重要である。
　本稿では、過去に実施されたストレスチェッ
ク制度に関するシステマティックレビュー、お
よび厚生労働省委託事業における事業報告書等
をもとに、ストレスチェック制度の効果検証に
関する現時点での知見をまとめた。

Ⅱ．ストレスチェック制度の効果検証に関
する先行研究

　2019年に出版された「ストレスチェック制度

の実施状況とその効果：システマティックレビ
ュー」3）では、2014年 1 月からの 5年間における
ストレスチェックに関する文献を検索してお
り、組み入れられた18編のうち、 3編がストレ
スチェック制度の効果について検討していた。
このうち、職場環境改善の効果について検討し
たものが 1編、ストレスチェック結果の返却方
法の効果について検討したものが 1編、複合的
なアプローチの効果について検討したものが 1
編であった。Imamura et al. 4）は、常勤労働者
3,891人を対象にした既存コホートを用いた研
究において、ベースラインから 1 年後のフォ
ローアップ調査時点でストレスチェックの受検
と職場環境改善の経験の有無を聴取した。その
結果、ストレスチェックの受検、および職場環
境改善のどちらも経験した労働者は、それらの
いずれも経験していない労働者に比べてストレ
ス反応が有意に低下していた。伊藤ら5）は、IT
関連企業に勤務する労働者371人に、ストレス状
態やその関連要因、ストレス対処に関する個別
結果、およびアドバイスを即時に表示するWeb
システムを用いて結果返却を行った。導入前に
比して、ストレス対処の特徴への気づきや対処
実施意欲が増進し、対処実施意欲は 2か月後ま
で維持され、意欲の維持が精神的健康度の維持
に関連していた。新谷ら6）は、単一食品製造業の
全労働者168人を対象として、ストレスチェック
実施後に行った、全社員面談、個々の社員への
ストレスセルフケア研修、および管理監督者研

ストレスチェック制度の効果検証

「ストレスチェック制度の効果検証に係る調査等事業」
報告書も踏まえ

関根　康寛 1　　井上　嶺子 1　　渡辺　和広 1　　堤　明純 1
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1 　北里大学医学部公衆衛生学
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医師面接を申し出た者（n=25）では、「医師面
接」の有用性得点の平均が2.48と高かったが、
「就労上配慮」の平均は2.16と低かった。ストレ
スチェック制度施行後に職場環境改善を経験し
た者のうち、有用性の質問に回答した者（n=57）
では、「職場環境改善」の有用性得点の平均は
2.63と比較的高かった。
　複数の独立した研究より、ストレスチェック制
度については、それ単体ではなく、面接や職場
環境改善と一緒に行うことにより、労働者のスト
レス反応等において有意な改善がみられる等の
効果が確認できた4, 6, 7, 10‒12）。川上ら10）は、全国の
労働者3,915人を対象に 2 年間にわたり調査を 
実施したところ、職場環境改善の経験者（n=65）
ではストレスチェック未受検者（n=1,336）と比
べて心理的ストレス反応が有意に減少してい
た。また、職場環境改善の経験者（n=92）では
ストレスチェック未受検者（n=883）と比べて生
産性が有意に増加していた。渡辺ら11）による労
働安全衛生調査の個票データの二次解析では、
改正労働安全衛生法施行の前後のデータを用い
て、ストレスチェック、その後の職場環境改善、
およびその 2つを組み合わせて行うことと、労
働者の仕事関連ストレスとの関連が検討され
た。その結果、ストレスチェックを実施するこ
とは、労働者の仕事関連ストレスと有意な関連
を持たないか、むしろ有意な正の関連を示した。
一方、職場環境改善の実施は、労働者の仕事関
連ストレスの有無と有意な負の関連を示した。
さらに、ストレスチェックと職場環境改善の交
互作用項は、解析の一部において有意な関連を
示しており、これらはいずれも、職場環境改善
をストレスチェックと同時に実施することが労
働者の仕事関連ストレスの低さと関連すること
を示していた。想田ら12）は、協力業者や作業員
の入れ替えが頻繁にある小規模な建設現場 
（16社、n=38）において、「無記名ストレスチェ
ック」を基に職場環境改善を行った。およそ 
2 か月後に行った「無記名ストレスチェック」 
（16社、n=30）で集団分析結果を比較したとこ
ろ、ストレス反応指数が1.9781から1.8892に低
下していた。
　ストレスチェック制度の導入によって労働者

修の効果について検討した。その結果、心理的
ストレス反応の改善はみられなかったものの、
身体的ストレス反応の改善が確認された。
　「令和 3年度厚生労働省委託事業 ストレスチ
ェック制度の効果検証に係る調査等事業報告
書」7）では、文献調査に基づく知見に加え、アン
ケート調査、およびヒアリング調査の結果を含
めた多様な知見が報告されている。ストレスチ
ェック制度に関する文献調査では、2018年 1 月
以降のストレスチェックに関する文献を検索し
ており、組み入れられた42編のうち 9編がスト
レスチェック制度の効果に関する文献であっ
た。アンケート調査は、全国の事業場10,698か
所とそれらの事業場に勤務する労働者10,700人
を対象に行われ、事業場からは3,633件、労働者
からは2,428件の回答を得た。ヒアリング調査で
は、計11社にヒアリングを実施した。
　文献調査から得られたストレスチェック制度
の有用性に関する知見について、事業場側は従
業員のメンタルヘルスへの理解・意識向上等に
ついて有用であると捉え、労働者側は医師面接
や職場環境改善がメンタルヘルス不調への対策
として有用であると捉えていた7‒9）。屋敷ら8）が
富山県下で行った調査では、ストレスチェック
を実施した事業場（n=208）において、従業員
が感じた効果として、「従業員のストレスやメン
タルヘルスに対する理解が向上した」（40.9％）、
「従業員の自己管理意識が向上した」（33.2％）な
どの評価があった。一方、「高ストレス者に対し
ての実情を考慮した対応をとることができた」
（8.2％）、「集団分析に基づき職場環境の改善が
できた」（8.2％）と回答した者の割合は比較的
少なかった。「特に効果を感じない」（30.3％）と
した事業場もあった。浅井ら9）は、全国の労働
者を対象としたインターネット調査（n=3,891）
で、ストレスチェック制度の有用性に係る労働
者からの評価を分析した。50人以上の事業場に
勤務しストレスチェック制度施行後に事業場が
実施したストレスチェックを受検した者
（n=961）における、有用性の得点（とても有効
＝ 4点、いくらか有効＝ 3点、あまり有効でな
い＝ 2点、全く有効でない＝ 1点、の 4段階評
価）の平均点は、「個人結果通知」が2.14、「ス
トレス対処ヒント」が2.05であり、両者とも高
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ている」「役立っている」と回答した一方、49.1
％（82/167）が「あまり役立っていない」「全く
役立っていない」と回答されていた。ストレス
チェック制度のメンタルヘルス対策への影響
は、「なし（変わらない）」と回答した産業医が
49.7％（83/167）を占め、「進展した」と回答し
た産業医が39.5％（66/167）であった。
　令和 3 年度厚生労働省委託事業7）における、
ストレスチェック制度の効果検証に関するアン
ケート調査の結果からは、事業場への調査では、
事業場が実感したストレスチェック実施による
効果は、「社員のメンタルヘルスセルフケアへの
関心度の高まり」が最も多く、53.1％の事業場
において実感が報告された。次いで「メンタル
ヘルスに理解のある風土の醸成」、「職場の雰囲
気の改善」が多かった（図 1）。これらの点につ
いて職場環境改善の実施経験別にみると、職場
環境改善を実施したことがある事業場のほうが
より効果を感じていた（図 2）。労働者への調査
では、労働者の74.0％は「ストレスチェックの
個人結果をもらったこと」、49.9％は「ストレス
ケアマネジメントのヒントの提供を受けたこ
と」をストレスチェックの有用性として捉えて
いた。労働者がストレスチェックの受検で感じ
た効果としては、「自身のストレスを意識するよ

の心理的負担が軽減されたとは言えないと報告
したものや、ストレスチェック制度に関わる医師
等からは、ストレスチェック制度が職場におけ
るメンタルヘルス対策の進展に影響はないとの
見解の方が多かったという文献もあった7, 13, 14）。
井上ら13）は、ストレスチェックの実施率が高く、
その後の高ストレス者面接および集団分析を行
った 3つの事業場を2015年から2017年にかけて
追跡した。仕事の量的負担の有意な低下（33.7
％→33.0％）がみられた事業場、いずれの指標
にも変化がみられなかった事業場、心理的スト
レス反応の有所見者の割合が有意に上昇（52.5
％→62.3％）した事業場が混在し、ストレスチ
ェック制度の導入により必ずしも労働者の心理
的な負担が軽減されたとは言えないと報告し
た。詳細な理由は検討できていないが、集団分
析は実施したが職場環境改善は実施されなかっ
たことや、制度の義務化により労働者の「職場
環境」や「ストレス」に対する関心が高まり、
より厳しく評価するようになったことなどが考
えられると考察していた。廣14）が行った産業医
等を対象とした調査によると、産業医等の見解
として、ストレスチェック結果を通知すること
による、労働者自身が行うストレス対策に対す
る効果は、35.9％（60/167）が、「非常に役立っ

図 1　事業場が感じるストレスチェック制度の効果（複数回答）
令和 3年度厚生労働省委託事業　ストレスチェック制度の効果検証に係る調査等事業報告書（文献 7）から、許可を得て転載図１ 事業場が感じるストレスチェック制度の効果（複数回答）

53.1%

27.8%

23.3%

16.9%

13.6%

7.7%

4.1%

2.0%

1.7%

0.5%

9.1%

8.8%
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社員のメンタルヘルスセルフケアへの関⼼度の⾼まり

メンタルヘルスに理解ある風土の醸成

職場の雰囲気の改善

メンタルヘルス不調者の減少

⻑時間労働者の減少

社員の満⾜度の向上

離職者の減少

けがや事故の減少

⽣産性の向上

会社の利益の向上

その他

無回答 （n＝3,115）

－164－



5産業医学ジャーナル Vol.  47  No. 6  2024

うになった」と回答した人が50.2％で最も多か
ったが、「特になし」との回答も38.7％あった
（図 3）。
　令和 3 年度厚生労働省委託事業7）における、
ストレスチェック制度の効果的な実施に向けた
事例集作成のためのヒアリング調査（計11社を
対象）では、ストレスチェック制度の効果・有
用性として、「ストレスチェックを行うことによ

り、社員自身がストレスに気が付くことができ
た」（ 2社）、「総合健康リスクの高い職場を中心
に職場環境改善等を進めることにより、会社全
体の総合健康リスクの低減や高ストレスの部署
の減少があった」（ 4社）、「ストレスチェックを
含めた総合的な対策により、メンタルヘルスに
対する理解の深まりや休職者の減少を認めた」
（ 1社）という内容が挙げられた。
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20.6%

17.2%

8.1%

2.1%

2.0%
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社員の満⾜度の向上
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無回答
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職場��改善 ����
（n＝829）

50.2%

10.0%

2.9%

1.4%

3.3%

38.7%
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図 2　職場環境改善の実施経験の有無別　実感した効果（複数回答）
令和 3年度厚生労働省委託事業　ストレスチェック制度の効果検証に係る調査等事業報告書（文献 7）から、許可を得て転載

図 3　労働者が感じるストレスチェック制度の効果（複数回答）
令和 3年度厚生労働省委託事業　ストレスチェック制度の効果検証に係る調査等事業報告書（文献 7）から、許可を得て転載
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Ⅲ．結果の要約

　一定の割合の事業場と労働者が、ストレスチ
ェック制度は有用であると評価していた。一方、
30.3％の事業場が「特に効果を感じない」と回
答したとする報告もあった。複数の研究より、
単にストレスチェックを受検するだけではな
く、その後の職場環境改善もあわせて実施する
ことによって、労働者の心理的ストレス反応の
軽減効果がみられることがうかがわれた。個人
結果やアドバイスを即時に表示する結果返却の
工夫や、ストレスチェック実施後に全社員面談
や各種研修を行うことが、労働者の心身の健康
に効果的であるとする報告もあった。
　令和 3 年度厚生労働省委託事業7）のアンケー
ト調査では、ストレスチェック制度の効果とし
て、事業場側は「社員のメンタルヘルスセルフ
ケアへの関心度の高まり」との回答が多く、労
働者側は「自身のストレスを意識するようにな
った」との回答が多かった。一方、労働者側で
は効果が「特になし」との回答も38.7％あった。
　令和 3 年度厚生労働省委託事業7）のヒアリン
グ調査では、「総合健康リスクの高い職場を中心

に職場環境改善等を進めることにより、会社全
体の総合健康リスクの低減や高ストレスの部署
の減少があった」という内容が多く挙げられた。

Ⅳ．おわりに

　ストレスチェック制度の効果検証を行ってい
る研究は少ない。その中で、職場環境改善の実
施が効果的であることは複数の研究で示されて
いるが、集団分析や医師による面接指導の効果
評価についての検討はできておらず、今後はこ
のような点の効果検証に関する研究を増やして
いくことが望まれる。制度化された施策での比
較対照研究は困難である。制度の普及に向けて
は、論文化されていない好事例の収集も有用と
思われる15）。
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a b s t r a c t

Background: We examined the moderating (buffering or amplifying) effect of psychosocial safety climate
(PSC) on the association of job demands (psychological demands) and job resources (job control, su-
pervisor support, coworker support, and extrinsic reward) with psychological distress among Japanese
employees.
Methods: A self-report web-based questionnaire was administered to 2,200 employees (1,100 men and
1,100 women) registered with a Japanese private online survey company. The questionnaire included
scales on job demands and job resources (the Job Content Questionnaire and the short-form Effort
eReward Imbalance Questionnaire), PSC (the 12-item PSC scale), and psychological distress (the K6
scale) and items on participants’ demographic and occupational characteristics (age, gender, education,
occupation, work form, and working hours per week). Hierarchical multiple regression analyses were
performed using psychological distress as a dependent variable. Interaction terms of job demands and
job resources with PSC were included.
Results: There was a significant interaction effect of psychological demands with PSC on psychological
distress (b ¼ �0.053, p ¼ 0.008), adjusted for demographic and occupational characteristics. Post hoc
simple slope analysis showed that the simple slope of psychological demands was lesser at higher levels
of PSC (1 standard deviation above the mean) (b ¼ 0.101, p < 0.001) than at lower levels (1 standard
deviation below the mean) (b ¼ 0.199, p < 0.001). No significant interactions were observed between job
resources and PSC.
Conclusion: Our findings suggest that PSC buffers the positive association of psychological demands with
psychological distress.

� 2025 Occupational Safety and Health Research Institute. Published by Elsevier B.V. on behalf of
Institute, Occupational Safety and Health Research Institute, Korea Occupational Safety and Health

Agency. This is an open access article under the CC BY license (http://creativecommons.org/licenses/by/
4.0/).

1. Introduction

Psychosocial safety climate (PSC) theory has arisen as a recent
framework for comprehending job stress, assisting in elucidating
the genesis of stressful job attributes [1]. Abundant epidemiological
studies have accumulated findings on the consequences of PSC for
employee health over the past decade [2]. PSC, an organizational

factor, is predominantly shaped by management and described as
employees’ shared perceptions of the organization’s “policies,
practices, and procedures for the protection of employee psycho-
logical health and safety” [1]. In particular, it focuses onwhether (i)
management shows support, engagement, and dedication to stress
prevention efforts (management commitment), (ii) management
places greater emphasis on psychological health and safety of
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employees rather than focusing solely on productivity objectives
(management priority), (iii) the organization values input from
employees on factors impacting psychological health (organiza-
tional commitment), and (iv) there is engagement and active
involvement on health and safety matters from all levels of the
organization (organizational participation) [3].

Consequences of the lack of PSC for psychological health prob-
lems among employees are often interpreted within a theoretical
context of the extended job demands-resources (JD-R) model [1].
This model assumes that insufficient PSC leads to increased job
demands (psychological demands, emotional demands, job inse-
curity, role ambiguity, role conflict, harassment, etc.) and decreased
job resources (job control, worksite support, extrinsic reward,
performance feedback, procedural fairness, opportunities for
development, etc.), which, in turn, leads to a deterioration in psy-
chological health problems. The relationship between PSC and job
demands, as well as PSC and job resources, is a key mechanism
within this model. As proposed by Dollard and Bakker [1], a lack of
PSC reflects an organizational climatewhere psychological health is
not prioritized, leading to poorly managed job demands and
insufficient support systems. For example, in organizations with
low PSC, employees may face excessive workloads or unclear role
expectations due to inadequate workload management policies or
insufficient communication from the management [1]. Addition-
ally, emotional demands, such as the pressure to suppress emotions
or handle interpersonal conflicts without adequate support, may
increase in environments where psychological health is not actively
safeguarded [4]. Simultaneously, insufficient PSC reduces job re-
sources by limiting opportunities for employees to exercise control
over their work, develop skills, or receive constructive feedback [5].
Mechanisms contributing to this include a lack of participatory
decision-making, unclear performance expectations, and insuffi-
cient investment in employee development programs [6]. More-
over, the absence of organizational practices to recognize and
reward employees’ efforts exacerbates the decline in job resources,
leaving employees ill-equipped to manage job demands [7]. By
increasing job demands and limiting job resources, low PSC creates
a work environment that significantly impacts employees’ psy-
chological health. Abundant epidemiological studies have fully or
partially substantiated the assumptions of the extended JD-R
model, particularly in Australia [1,8e14] and Malaysia [5,10,15e
19], and a small number of similar findings have been observed
in other countries [20e22]. Also, in Japan, our previous cross-
sectional study reported the association of PSC with psychological
distress and the mediating roles of job demands and job resources
on it [23].

Thus, PSC has a primary role in predicting job demands and job
resources and their impact on psychological health problems
among employees. On the other hand, another role of PSC is sup-
posed to moderate (buffer or amplify) the consequences of job
demands and job resources for psychological health problems.
Dollard and Bakker [1] have argued that, according to the conser-
vation of resources theory [24], employees are more likely to be
provided with supportive practices that lead to the conservation
and accumulation of personal resources, such as the opportunity to
debrief after emotionally challenging experiences, in high-PSC
contexts. This could enhance their coping skills and buffer the
consequences of job demands for psychological health problems.
Furthermore, in such contexts, the impact of low personal re-
sources is offset through a compensation process (additional sup-
port or resources are provided to the individual in the form of
recognition, etc.), which may amplify the consequences of job re-
sources for reducing psychological health problems [1]. Prior
studies have consistently found that PSC buffers the consequences
of job demands for psychological health problems [1,8,25e27].

Conversely, consistent findings on the amplifying effect of PSC on
the consequences of job resources for reducing psychological
health problems are lacking owing to limited studies [1,19].
Therefore, further studies are required.

In addition, the concept of PSC remains relatively unfamiliar in
Japan, and the only Japanese findings on PSC and employee health
are from our aforementioned study [23]. With its prevalence in
Japanese companies dedicated to Health and Productivity Man-
agement, the concept of PSC is highly relevant. Hence, expanding
on the findings of PSC and employee health could amplify the
diffusion of its concept and advancement of occupational health
initiatives across Japanese companies. However, the applicability of
prior research findings to Japanese companies, which have distinct
cultural backgrounds compared to Western and other Asian
countries, remains unclear. Therefore, replication of prior findings
is crucial to enhancing comprehension of PSC in Japanese
companies.

This study aimed to examine the moderating (buffering or
amplifying) effect of PSC on the association of job demands and job
resources with psychological distress among Japanese employees,
using the same database used in the aforementioned cross-
sectional study [23]. In this study, we utilized the demandecon-
trolesupport (DCS) [28] and effortereward imbalance (ERI) models
[29], which form the foundation of the JD-R model [30]. Hence,
psychological demands were measured as job demands, while job
control, supervisor support, coworker support, and extrinsic
reward were measured as job resources. We hypothesized that PSC
would buffer the positive association of job demands with

Table 1
Participants’ detailed characteristics

Demographic characteristics Mean (SD) n (%)

Age 44.6 (13.3)

Gender
Men 1,100 (50.0)
Women 1,100 (50.0)

Education
Graduate school 126 (5.7)
College 1,054 (47.9)
Junior college 246 (11.2)
Vocational school 245 (11.1)
High school or junior high school 529 (24.0)

Occupation
Managerial employee 249 (11.3)
Non-manual employee 1,508 (68.5)
Manual employee 294 (13.4)
Other 149 (6.8)

Work form
Day shift 1,947 (88.5)
Shift work with night duty 184 (8.4)
Shift work without night duty 44 (2.0)
Night shift 25 (1.1)

Working hours per week
30 hours or less 517 (23.5)
31e40 hours 725 (33.0)
41e50 hours 666 (30.3)
51e60 hours 184 (8.4)
61 hours or more 108 (4.9)

Scale scores Mean (SD) Cronbach a

Psychological demands (JCQ) (range: 12e48) 31.4 (5.89) 0.65

Job control (JCQ) (range: 24e96) 62.7 (11.2) 0.75

Supervisor support (JCQ) (range: 4e16) 10.5 (2.76) 0.91

Coworker support (JCQ) (range: 4e16) 10.9 (2.40) 0.87

Extrinsic reward (Short ERIQ) (range: 7e28) 17.4 (3.14) 0.68

Psychosocial safety climate (PSC-12) (range: 12e60) 34.8 (11.4) 0.97

Psychological distress (K6 scale) (range: 0e24) 6.77 (6.05) 0.94

Abbreviations: ERIQ, EfforteReward Imbalance Questionnaire; JCQ, Job Content
Questionnaire; PSC-12, 12-item psychosocial safety climate scale; SD, standard
deviation.
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psychological distress and amplify the negative association of job
resources with psychological distress [1,19].

2. Materials and methods

2.1. Participants

As noted earlier, this study used the same database as our pre-
viously reported cross-sectional study [23]. In October 2020, a total
of 42,784 men and 44,276 women were randomly selected from
approximately 1.19 million people (570 thousand men and 620
thousand women) registered with a Japanese private online survey
company. The randomly selected registrants were sent an adver-
tisement offering online shopping points valued at a few hundred
yen (equivalent to a fewUS dollars) as an incentive. Responses were
handled on a first-come-first-served basis, and due to limitations in
the project budget, recruitment ceased once the number of re-
spondents reached 2,200. Respondents indicated whether they
“currently worked” and “were employed by a company, organiza-
tion, government office, or self-employed person or private
household earning a salary or wage (including executives).”
Because the online survey used a stratified sample, an equal
number of participants were included in each age category (from
20s to 60s), maintaining a balanced male-to-female ratio of 1:1. All
the variables were measured via a self-report web-based ques-
tionnaire, except age and gender, which were obtained from the
online survey company’s registration information. As the web-
based questionnaire mandated participants to respond to every
question, there were no instances of missing data. Participants’
detailed characteristics and Pearson’s correlation coefficients
among the scale scores can be found in Tables 1 and 2, respectively.
Participants were informed of the study objectives and protocols,
and their informed consent was acquired electronically before the
survey commenced. This study was reviewed and approved by the
Kitasato University Medical Ethics Organization (No. B20-180).

2.2. Measures

2.2.1. Exposures (job demands and job resources)
Asmentioned previously, on the basis of the DCS and ERImodels

[28,29], psychological demands were measured as job demands,
while job control, supervisor support, coworker support, and
extrinsic reward were measured as job resources.

For job demands, psychological demandsweremeasured via the
Job Content Questionnaire (JCQ) Japanese version [31]. The JCQ
includes a 5-item scale on psychological demands on a 4-point
Likert scale (1 ¼ strongly disagree to 4 ¼ strongly agree). The total
score (ranging from 12 to 48) was calculated in accordancewith the
JCQ User’s Guide [32].

For job resources, job control, supervisor support, and coworker
support were also measured via the JCQ [31]. Extrinsic reward was
measured via the short form EfforteReward Imbalance Question-
naire (Short ERIQ) Japanese version [33]. The JCQ includes a 9-item
scale on job control, a 4-item scale on supervisor support, and a 4-
item scale on coworker support on a 4-point Likert scale
(1¼ strongly disagree to 4¼ strongly agree). Similar to psychological
demands, the total scores (ranging from 24 to 96 for job control and
from 4 to 16 for supervisor and coworker support) were calculated
in accordance with the JCQ User’s Guide [32]. The Short ERIQ in-
cludes a 7-item scale on extrinsic reward on a 4-point Likert scale
(1 ¼ strongly disagree to 4 ¼ strongly agree). After reversing the
scores corresponding to the items indicating unfavorable circum-
stances, the scores for each itemwere summed to calculate the total
score (ranging from 7 to 28).

2.2.2. Moderator: psychosocial safety climate
PSC was measured via the 12-item PSC scale Japanese

version [34]. It assesses managerial attitudes and employee
involvement in matters concerning psychological health and safety.
Responses were rated on a 5-point Likert scale (1 ¼ strongly
disagree to 5 ¼ strongly agree). The scores for each item were
summed to calculate the total score (ranging from 12 to 60). The 12-
item PSC scale Japanese version has been demonstrated to be a
reliable and valid instrument for measuring PSC in Japanese
workplaces, as evidenced by its high internal consistency
(Cronbach a ¼ 0.97), acceptable testeretest reliability [Cohen’s
weighted kappa¼ 0.53 and intraclass correlation (ICC) ¼ 0.69], and
structural validity supported by confirmatory factor analysis (e.g.,
goodness of fit index ¼ 0.97, comparative fit index ¼ 0.99, and root
mean square error of approximation ¼ 0.06).

2.2.3. Outcome: psychological distress
Psychological distress was measured via the K6 scale Japanese

version [35]. It assesses the levels of psychological distress,
including feelings of nervousness (Q1), hopelessness (Q2), rest-
lessness or fidgetiness (Q3), depression (Q4), effortfulness (Q5), and
worthless (Q6) over the past 30 days. Responses were rated on a 5-
point Likert scale (ranging 0¼ none of the time to 4¼ all of the time).
The score for each item were summed to calculate the total score
(ranging from 0 to 24).

2.2.4. Covariates
Participants’ demographic and occupational characteristics

weremeasured as covariates. Demographic characteristics included
age, gender, and education. Age was treated as a continuous vari-
able. Education was categorized into 5 groups: graduate school,
college, junior college, vocational school, and high school or junior
high school. Occupational characteristics included occupation,
work form, and working hours per week. Occupation was

Table 2
Pearson’s correlation coefficients for age and scale scores

1 2 3 4 5 6 7

1. Age

2. Psychological demands (JCQ) �0.176**

3. Job control (JCQ) �0.007 0.083**

4. Supervisor support (JCQ) �0.090** �0.201** 0.330**

5. Coworker support (JCQ) �0.115** �0.052* 0.315** 0.634**

6. Extrinsic reward (Short ERIQ) �0.085** �0.179** 0.276** 0.517** 0.443**

7. Psychosocial safety climate (PSC-12) 0.006 �0.167** 0.324** 0.606** 0.494** 0.488**

8. Psychological distress (K6 scale) �0.242** 0.278** �0.089** �0.229** �0.174** �0.339** �0.255**

*p < 0.05, **p < 0.01.
Abbreviations: ERIQ, EfforteReward Imbalance Questionnaire; JCQ, Job Content Questionnaire; PSC-12, 12-item psychosocial safety climate scale.
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categorized into 4 groups: managerial, non-manual, manual
employee, and others. Work form was also categorized into 4
groups: day shift, shift work with night duty, shift work without
night duty, and night shift. Working hours per week were catego-
rized into 5 groups: 30 hours or less, 31e40 hours, 41e50 hours,
51e60 hours, and 61 hours or more.

2.3. Statistical analysis

Hierarchical multiple regression analyses were performed using
psychological distress (the total K6 score) as a dependent variable.
Independent variables were entered in the following sequence:
covariates (demographic and occupational characteristics) (Step 1),
main effects of job demands (psychological demands), job re-
sources (job control, supervisor support, coworker support, and
extrinsic reward), and PSC (Step 2), and interaction terms of job
demands and job resources with PSC (Step 3). If a significant
interaction effect was observed in Step 3, a post hoc simple slope
analysis was performed at 1 standard deviation (SD) above and
below the mean PSC score. Throughout a sequence of analyses, R-
squared (R2), adjusted R2, and DR2 (indicating an increase from the
previous step) were calculated at each step to evaluate the model
fit. Furthermore, a residual analysis was performed to evaluate the
level of autocorrelation in the residuals via the DurbineWatson

statistic (ranging from 0 to 4.0 and a value of 2.0 indicated no
autocorrelation). Prior to the analyses, job demands, job resources,
and PSC scores were mean-centered to avoid multicollinearity
when interaction terms were entered in Step 3. In addition to the
total K6 score, separate analyses were conducted using the indi-
vidual K6 item scores as dependent variables. This allowed for a
more detailed investigation into how specific aspects of psycho-
logical distress (as captured by the K6) are associated with job
demands, job resources, and PSC. The regression analyses followed
the same procedure as for the total K6 score. The significance
threshold was set at 0.05 (2-tailed). Statistical analyses were per-
formed utilizing IBM SPSS Statistics for Windows (version 27.0;
Armonk, NY: IBM Corp.).

3. Results

Table 3 presents the results of the hierarchical multiple
regression analyses. There was a significant positive main effect of
psychological demands (b ¼ 0.159, p < 0.001) and significant
negative main effects of extrinsic reward and PSC on psychological
distress (b ¼ �0.283, p < 0.001 and b ¼ �0.077, p ¼ 0.002,
respectively), adjusted for demographic and occupational charac-
teristics (Step 2). However, no significant main effects of job con-
trol, supervisor support, or coworker support were observed.When

Table 3
Associations of demographic and occupational characteristics, job demands, job resources, and psychosocial safety climate (PSC) with psychological distress: hierarchical
multiple regression analyses

Standardized coefficient (b) Step 1 Step 2 Step 3

Estimate p Estimate p Estimate p

Age �0.223 <0.001 �0.242 <0.001 �0.241 <0.001

Gender (men vs. women) 0.025 0.305 0.024 0.276 0.027 0.225

Education (vs. high school or junior high school)
Graduate school �0.022 0.350 0.000 0.983 �0.001 0.956
College �0.021 0.431 0.021 0.387 0.019 0.447
Junior college 0.010 0.677 0.007 0.765 0.004 0.846
Vocational school �0.026 0.274 �0.032 0.140 �0.034 0.119

Occupation (vs. managerial employee)
Non-manual employee 0.026 0.443 �0.047 0.131 �0.047 0.131
Manual employee 0.030 0.322 �0.030 0.279 �0.033 0.247
Other �0.003 0.904 �0.043 0.074 �0.045 0.064

Work form (vs. day shift)
Shift work with night duty 0.028 0.188 0.023 0.246 0.023 0.245
Shift work without night duty 0.018 0.378 �0.007 0.705 �0.006 0.754
Night shift 0.014 0.494 0.000 0.983 0.000 0.983

Working hours per week (vs. 30 hours or less)
31e40 hours 0.007 0.793 �0.012 0.624 �0.011 0.655
41e50 hours 0.048 0.092 �0.002 0.948 �0.001 0.982
51e60 hours 0.084 <0.001 0.042 0.062 0.042 0.063
61 hours or more 0.057 0.013 0.003 0.900 0.002 0.925

Psychological demands 0.159 <0.001 0.150 <0.001

Job control �0.004 0.845 �0.007 0.766

Supervisor support �0.017 0.554 �0.018 0.536

Coworker support �0.021 0.412 �0.013 0.648

Extrinsic reward �0.283 <0.001 �0.280 <0.001

Psychosocial safety climate (PSC) �0.077 0.002 �0.076 0.003

Psychological demands � PSC �0.053 0.008

Job control � PSC �0.012 0.572

Supervisor support � PSC �0.020 0.535

Coworker support � PSC 0.034 0.253

Extrinsic reward � PSC 0.003 0.888

Model fit indices Estimate p Estimate p Estimate p

R2 0.071 d 0.232 d 0.236 d

Adjusted R2 0.064 d 0.225 d 0.226 d

DR2 0.071 <0.001 0.161 <0.001 0.003 0.104

Residual analysis (DurbineWatson statistic) 2.044 2.019 2.021
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the interaction terms of job demands and job resources with PSC
were added in the model (Step 3), main effects of psychological
demands, extrinsic reward, and PSC remained significant
(b ¼ 0.150, p < 0.001; b ¼ �0.280, p < 0.001; and b ¼ �0.076,
p ¼ 0.003, respectively). Furthermore, a significant negative inter-
action effect of psychological demands with PSC was observed
(b ¼ �0.053, p ¼ 0.008). However, job resources had no significant
interactions with PSC. In addition, these interaction terms did not
significantly contribute toward explaining psychological distress
(DR2 ¼ 0.003, p ¼ 0.104). A post hoc simple slope analysis showed
that the simple slope of psychological demands was lesser at higher
levels of PSC (1 SD above the mean) (b ¼ 0.101, p < 0.001) than at
lower levels (1 SD below the mean) (b ¼ 0.199, p < 0.001) (see
Fig. 1). Residual analysis confirmed that the residuals were hardly
autocorrelated as the DurbineWatson statistics were extremely
close to the optimal value of 2.0 (2.044, 2.019, and 2.021 for Steps
1e3, respectively).

Separate analyses using the individual K6 item scores as
dependent variables revealed consistent significant positive main
effects of psychological demands (b ¼ 0.069 to 0.187, p < 0.001 to
0.002) and significant negative main effects of extrinsic reward
(b ¼ �0.268 to �0.202, p < 0.001) across all six K6 items. Addi-
tionally, the negative interaction effect of psychological demands
with PSC was significant for five items (Q2eQ6) (b ¼ �0.055
to �0.043, p ¼ 0.008 to 0.041) and marginally significant for
nervousness (Q1) (b ¼ �0.039, p ¼ 0.065). These findings indicate
that the results obtained using the total K6 score as the outcome
variable were largely replicated when analyzing individual items.
Detailed results of these item-specific analyses are provided in the
Supplementary data.

4. Discussion

This study demonstrated a significant positive main effect of
psychological demands and significant negative main effects of
extrinsic reward and PSC on psychological distress. Furthermore, a
significant negative interaction effect of psychological demands
with PSC on psychological distress (i.e., buffering effect of PSC on
the association of psychological demands with psychological
distress) was observed. Job control, supervisor support, and
coworker support had neither a significant main effect on psy-
chological distress nor significant interaction with PSC.

For job demands, a significant positive main effect of psycho-
logical demands on psychological distress was observed. This is
consistent with the “health impairment process,” in the JD-R
model, which assumes that high job demands lead to strain and
health impairment [36], as well as meta-analytic findings on the
association of psychological demands with psychological health
problems (common mental disorders and burnout) [37,38]. This
study supported the theoretical model and replicated prior find-
ings. Furthermore, there was a significant buffering effect of PSC on
the association of psychological demands with psychological
distress. This is also consistent with prior findings from Australia
and Malaysia [1,8,25e27]. Our finding suggests that when work-
places have established systems and procedures to safeguard em-
ployees’ psychological health and safety, the consequences of
psychological demands for psychological health problems are
mitigated. As a mechanism for buffering effect of PSC on job de-
mands, Dollard and Bakker [1] have argued that in high-PSC con-
texts, employees’ coping skills toward high job demands are
enhanced through the provision of support to employees that leads
to the conservation and accumulation of personal resources. Per-
sonal resources should also be included in future analytical models
to substantiate their arguments and elucidate the mechanism in
further detail.

For job resources, a significant negative main effect of extrinsic
reward was observed. However, no significant main effects of job
control, supervisor support, or coworker support were observed,
which only partially supported the JD-R model that job resources
improve psychological health problems [36]. As this study was
conducted amid the coronavirus disease 2019 pandemic, a signifi-
cant number of employees experienced economic hardship due to
the pandemic. Furthermore, the widespread use of remote work
made it difficult for companies to conduct fair and equitable
personnel evaluations. Therefore, employees may have been more
conscious of the fair reward allocation. It is also plausible that the
extensive use of remote work reduced opportunities for in-person
interactions with supervisors and coworkers or that the line be-
tween work and home life became blurred, even when job control
increased, which may have resulted in an unclear association of job
control, supervisor support, and coworker support with psycho-
logical distress. Furthermore, no significant interactions of job re-
sources with PSC were observed. This is consistent with the
findings of Dollard and Bakker [1]. However, the findings of Yulita

Fig. 1. Interaction between psychological demands and psychosocial safety climate (PSC) on psychological distress: post hoc simple slope analysis. SD, standard deviation.
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et al are different [19]. Besides the fact that this study was con-
ducted amid the coronavirus disease 2019 pandemic, discrepancy
in these findings could be explained by differences in the indicators
included in job resources. Dollard and Bakker [1] used mainly
cognitive resources, such as job control, as indicators of job re-
sources, while Yulita et al [19] included cognitive and emotional
resources. Job control and extrinsic reward do not necessarily focus
on the emotional domain of job resources [39,40]. Furthermore,
items in the JCQ on supervisor and coworker support are not
necessarily specific tomeasure the emotional domain [39]. Hence, a
significant amplifying effect of PSC on the negative association of
job resources with psychological distress may not have been
observed in this study. Prior studies have suggested that PSC is
possibly more aligned to an emotional resource rather than a
cognitive one [1]. Therefore, future studies should focus on
emotional resources and examine the moderating effect of PSC for
each content domain of job resources.

This study has some limitations. First, this study was conducted
exclusively among participants registered with a specific private
online survey company. Therefore, our findings should be gener-
alized with caution. Second, since PSC focuses on the “shared per-
ceptions” of employees toward their organization, a multilevel
analysis was theoretically required as it encompassed analysis at
both individual and group levels [1]. However, owing to the non-
nested structure of our sample within companies or workplaces,
such an analysis could not be performed. Third, our findings may
have been confounded by various factors that were not measured.
For instance, individuals with higher levels of neurotic traits were
more likely to assess their psychosocial work environment poorly
[41] and may have been more psychologically distressed [42].
Hence, lack of measurements of personality traits may have caused
an overestimation of the true association. Fourth, since the primary
variables utilized in the analyses were measured via a self-report
questionnaire, our findings may be susceptible to common
method bias [43]. Fifth, this study captured only 5 factors as job
demands and job resources according to the DCS and ERI models
[28,29]. Therefore, future studies should measure various job de-
mands (job insecurity, role ambiguity, role conflict, harassment,
etc.) and job resources (performance feedback, procedural fairness,
opportunities for development, etc.) to examine the moderating
effect of PSC in further detail. Sixth, we did not obtain data on
participants’ employment status (e.g., full-time vs. part-time). In
Japan, the standard working hours per week for full-time em-
ployees are typically 40 hours. While working hours per week were
obtained, there was no clear and consistent classification of
employment status, as some full-time employees may work fewer
than 40 hours per week due to accommodations, such as health-
related adjustments, and some part-time employees may work
more than 40 hours per week due to overtime. This limitation
prevents us from performing a subgroup analysis based on
employment status, whichmay influence the generalizability of the
findings. Lastly, owing to the cross-sectional design, causal in-
ferences were limited. Our findings could indicate that individuals
experiencing psychological distress tended to perceive their work
as more demanding and their PSC as lower.

Considering these limitations, future research should focus on
the following areas. First, longitudinal studies are needed to
establish causal relationships between PSC, job demands, job re-
sources, and psychological distress, particularly examining how
PSC interacts with job demands and job resources over time to
influence psychological distress. Second, intervention trials aimed
at enhancing PSC could provide valuable insights into whether this
enhancement buffers the consequences of psychological demands
for psychological distress. Practical strategies for enhancing PSC
may include management commitment, employee involvement in

decision-making, and policies to reduce excessive working hours.
Third, future research should consider subgroup analyses based on
employment status as employment status may influence how PSC
interacts with job demands and job resources, offering a more
nuanced understanding of the factors contributing to psychological
distress in different work settings. Lastly, research should consider
industry-specific and cultural differences in the perception of PSC,
as these factors could offer deeper insights into how PSC functions
across various workplace contexts.

In conclusion, this study suggests that PSC buffers the positive
association of psychological demands with psychological distress.
However, the explanation rate for the interaction of job demands
(and job resources) with PSC for psychological distress was not
statistically significant. In addition, the simple slope of psycholog-
ical demands was significant, even when PSC was high. Hence, to
reduce the negative consequences of excessive psychological de-
mands for mental health, reduction of psychological demands as
well as enhancement of PSC is essential. In particular, addressing
the issue of long working hours through organization-wide initia-
tives, such as the establishment of clear guidelines and policies to
reduce working hours, along with the active involvement of man-
agement in monitoring and reducing workload, can substantially
reduce psychological demands. Furthermore, to enhance PSC, it is
essential that management demonstrates commitment to stress
prevention, prioritizes psychological health and safety, and en-
courages participation from all levels of the organization [3].
Practical steps include ensuring regular check-ins between man-
agers and employees, promoting workelife balance, and inte-
grating employee feedback through surveys or structured feedback
sessions. Fostering a culture of open communication, where em-
ployees feel supported in expressing concerns about stress and
workload, is also crucial. Future research should explore if our re-
sults can be replicated through a prospective approach and conduct
intervention trials to assess whether enhancing PSC buffers the
consequences of psychological demands for psychological distress.
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